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まえがき 

 
人材不足の状態が近年で最も進み、企業の多くは、人材の採用と確保の困難性に直面し

ています。経営や職場に及ぼす影響として、事業機会の喪失、人材の募集や処遇改善及び

時間外労働の増大等に伴う人件費の増加、休暇取得数の減少、従業員間の人間関係や職場

の雰囲気の悪化などがみられ、人手不足関連の倒産も増えています。なかでも、製造、運

輸、建設の各業界は、人材の確保に取り組む余地が大きく、若者や女性の採用・活躍に積

極的に取り組む企業がみられる一方、業界や仕事の内容・魅力を十分に伝えられていない

現状もみられます。 

大阪府は、こうした現状の改善に向けて、2016年 12月に「大阪人材確保推進会議」（地

方創生推進交付金を活用）を設置し、業界団体、行政機関、協力企業及び団体等の構成メ

ンバーと一丸となり、業界のイメージアップ（働く環境整備・魅力発信）と雇用の促進に

向けて、相互に連携・協力して取り組んでいます。 

本調査報告書は、「大阪人材確保推進会議」および「大阪働き方改革推進会議」と連携し

た事業の一環として実施した調査結果に基づいて作成しました。この調査は、大阪府内の

製造、運輸、建設の各業界の企業を対象に、主にアンケート調査の方法により、企業の人

材の採用と確保の実態および課題を明らかにするために実施しました。本報告書が、製造、

運輸、建設の各業界において、人材の採用と確保に向けて、職場環境の整備や魅力発信に

取り組む企業の経営者や管理者の方々、また、就業の支援等に携わる方々や働く方々など

にとって参考になれば幸いです。 

最後になりましたが、調査に際しまして、共同で調査を実施し、ご指導およびご助言を

賜りました、大阪大学大学院国際公共政策研究科の小原美紀教授、同研究室の大学院生で

ある山並千佳さんと納田泰成氏、また、ご多用の中、調査の実施や回答にご協力を賜りま

した、多くの企業の皆様方、有識者の皆様方に対しまして、厚く御礼を申し上げます。 

本調査の実施と分析は大阪府と大阪大学が共同で行い、本報告書の執筆は、大阪産業経

済リサーチセンター 主任研究員 天野敏昭 が担当しました。なお、「第２章第３節【人材

の採用・確保に関する事項の情報発信とジョブマッチングの関係】76～77頁」の内容は、

大阪大学大学院経済学研究科の納田泰成氏の分析結果に基づいて執筆しています。 

 

平成 30年３月 

大阪産業経済リサーチセンター 

センター長 小林 伸生 
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要 約

第１章 調査の背景

〇（人材不足の現状）人材の不足感は、バブル期で最も高い 1991年３月時点を上回る。2009
年を境に業況判断が好転するのに対し、2017年６月以降、特に、中堅・中小企業の不足感
が進んでいる（日銀短観）。大企業の人材確保が進む一方、中小企業の人材の不足感がさ

らに高まる可能性も懸念される。人材不足は、企業経営や職場にとって、事業機会の喪失、

事業継続の困難化、倒産などのマイナスの影響が大きいと考えられ、人材不足と求人難の

状況が続き深刻化すれば、企業の存続に関わる要因にもなり得る。 
〇（人材不足の背景）人材不足の主な背景は、（ ）生産年齢人口の減少と年齢構成の変化、

（ ）企業と求職者の間に存在するミスマッチ、（ ）無業者などの未就業の人材の労働市

場への参入を進める余地があることが考えられる。企業の多くが、人口減少は、日本全体、

自社が属する業界、自社のいずれにもマイナスの影響があり、自社の経営課題だと認識し

ており、人材確保が事業の阻害要因である企業が多い（帝国データバンク）。有効求人数

はバブル期よりも多く、有効求人数と有効求職者数の差が広がる量的なミスマッチに加え

て、求人内容（産業や職種あるいは労働条件や職場環境）に対する求職者の志向と企業の

実態との乖離、企業と求職者を結びつける採用手段や採用に際しての情報の受発信におけ

る乖離といった質的なミスマッチが、人材の確保を一層困難化させている。

〇（人材不足への対応および施策）取組みの方向性として、第一に、企業と求職者および入

職者のミスマッチを減らし、採用と定着に向けた人材活用や職場環境整備の工夫、第二に、

労働参加率が低かった人材の働き方の許容と整備および多様な人材の受け入れ、第三に、

一定の省力化投資（ITやロボット等の設備導入）や外部リソースの活用などによる、業務
改善や生産性向上が考えられる。施策例として、「地域中小企業・小規模事業者の人材確

保支援等事業」（近畿経済産業局）、「人手不足対応に取り組むための３つのステップ」（中

小企業庁）、「ＯＳＡＫＡしごとフィールド」におけるキャリアコンサルティング技能士等

の資格を有するカウンセラーの配置、「大阪人材確保推進会議」の構成メンバーの相互連

携・協力に基づく取組み、職場環境改善（ハード、ソフト）と魅力発信に向けた広報力強

化のための「職場環境改善のためのプログラム（パッションプログラムⅠ、Ⅱ）」（以上、

大阪府）などがある。また、「青少年の雇用の促進等に関する法律」（若者雇用推進法）や

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）を背景に、今後

の活躍が期待される人材層の雇用促進や能力の発揮に向けた取組みが進められている。今

後、人材不足が企業の成長や発展を制約するという視点だけにとらわれず、従業員の労働

生産性を高めるとともに、効果的に省力化などの投資にも取り組む必要がある。人材不足

への対応では、働き方の見直し、自動化・機械化および省力化、将来を見据えた人材の再

教育の充実が求められる。人材が活躍し、企業経営や事業運営の活性化や変革に関与でき

る環境の整備が重要になると考えられる。
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第２章 製造業･運輸業･建設業における人材の採用と確保の現状（１）

〇（調査概要）大阪府内の製造、運輸、建設の各業種の国内常用雇用者数が 人以上の会

社 社を対象に、「人材の採用と確保に関する企業アンケート調査」を実施し、各業

界の企業における人材の採用と確保の現状および課題、人材の採用と確保に向けて企業に

求められる職場環境の整備や魅力発信の取組みの方向性、また、求職者の応募を促進する

ために求められる情報や必要となる取組みの方向性などを明らかにする。 年７ ８月

に実施し、 社が回答（有効発送数 ／有効回答率 ％）。

〇（調査結果）

・（業種別回答率）建設業の回答率が高く（建設 ％、製造 ％、運輸 ％）、建設

業は、人材の採用・確保に対する関心が高いとも考えられる。

・（同業種・同規模の他社と比較した自社の状況）｢製品やサービスの質｣が良いと考える割

合が高く、建設業の割合が高い。｢正社員の定着率｣は業種間の差が小さいが、｢組織への

帰属意識｣は、建設業に比べると運輸業や製造業は良いと考える割合がやや低い。

同業種・同規模の他社と比較した自社の状況

（良いと考える割合：良い＋やや良い）
製造業 運輸業 建設業 全業種

正社員の定着率

組織への帰属意識

製品やサービスの質

・（従業員の採用枠）正社員の現在の主な採用枠は、｢中途採用中心｣（ ％）と｢新規学卒

と中途採用の両方｣（ ％）で約９割を占めるが、理想的な状況では、｢中途採用中心｣

ではなく、｢新規学卒と中途採用の両方｣（ ％）が最も多くなる。

従業員（正社員・非正規社員）の主な採用枠（現状と理想） 製造業 運輸業 建設業 全業種

正社員の現在の主な採用枠（中途採用中心の割合）

正社員の理想的な採用枠（新規学卒と中途採用の両方の割合）

非正規社員の現在の主な採用枠（中途採用中心の割合）

非正規社員の理想的な採用枠（中途採用中心の割合）

・（３年前と比較した自社の現状）人材の確保が困難化しており（製造業の ％、運輸業

と建設業の ％で困難化）、約２割の企業では定着率が下がっている。人材不足に対し、

製造業は、外注･機械化･省力化を重視する割合がやや高い。従業員の就労意欲の低下（運

輸業と製造業で低下した割合がやや高い）、労働災害や心身面の不調の顕在化、人事労務

上のトラブルの増加（運輸業で低下した割合がやや高い）は、一部の企業にみられる。

３年前と比較した自社の現状（よくあてはまる＋ややあてはまる） 製造業 運輸業 建設業 全業種

人材確保が難しくなった

定着率が下がった

人材確保より外注･機械化･省力化を重視するようになった

従業員の就労意欲が低下した

労働災害や心身面の不調が顕在化した

人事労務上のトラブルが増加した
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第２章 製造業･運輸業･建設業における人材の採用と確保の現状（２）

○（人材不足の全般的傾向）業務別では、｢専門的･技術的業務｣｢現業業務｣の人材の不足割

合が高く（それぞれ 68.5％、62.1％）、｢営業･販売業務｣｢管理企画業務｣の人材の不足割合

もやや高い（それぞれ 49.4％、42.4％）。全業務で、過剰である割合は極めて小さい。雇

用形態と属性の別では、正社員は、３年前から総数が増加した割合（43％）が減少した割

合（23.6％）を上回るものの、67.3％の企業で人材が不足している。特に、｢34 歳以下｣｢新

規学卒採用者｣の不足割合が高い（それぞれ 75.8％、56.8％）。企業は、正社員の採用と定

着に努力しているが、必要人数を確保できていない。一方、非正規社員は、３年前から総

数が変化なしの割合が高いが（45％）、｢60 歳以上｣が増加した割合が 38.3％とやや高い。

非正規社員の人材が不足する割合は、正社員よりも低い 23.3％であるが、｢34 歳以下｣の

人材が不足する割合は 32.9％とやや高い。 
○（人材不足と企業属性の関係） 
・（業種別）建設業は、業務全般で人材が不足する割合が高い。製造業と建設業は｢専門的技

術的業務｣、運輸業は｢現業業務｣の人材が不足する割合が最も高い。正社員総数が増加し

た割合は、建設業が高く（49.7％）、他の業種に比べて｢新規学卒者｣の正社員が増加した

割合が高い。しかし、正社員が不足する割合は建設業が最も高い（80.3％）。建設業は新

規学卒を含む若年者を、運輸業は中途採用の若年者を求める傾向がある。 
・（業況別）売上高の変化および今後の見通しが増加傾向であるほど、｢現業業務｣の人材が

不足する割合がやや高い（売上高が増加した企業の 70.3％で人材が不足）。経常利益や売

上高が増加した企業ほど、正社員および非正規社員とも増加した割合が高く、新規学卒採

用者は、売上高が増加した企業ほど不足する割合が高い。業況が良好であるほど、人材の

必要性が高まり、その不足感が大きくなる。 
・（同業種･同規模の他社と比較した自社の状況別）正社員の定着率や組織への帰属意識が良

いほど正社員総数が増加するが、｢管理･企画業務｣｢34 歳以下｣｢新規学卒採用者｣｢女性｣の

人材が不足する割合はやや高い。一方、正社員の定着率が悪いほど、60 歳以上の正社員の

不足割合が高いほか、多様な属性の非正規社員（女性、新規学卒採用者、34 歳以下、60
歳以上、障がい者）が不足する割合が高く、幅広い属性の人材を求める傾向がみられる。

また、定着率や組織への帰属意識が悪いほど、非正規社員総数が増加する傾向がみられる。 
・（主な採用枠別）正社員の理想的な採用枠が｢新規学卒中心｣および｢新規学卒と中途採用の

両方｣である企業で、現業業務の人材が不足する割合が高い。正社員および非正規社員の

採用枠が理想的な状況では、中途採用中心の企業で人材の不足割合が低下する一方、新規

学卒中心の企業では、｢管理企画｣｢営業･販売事務｣｢現業業務｣の各業務の人材が不足する

割合が高くなり、若年人材の不足感が依然として強い。雇用形態および属性の別では、正

社員の主な採用枠が｢新規学卒中心｣の企業は、正社員総数が増加した割合が高い。また、

｢新規学卒と中途採用の両方｣が主な採用枠である企業は、正社員総数と新規学卒採用者が
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第２章 製造業･運輸業･建設業における人材の採用と確保の現状（３）

不足する割合が高い一方で、非正規社員総数が増加した割合は高い。 
・（３年前と比較した自社の人材をめぐる現状別；該当する企業と非該当の企業を比較） 
→人材確保が難しくなった企業は、「専門的･技術的」「現業」の人材不足割合が高い。「女性、

新規学卒採用者、34 歳以下、60 歳以上、障がい者」の確保が困難化する傾向がみられる。 
→定着率が下がった企業は、｢管理･企画｣｢専門的･技術的｣｢現業｣の人材不足割合が高い。正

社員が不足する企業は定着率が下がる傾向がみられ、業務密度が高いことも想定される。 
→外注･機械化･省力化を重視する企業は、「管理･企画」「現業」の人材不足割合が高い。 
→従業員の就労意欲が低下した企業は、「管理･企画」の人材不足割合が高い。 
→労働災害や心身面の不調が顕在化した企業は、「専門的･技術的」の人材不足割合が高い。

一方、「営業･販売」の人材不足割合は低いが、業種や職種の特性があることも想定される。 
→人事労務上のトラブルが増加した企業では、「管理･企画」「現業」の人材不足割合が高い。 
→非正規社員総数が不足する企業は、非不足企業に比べて、上記の現状が顕在化している。 
業務別の人材不足割合（非常に不足する割合＋不足する割合） 製造業 運輸業 建設業 全業種

管理企画業務

専門的・技術的業務

事務業務

営業・販売業務

現業業務

正社員の人材の変化と人材不足割合（該当する割合の内容） 製造業 運輸業 建設業 全業種

総数
３年前からの変化（増加した－減少した）

不足する割合（非常に不足＋不足）

女性
３年前から増加した割合（増加した）

不足する割合（非常に不足＋不足）

新規学卒採用者
３年前から増加した割合（増加した）

不足する割合（非常に不足＋不足）

歳以下
３年前から増加した割合（増加した）

不足する割合（非常に不足＋不足）

歳以上 不足する割合（非常に不足＋不足）

障がい者 不足する割合（非常に不足＋不足）

外国人 不足する割合（非常に不足＋不足）

非正規社員の人材の変化と人材不足割合（該当する割合の内容） 製造業 運輸業 建設業 全業種

総数
３年前からの変化（増加した－減少した）

不足する割合（非常に不足＋不足）

女性
３年前から増加した割合（増加した）

不足する割合（非常に不足＋不足）

新規学卒採用者
３年前から増加した割合（増加した）

不足する割合（非常に不足＋不足）

歳以下
３年前から増加した割合（増加した）

不足する割合（非常に不足＋不足）

歳以上 不足する割合（非常に不足＋不足）

障がい者 不足する割合（非常に不足＋不足）

外国人 不足する割合（非常に不足＋不足）
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第２章 製造業･運輸業･建設業における人材の採用と確保の現状（４）

○（人材の採用や確保に関する事項と情報発信の状況） 
｢企業概要｣｢採用･雇用」｢労働環境｣｢教育･処遇｣の４項目群 28 の各事項が、自社の特徴に該当す

るかどうか、また、そうした情報（27 項目）を求職者等に発信しているかどうかを明らかにする。 

・（自社の特徴の認識とその情報掲載の全般的傾向）自社の特徴に該当する項目数は、｢採用･

雇用｣｢労働環境｣を除いて建設業が多く、情報を掲載する項目数も、４項目群、全項目と

も建設業が他の業種よりも多い。建設業は、情報の認識と発信に積極的に取り組んでいる。 
自社の特徴の認識とその情報掲載の全般的傾向 製造業 運輸業 建設業 全業種

全項目（ 項目）

※情報掲載は 項目

自社の特徴に該当する項目数の平均値

情報を掲載している項目数の平均値

企業概要（５項目）

※情報掲載は４項目

自社の特徴に該当する項目数の平均値

情報を掲載している項目数の平均値

採用･雇用（５項目）
自社の特徴に該当する項目数の平均値

情報を掲載している項目数の平均値

労働環境（ 項目）
自社の特徴に該当する項目数の平均値

情報を掲載している項目数の平均値

教育･処遇（５項目）
自社の特徴に該当する項目数の平均値

情報を掲載している項目数の平均値

・（特徴の認識と情報の掲載）製造業や運輸業は、情報掲載を拡充できる余地が大きい。

※自社の特徴の認識状況と情報掲載

の有無の両方に回答した企業

自社の特徴と認識する割合 ⇒認識するが情報非掲載の割合

製造業 運輸業 建設業 製造業 運輸業 建設業

事業の社会的意義を実感できる

経営が比較的安定している

将来の見通しや方針を策定している

立地が比較的良い

入社時に資格や経験がなくてもよい

若手社員が活躍できる

女性社員が活躍できる

管理職に就いている女性社員がいる

勤務地に本人の希望が通りやすい

労働時間が、同業他社より短い

労働時間が、同業他社より長い

給与水準が、同業他社より高い

給与水準が、同業他社より低い

離職率が、同業他社より低い

休日や有給休暇を規定通り取得できる

福利厚生が、同業他社より充実している

作業負担や事故等が少ない

夜間 休日勤務に本人の希望が通りやすい

メンタルケアが充実している

職場の雰囲気や人間関係が良い

生活と仕事を両立しやすい

正社員に兼業や副業を認めている

教育研修が充実している

入社後に資格を取得できる

キャリアアップや昇進をしやすい

非正規社員から正社員への登用がある

技能や資格取得への報奨金制度がある

（注）ゴシック体は、割合の高い項目および、業種間で差がみられる項目のうち高い割合を示すもの。
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第２章 製造業･運輸業･建設業における人材の採用と確保の現状（５）

○（人材の採用や確保に関する情報の掲載の有無別による企業の変化と掲載する項目）

・（社員総数の変化）「経営が比較的安定している」「将来の見通しや方針を策定している」「入

社時に資格や経験がなくてもよい」「女性社員が活躍できる」「生活と仕事を両立しやすい」情

報を掲載する企業は、正社員総数が増加する傾向がみられ、「女性社員が活躍できる」「労働時

間が、同業他社より短い」「非正規社員から正社員への登用がある」といった情報を掲載する

企業は、非正規社員総数が増加する傾向がみられる。経営の安定性、経営方針、働き方の多様

性などが影響すると考えられる。

・（収益の変化）「経営が比較的安定している」「若手社員が活躍できる」「入社後に資格を取得

できる」といった情報を掲載する企業は、経常利益が増加する傾向がみられる。また、情報を

掲載する企業の多くで、売上高が増加する傾向がみられる。特に、非掲載の企業と差がみられ

るのは、採用・雇用や教育・処遇に関する情報（「若手社員が活躍できる」「女性社員が活躍で

きる」「管理職に就いている女性社員がいる」「職場の雰囲気や人間関係が良い」「教育研修が

充実している」「入社後に資格を取得できる」「キャリアアップや昇進をしやすい」「非正規社

員から正社員への登用がある」「技能や資格取得への報奨金制度がある」など）である。

・（人材確保）人材確保が困難化した企業は、幅広く情報掲載している。特に、非掲載の企業と

差がみられるのは、採用・雇用や教育・処遇に関する情報（「入社時に資格や経験がなくても

よい」「若手社員が活躍できる」「職場の雰囲気や人間関係が良い」「教育研修が充実している」

「入社後に資格を取得できる」「技能や資格取得への報奨金制度がある」）など）である。

・（定着率）定着率が低下した企業は、「入社後に資格を取得できる」ことを情報掲載し、一方、

「生活と仕事を両立しやすい」ことを情報掲載していない傾向がみられる。また、従業員の就

労意欲が低下した企業は、「労働時間が同業他社より短い「労働時間が同業他社より長い」「メ

ンタルケアが充実している」「職場の雰囲気や人間関係が良い」「生活と仕事を両立しやすい」

といった、従業員にとって関心の高い情報を掲載していない傾向がみられる。

・（外注・機械化・省力化）外注・機械化・省力化を重視する企業は、「将来の見通しや方針を

策定している」情報を掲載する傾向がみられる。一方、重視しない企業は、「労働時間が同業

他社より短い」「教育研修が充実している」「入社後に資格を取得できる」「技能や資格取得へ

の報奨金制度がある」情報を掲載する傾向がみられる。中長期的な経営方針の有無、労働時間

の問題の多寡、人材育成の重視の程度などによって、人材に依拠する傾向が強いか、あるいは、

外注・機械化・省力化などに期待をつなぐ傾向が強くなるかの違いが生じると考えられる。

〇（情報の発信がジョブマッチングに与える影響）情報の発信がジョブマッチングに影響

する。「女性社員が活躍できる」「管理職に就いている女性社員がいる」という情報は、

求職者の確保や定着率の改善に影響する。「労働時間が、同業他社より長い」という情報

は、求職者（新規学卒採用者）の確保を難しくするが、従業員の定着率を改善させる。「教

育研修が充実していない」という情報は、求職者の確保を難しくする。
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第２章 製造業･運輸業･建設業における人材の採用と確保の現状（６）

○（中途採用枠の現業業務正社員として募集したい職種と応募者にたずねたい事項）

・（製造業）生産・製造・品質および工程管理などの人材を募集したいと考える企業が多いが、

複数の職種に従事できる人材（例：生産技術と営業、営業と現場管理、営業と総務などの組み

合わせ）を求める企業がみられる。人材不足を背景に、今後、複数の職種に従事できる人材が

求められるようになると考えられる。

・（運輸業）短中距離運送・配達配送を中心とする運転職種を募集したいと考える企業が多いほ

か、倉庫内の作業や事務系の職種を募集したいと考える企業も比較的多い。製造業ほど、複数

職種に従事できる人材を求めるケースは多くない。

・（建設業）施工管理系の職種が多く、施工、サービスエンジニア、重機オペレーター、営業な

どの複数の業務を担えることが期待されるケースがみられる。施工管理系の職種では多能工化

を志向する企業が多いと考えられるが、作業系の職種では、特定の職種に専属的に従事するこ

とが想定されている。建設業の幅広い職種を反映して、技術系、通信・電気系、土木系、営業

系などの職種を募集したい企業もみられる。

・（応募者にたずねたい事項）適性と能力に基づく公正採用選考の実施が前提になると考え

られる事項もあるが、男女にかかわらず、職歴・経験年数、資格の有無、意欲、時間（通勤

時間、勤務可能な時間、時間外勤務の可否、勤務可能日など）、子どもに関すること、長期勤務

の可否（転勤の可否を含む）、希望する待遇などの事項である。さらに、男性の応募者に対して

は、業務遂行に直結する事項（業務に対する関心の有無や業務に関係する経験の有無など）を

たずねたいケースが多いが、女性の応募者に対しては、働き方に関する事項（家庭環境などの

働き続けられる環境が整っているかどうか）をあげる企業が少なからず見受けられる。

第３章 まとめ

・企業は、人材の確保・定着に向けて、生産年齢人口の減少と年齢構成の変化、企業と求職

者の間に存在するミスマッチ、人材の活躍の多様化といった点をふまえて、人材の教育や

訓練を通じた労働生産性の向上や働き方の見直し、機械化・省力化などの多様な取組みに

主体的に関わっていくことがますます求められる。人材不足を危機と同時に好機ともとら

え、人材不足に対応する過程を事業の革新につなげることが重要になる。企業の関わり方

次第で、人材の確保・定着の状況は変わり、企業や事業に変革をもたらす可能性も高まる。

中長期的な観点に基づいて、多面的な取組みを継続する必要がある。 
・多面的な取組みを継続するためには、自社を客観視し、自社や事業をめぐる中長期的な観

点や多面的な発想を持つことがポイントになると考えられ、≪人材の採用と確保に関する

現状や情報を精査→企業外部に情報発信→企業と求職者および入職者の間のコミュニケ

ーション≫のサイクルを確立することが一つの方策だと考えられる。現在、求人と求職の

間には、業種や職業によって大きな差がみられる。今後は、既存および新たな取組みとも

に、PDCAサイクルに基づいて、その効果の検証と改善に取り組むことが求められる。 
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第１章 調査の背景

１．人材不足の現状

近年、企業の人材不足感が高まり、人材の採用と確保が困難化している（図表１－１－

１）。日本銀行の短観（全国企業短期経済観測調査）の雇用人員判断ＤＩ（雇用人員について、

｢過剰｣と回答した社数構成比－｢不足｣と回答した社数構成比／％ポイント）から全国の傾向をみると、

全規模合計で「不足」が「過剰」を上回って多く、2017 年 12 月の全産業計のＤＩ（実績）

は－31 を示し、バブル期で最も不足感の高かった 1991 年３月の－25 を上回っている。規

模別では、大企業よりも中堅企業、さらに中小企業というように、規模が小さくなるほど

人材の不足感は強い。また、大企業に比べると、2017 年６月以降、特に、中堅企業と中小

企業の不足感が進み、2018 年３月の予測でも、製造業の中堅企業を除いて、改善は見込ま

れていない。特に、中堅企業や中小企業の人材不足は、その企業だけでなく、今後、大企

業を含む取引先の経営にも影響を及ぼす可能性が高まると考えられる。 
業種別でみると、「製造業」より「非製造業」の方が人材不足感は強い。2018 年３月の

予測をみると、製造業の各業種のうち、製造業全体の不足感（－25）を上回るか同等の予

測値を示しているのは、不足感の高い業種から、「鉄鋼（－43）」「食料品（－33）」「金属

製品（－33）」「非鉄金属（－27）」「生産用機械（－27）」「はん用機械（－26）」「業務用機

械（－25）」などである。また、非製造業の各業種のうち、非製造業全体の不足感（－39）
を上回るか同等の予測値を示しているのは、本報告書で主にみていく「運輸・郵便（－51）」
と「建設」（－47）のほか、「宿泊・飲食サービス（－66）」が全業種で最も高い不足感を

示しているほか、「対個人サービス（－48）」「対事業所サービス（－43）」「物品賃貸（－

42）」「情報サービス（－40）」「小売（－39）」の各業種である。 
近畿地区でも、規模別・業種別とも全国と同様の傾向を示し、やや長期的にみると、2009

年を境にして、業況判断が好転するのに対し、人材の不足感は一貫して進んでいる（図表

１－１－２）。当面、人材不足の解消の目処がたちにくい状況にあるといえる。 
 

図表１－１－１ 日銀短観の雇用人員判断ＤＩの推移（全国の人材不足感の推移）

出所：日本銀行短観（2018 年 3 月は予測）。
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図表１－１－２ 日銀短観 近畿地区 の業況判断ＤＩと雇用人員判断ＤＩの推移

次に、中小企業・小規模事業者の人材不足の実態を、『2017年版 中小企業白書』の第２
部第４章の内容からみていく1。同白書は、人材を「中核人材」と「労働人材」に区分し2、

                                                   
1 中小企業庁の委託により、みずほ情報総研㈱が実施した調査（2016年 11月に 25,000社の中小企業、
同年 12月にインターネットモニターの有業者 4,200人のそれぞれを対象にアンケート調査が実施された）
の結果をみていく。 
2 「中核人材」は、「各部門の中枢として、高度な業務・難易度の高い業務を担う人材」「組織の管理・運
営の責任者となっている人材」「複数の人員を指揮・管理する人材」「高い専門性や技能レベル、習熟度を

有している人材」と定義されている。「労働人材」は、「各部門において、比較的定型的な業務を担う人材」

「組織の管理・運営の責任者となっていない人材」「中核人材の指揮・管理のもと、各業務を行う人材」

「中核人材の補助的な業務を行う人材」「その他、高い専門性や技能レベル、習熟度を有していないが、

業況判断ＤＩの推移（｢良い｣－｢悪い｣）

（近畿地区・全産業・企業規模別）

 

雇用人員判断ＤＩの推移①（「過剰」－「不足」）

（人材不足感の時系列推移）

（近畿地区・全産業・企業規模別）

 

雇用人員判断ＤＩの推移②（｢過剰｣－｢不足｣）

（人材不足感の時系列推移）

（近畿地区・製造業・企業規模別）

 

雇用人員判断ＤＩの推移③（｢過剰｣－｢不足｣）

（人材不足感の時系列推移）

（近畿地区・非製造業・企業規模別）
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事業展開の方針や業務領域などの別に、人材の不足感、その背景、今後の対応などを分析

している。2016 年 11 月に実施された調査によると、約半数の中小企業で人材が不足し、

人材の不足の影響が特にないと考える企業は極めて少ない。経営や職場にはマイナスの影

響が多くみられ、成長・拡大を妨げ、業績に及ぼす影響が生じる可能性があると考えられ

ていることが明らかになっている（図表１－１－３）。 
 

図表１－１－３ 『 年版 中小企業白書』にみる人材不足の実態

出所：中小企業庁編[2017]「第２部第４章 人材不足の克服」『2017 年版 中小企業白書』409-488 頁。 

 
また、帝国データバンクが 2017 年９月下旬に公表した「人手不足に対する大阪府企業

                                                                                                                                                     
事業の運営に不可欠たる労働力を提供する人材」と定義されている。 

＊≪全体≫約半数の中小企業で人材が不足している（中核人材 48.2％、労働人材 52.6％） 
＊≪事業展開方針別≫「安定･維持志向企業」よりも「成長･拡大志向企業」の方が、人

材不足感が大きい（「成長・拡大志向企業の不足感：中核人材 59.7％、労働人材 62.8％） 
＊≪業種別・事業展開方針別≫製造業、非製造業とも「安定･維持志向企業」より「成長･

拡大志向企業」の方が人材不足感は強く、中核人材よりも労働人材の不足感がやや高

い。業務領域では、「営業･販売サービス」「生産･運搬」「研究開発･設計」などの領域

で不足する割合が高い。 
製造業（業種、事業展開方針、人材別の不足感） 非製造業（業種、事業展開方針、人材別の不足感） 
成長･拡大志向企業 安定･維持志向企業 成長･拡大志向企業 安定･維持志向企業 

中核人材 労働人材 中核人材 労働人材 中核人材 労働人材 中核人材 労働人材 
57.8％ 60.1％ 47.4％ 42.6％ 60.4％ 63.6％ 42.5％ 50.4％ 

＊≪人材確保の必要事情≫第１位の事情は、「仕事量の増加」22.1％、「従業員の高齢化」

20.6％、「慢性的な人手不足」18.8％、「多様化する顧客ニーズへの対応」11.1％、「新

事業・新分野への展開」8.6％など。「成長･拡大志向企業」では「仕事量の増加」が最

も多く、「新事業･新分野への展開」では中核人材を必要とする割合が高い。「安定･維

持志向企業」では、中核人材・労働人材ともに「従業員の高齢化」「慢性的な人手不足」

「仕事量の増加」などが主な事情。中核人材の確保を必要とする事情では「多様化す

る顧客ニーズへの対応」「将来的な後継者確保」の割合も高い。 
＊≪人材不足の経営への主な影響≫事業展開の方針にかかわらず、中核人材では「新事

業･新分野への展開が停滞」「需要増加に対応できず機会損失が発生」「現在の事業規模

の維持が困難」「技術･ノウハウの承継が困難」など、労働人材では「需要増加に対応

できず機会損失が発生」「現在の事業規模の維持が困難」などの影響がみられる。 
＊≪人材不足の職場への主な影響≫中核人材では、「能力開発･育成の時間が減少」「時間

外労働が増加･休暇取得数が減少」「メンタルヘルスが悪化」「人間関係･職場の雰囲気

が悪化」など、労働人材では、上記のほか「労働意欲が低下」などの影響がみられる。 
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の動向調査」3によると、42.1％の企業で正社員が不足し（非常に不足 1.2％、不足 6.7％、
やや不足 34.2％／適正 47.2％）、前回（半年前）と前々回（１年前）の調査と比較すると、
不足感が強まり、2006年５月の調査開始以降、過去最高を更新した。この調査では、大企
業の不足の割合（49.8％）が高いが（中小企業 40.1％、小規模企業 33.3％）、大企業の人
材確保の動きが進むのに伴い、中小企業や小規模企業の人材不足感がさらに高まる可能性

のあることを指摘している。業種別では、運輸・倉庫（65.8％）、建設（55.8％）、金融（55.6％）、
小売（48.0％）、サービス（46.8％）、不動産（43.3％）、製造（37.8％）の各業種の不足割
合が高い。なお、非正社員の不足割合は、正社員に比べると 25.5％とやや低いものの（非
常に不足 1.2％、不足 5.0％、やや不足 19.3％／適正 65.6％）、前回と前々回の調査から不
足感が強まっている（大企業 27.6％、中小企業 24.8％、小規模企業 26.5％）。業種別では、
小売 52.2％、運輸・倉庫 40.0％、建設 38.9％、サービス 36.1％などの不足割合が高い4。 
人材の不足感が高まり、採用と確保が困難化するのに伴い、企業経営や職場には様々な

影響が生じている。例えば、独立行政法人労働政策研究・研修機構が 2016 年１月から２
月に実施した調査の結果によると、企業経営では、４割前後の企業が、「需要の増加に対応

できない（受注を見送り・先送りせざるを得ない）」といった事業機会の喪失、「技術・ノ

ウハウの着実な伝承が困難になっている（後継者の確保・育成が覚束ない）」といった事業

継続の困難化、「事業運営上に支障を来している（遅れやミスの発生、クレームの増加等）」

「募集賃金の上昇や既存人材の処遇賃金、時間外労働の増大等で人件費が増加している」

といったコスト増に直結する影響がみられることを指摘している。また、割合はやや小さ

いが、新規事業や事業拡大に取り組めない企業や事業縮小を余儀なくされる企業もみられ

る。職場では、「時間外労働の増加や休暇取得数の減少」の影響が極めて大きく、約７割の

企業が指摘している。このほか、３割程度の企業で「従業員間の人間関係や職場の雰囲気

の悪化」「教育訓練や能力開発機会の減少」「従業員の労働意欲の低下」「離職の増加」など

の影響がみられる[JILPT,2016a]。財務局が 2016年 10月から 11月に実施したヒアリング
調査でも、約６割の企業が、人材不足感があると回答し、募集しても人材が集まらず、従

業員の負担やコスト（時間外手当の増加など）の増加、事業機会の喪失などの弊害がある

ことが明らかになっている（財務省[2016]『財務局調査による「人手不足の現状及びその
対応策」について』）。このような現状を背景に、人手不足による倒産が増えており、東京

商工リサーチの調査によれば、2017年１月から 12月の「人手不足」関連倒産 315件（前
年同期 326件）の内訳は、「後継者難」型 248件（前年同期比 7.8％減、前年同期 269件）、

                                                   
3 調査は、景気動向調査とあわせて、2017年 7月に行われ、調査対象 2,133社に対する有効回答は 1,001
社である（有効回答率 46.9％）。http://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/s170902_58.pdf 
4 独立行政法人 労働政策研究・研修機構（JILPT）の調査『（JILPT 調査シリーズ No.162）「人材（人
手）不足の現状等に関する調査（企業調査）結果及び「働き方のあり方等に関する調査」（労働者調査）

結果』でも同様の結果が出ている（http://www.jil.go.jp/institute/research/2016/162.html）。民間信用調
査機関が所有する企業データベースから層化無作為抽出した企業 12,000社を対象に実施された調査では、
人材（人手）が不足する企業は 43.1％あり、特に、正社員が不足している割合が高く（正社員 44.7％、
非正社員 23.3％）、正社員と非正社員とも不足している企業は 17.1％であることが明らかになっている。 
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「求人難」型 35 件（同 105.8％増、同 17 件）、「従業員退職」型 18 件（同 5.8％増、同

17 件）、「人件費高騰」型 14 件（同 39.1％減、同 23 件）に分類され、「後継者難」による

倒産件数が最も多いほか、「求人難」による倒産件数の前年同期比の増加幅が極めて大きい。

そして、業種別では、建設業の「人手不足」倒産件数が 77 件と最も多かった。 
人材不足は、企業経営や職場にマイナスの影響を及ぼす側面が大きいと認識されており、

「求人難」による倒産が全倒産件数に占める割合は小さいものの、今後、人材不足と求人

難の状況が続き深刻化すれば、企業の存続を左右する一要因になり得るとも考えられる。 
 

２．人材不足の背景 

人材不足の背景として、主に３つの事象が考えられる。第一に、生産年齢人口の減少と

年齢構成比の変化、第二に、企業と求職者の間に存在するミスマッチ、第三に、無業者な

どの未就業の人材の労働市場への参入を進める余地があることである。本節では、主に、

第一と第二の背景についてみていく。 
第一に、生産年齢人口の減少と年齢構成比の変化は、構造的な変化として回避できない

（図表１－２－１）。2011 年を人口減少社会元年として、企業において、人口減少によっ

てもたらされる影響は、プラスよりもマイナスの側面が大きいという認識が主流化してい

る。帝国データバンクの調査によれば、企業が、人口減少は、日本全体、自社が属する業

界、自社のいずれにもマイナスの影響があると考える割合が高く（日本全体 88.7％、自社

が属する業界 84.8％、自社 78.7％）、人口減少を自社の経営課題だと考える割合も高い

（74.0％：重要な経営課題 45.7％、経営課題だがそれほど重要ではない 28.3％）。このよ

うな認識を背景に、人口減少に対する現在と今後の対応策として、「高齢化に対応した商

品・サービスの開発・拡充」「労働力人口の減少に対応した商品・サービスの開発・拡充」

「異分野事業への進出」などを考える企業が多いが、人材確保が事業の阻害要因だと考え

る企業の割合も高く（75.0％）、運輸・倉庫業や建設業がそのように考える割合が高い（そ

れぞれ 87.0％、82.6％）[帝国データバンク,2017b]。 
 

図表１－２－１ 大阪府の将来推計人口（男女計） 

 
出所：国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）』。 
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第二に、企業と求職者の間に存在するミスマッチでは、前提あるいは誘発要因となるの

は、大阪府の失業率が、全国や近畿よりも高いとはいえ、2002 年をピークにして改善に向

かい、求人数の増加と有効求人率（2016 年の年平均 1.38 倍）が上昇していることがある。

有効求人数に対して求職者数は少なく（2016 年の年平均有効求人数 199,108 人に対し、

有効求職者数は 144,801 人）、さらに、求人数そのものがバブル期よりも多く、有効求人

数と有効求職者数の差がより大きく広がっている。また、現在の状態は、バブル期以降、

人材ニーズが最も大きい求人難の状況に加えて、採用手段、採用に際しての情報の受発信、

求人内容や労働条件と求職希望の実態の乖離、人材の育成と活躍が十分に機能しないこと

や実態に則していないなどの課題、採用後の定着の困難性、求職者の職種志向など、企業

と求職者の間で解決を必要とする様々な質的な課題が顕在化している状態だと考えられる。 
 

図表１－２－２ 大阪府・近畿・全国の完全失業率の推移

出所：大阪府総務部統計課「労働力調査地方集計結果（年平均）」。 
（注）近畿：滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山。2011 年の全国は、岩手県､宮城県及び福島県を除く。  

（年）
※四半期

総数（％） 男（％） 女（％）

大阪府 近畿 全国 大阪府 近畿 全国 大阪府 近畿 全国

※ Ｉ

※ Ⅱ

※ Ⅲ
※ Ⅲ（大阪府） 総数 歳 歳 歳 歳 歳 歳

完全失業率（男女計）

完全失業率（男）
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図表１－２－３ 大阪府の有効求人数・有効求職者数・有効求人倍率の推移

出所：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」。 
 
人材不足状態がより強くなっていることは、全国の最近の完全失業率が、2017年の第Ⅱ

四半期 2.88％から第Ⅲ四半期には 2.79％に改善し、企業の欠員率（充足されない求人）と
関係のある均衡失業率（ミスマッチ失業、摩擦的失業）が 3.16％から 3.12％に低下したの
に対し、需要不足失業率が-0.28％から-0.33％へと変化したことからも確認できる。 
 

図表１－２－４ 均衡失業率と需要不足失業率（季節調整値）

出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）[2017]『ユースフル労働統計－
労働統計加工指標集－（2017年版）』110頁。 

注：ミスマッチ失業は、企業が求める人材と求職者の持っている特性（職業能力や年齢）

などが異なることにより生じる失業。摩擦的失業は、企業と求職者の互いの情報が

不完全であるため、両者が相手を探すのに時間がかかることによる失業。需要不足

失業は、景気後退期に労働需要（雇用の受け皿）が減少することにより生じる失業

（総務省統計局）。  
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求人総数と求職者総数の乖離に加えて、質的なミスマッチも重要である。一つは、求人

の内容（産業や職種）に対する求職者の志向の問題である。2016年 12月度の有効求人倍
率（大阪労働局／常用＋常用パート）は、職業計は 1.65倍だが、職業差は極めて大きい。
有効求人数は、サービスの職業が最も大きく、有効求人倍率も高いが、保安、建設・採掘、

輸送・機械運転、専門的・技術的等の各職業も、職業計を上回って高い。細かい職業でみ

ると、有効求人数は一般事務員が最も多いが、有効求人倍率は 0.48倍と小さい。有効求人
倍率が高いのは、建設躯体工事が 12.70倍で突出して高いほか、土木、建設、建築・土木
技術者等、情報処理・通信技術者、機械検査、包装、製品検査（金属除く）、電気工事、自

動車運転、販売類似、機械整備・修理、運輸・郵便、外勤事務員の各職業が、３倍を超え

て高い。さらに、産業大分類別の就業者の構成比は、男性と女性で異なる現状がみられる。 
このほか、リクルートワークス研究所の「中途採用実態調査（2016年度実績）」によれ

ば、中途採用で人材を確保できなかった割合は、過去４年の同時期と比べて最も高い

44.3％で、建設業および運輸業は、それぞれ 59.7％、52.2％と高い。 
 

図表１－２－５ 年 月度の有効求人・有効求職（大阪労働局）

（常用＋常用パート） 有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 希望収入（月給）

Ｅサービスの職業

Ｂ専門的・技術的職業

Ｄ販売の職業

Ｋ運搬・清掃等の職業

Ｃ事務的職業

Ｈ生産工程の職業

Ｉ輸送・機械運転の職業

Ｊ建設・採掘の職業

Ｆ保安の職業

Ａ管理的職業

Ｇ農林漁業の職業

分類不能の職業 － －

職業計

↓

（常用＋常用パート） 有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 希望収入（月給）

Ｃ 一般事務員

Ｄ 商品販売の職業

Ｄ 営業の職業

Ｉ 自動車運転の職業

Ｊ 清掃の職業

Ｂ 情報処理・通信技術者

Ｊ その他の運搬等の職業

Ｊ 運搬の職業

Ｈ 製品製造・加工処理

Ｂ 建築・土木技術者等

Ｈ 金属材料製造等

Ｃ 営業・販売関連事務員
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Ｊ 建設の職業

Ｈ 機械整備・修理の職業

Ｃ 会計事務員

Ｂ 開発技術者

Ｊ 土木の職業

Ｊ 建設躯体工事の職業

Ｃ 生産関連事務員

Ｊ 電気工事の職業

Ｈ 機械組立の職業

Ｈ 生産関連・生産類似

Ｉ 定置・建設機械運転

Ｂ 製造技術者

Ｉ その他の輸送の職業

Ｄ 販売類似の職業

Ｋ 包装の職業

Ｃ 運輸・郵便事務

Ｃ 事務用機器操作の職業

Ｈ 製品検査（金属除く）

Ｈ 生産設備（金属除く）

Ｈ 機械検査の職業

Ｂ その他の技術者

Ｈ 製品検査（金属）

Ｈ 生産設備（金属）

Ｈ 生産設備（機械）

Ｃ 外勤事務員

Ｉ 船舶・航空機運転 －
出所：大阪労働局「大阪労働市場ニュース（平成 29年 12月分）」。 
 
図表１－２－６ 大阪府の産業大分類別就業者総数と構成比（平成 年国勢調査）

 
出所：総務省統計局『平成 27年国勢調査』。  

建設業 建設業
建設業

製造業

製造業

製造業

運輸業

運輸業

運輸業

卸売業

卸売業

卸売業

宿泊業 飲食サービス業

宿泊業 飲食サービス業

宿泊業 飲食サービス業

医療 福祉
医療 福祉

医療 福祉

総数 男 女

分類不能の産業

公務（他に分類されるものを除く）

サービス業（他に分類されないもの）

複合サービス事業

医療，福祉

教育，学習支援業

生活関連サービス業，娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業

不動産業，物品賃貸業

金融業，保険業

卸売業，小売業

運輸業，郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業，採石業，砂利採取業

漁業

農業，林業
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二つは、企業と求職者を結びつける採用手段や採用に際しての情報の受発信における認

識の乖離である。例えば、人材の採用手段として、企業と求職者のそれぞれが有効だと考

える手段には、認識の違いがみられる。有効だと考えられている主な手段は、「ハローワー

ク」「親族・知人・友人の紹介」「就職ポータルサイト」などであるが、18-34 歳の若年求

職者は、企業が考えている以上に「就職ポータルサイト」や「企業のホームページ」を有

効だと考える割合が高く[中小企業庁編,2017]、若者に企業の情報を発信し採用を促進する

ためには、窓口や人的な仲介等の手段の充実を図ることに加えて、情報技術を有効に活用

して採用活動に取り組むことが求められている5。 
 
図表１－２－７ 人材の採用に当たって、企業と求職者が有効だと考える手段

出所：中小企業庁編[2017]「第２部第４章 人材不足の克服」『2017 年版 中小企業白書』。 

 

三つは、労働条件を含む求人内容と求職希望の実態の乖離である。例えば、大阪府の実

質賃金（現金給与総額）指数の推移をみると、2014 年以降にみられる求人数が求職者数を

上回る状況や景況感が上昇する中で、賃金水準がそれほど上昇しているとはいえない状況

がみられる。2005 年以降の推移は、建設業を除き、調査産業計、製造業、運輸業，郵便業

は、2005 年よりも低い賃金水準にとどまっている（図表１－２－８）。実質賃金額の 2011
年以降の推移を業種別にみると、調査産業計がやや減少し、人材不足が顕著にみられる建

設業や運輸業では、微増か微減での推移にとどまり、人材確保に向けて実質賃金を大きく

上昇させる動きはみられない。製造業は、大分類では微増となっているが、中分類でみる

と、現金給与総額が減少している業種も少なくない。全般的に、企業は賃金水準を上方に

設定することには慎重な姿勢をみせている（図表１－２－８および 11）。 
                                                   
5 大阪府が、高校生・大学生、34 歳以下の若年求職者、女性求職者を対象に、2017 年 1 月 30 日から３

月 13 日にかけて実施した「製造・運輸・建設業界に対するイメージ調査－就職に関するアンケート－」

（有効回答数 228 名）では、「就職活動に関する情報収集方法」として、「就職サイト」、「ハローワーク

などの就職支援機関」が主な方法であるが、25 歳未満の若年層ほど「就職サイト」を選択する割合が高

く、30 歳以上では「ハローワークなどの就職支援機関」を選択する割合が高く、若年層の年齢区分によ

っても主たる方法が異なることが明らかになっている。 

中核人材（企業と 18-34 歳の求職者の認識） 労働人材（企業と 18-34 歳の求職者の認識） 

※企業の選択割合の高い情報順 企業 中核 
人材 ※企業の選択割合の高い情報順 企業 労働 

人材 
ハローワーク 55.6 36.9 ハローワーク 64.8 40.7 

親族・知人・友人の紹介 37.3 25.6 親族・知人・友人の紹介 37.1 21.7 

新聞･雑誌等の紙媒体の求人広告 17.5 11.9 新聞･雑誌等の紙媒体の求人広告 27.1 8.0 

就職ポータルサイト 就職ポータルサイト

退職者の再雇用 13.2 1.9 教育機関からの推薦・紹介 16.1 7.3 

企業のホームページ 12.8 11.9 退職者の再雇用 15.0 3.1 

民間人材紹介会社からの斡旋 12.5 6.3 企業のホームページ 13.7 7.1 
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この一つの背景として、近年の消費者物価指数をみると、2011年を底にして上昇基調で
推移しているものの、2015年を 100として 2016年はやや下降している。企業の景況感が
高まる一方、物価水準は十分に上昇しているとはいえず、こうした状況を、企業が収益性

を制約する要因と考えた場合には、賃金水準が伸び悩むことも考えられる（図表１－２－

９）。 
また、実質労働時間指数の 2005 年以降の推移をみると、調査産業計では下降の傾向が

みられるものの、運輸業や建設業では上昇の傾向をみせて高止まりする動きで推移してい

る。運輸業や建設業は、総実労働時間、所定外労働時間のいずれについても、時間数が多

く、全産業の中でも上位に位置している（図表１－２－10および 12）。 
大阪府の製造業、運輸業、建設業という産業大分類では、実質賃金は調査産業計を上回

る水準に位置しているが、総実労働時間と所定外労働時間は、建設業と運輸業の時間数が

最も多く、製造業も調査産業計を上回る水準である。このように、賃金水準が十分に上昇

しない一方、労働時間数が増加または高止まりする現状がみられ、労働条件のマッチング

を困難化させる一つの要因になっていると考えられる。 

図表１－２－８ 大阪府の実質賃金（現金給与総額）指数の推移（ 年＝ ）

出所：大阪府総務部統計課『大阪の賃金、労働時間及び雇用の動き（年報）』。 

（事業所規模５人以上）

 

（事業所規模 人以上）

 

調査産業計 建設業

製造業 運輸業，郵便業

調査産業計 建設業

製造業 運輸業，郵便業
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図表１－２－９ 消費者物価指数の推移（ 年＝ ）

図表１－２－ 大阪府の総実労働時間指数の推移（ 年＝ ） 

出所：大阪府総務部統計課『大阪の賃金、労働時間及び雇用の動き（年報）』。 

  

（中分類の費目別の近年の動き）

費目（中分類）
平成 年平均

（速報値）

平成 年

平均

総合

食料

住居

光熱・水道

家具・家事用品

被服及び履物

保健医療

交通・通信

教育

教養娯楽

諸雑費

出所：大阪府総務部統計課『大阪市消費者物価指数 月別データ』。 

（ 年以降の指数（総合）の推移）

 
出所：総務省統計局『大阪市消費者物価指数（年平均）』。 

（事業所規模５人以上）

 

（事業所規模 人以上）

 

96.0

97.0

98.0

99.0

100.0

101.0

102.0

103.0

104.0

19
97

19
99

20
01

20
03

20
05

20
07

20
09

20
11

20
13

20
15

調査産業計 建設業

製造業 運輸業，郵便業

調査産業計 建設業

製造業 運輸業，郵便業
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図表１－２－ 大阪府の実質賃金（常用労働者１人平均月間現金給与総額・規模５人以上）

（単位：円）

出所：大阪府総務部統計課『大阪の賃金、労働時間及び雇用の動き（年報）』。  

産業大分類

（産業中分類）

増減（

－ ）

（情報通信機械器具）

電気・ガス・熱供給・水道業

（化学、石油・石炭）

情報通信業

学術研究，専門・技術サービス業

建設業

金融業，保険業

（はん用機械器具）

（輸送用機械器具）

（卸売業）

（生産用機械器具）

複合サービス事業

教育，学習支援業

（家具・装備品）

（電子・デバイス）

（電気機械器具）

（非鉄金属製造業）

（鉄鋼業）

製造業

不動産業，物品賃貸業

（プラスチック製品）

運輸業，郵便業

（窯業・土石製品）

（印刷・同関連業）

調査産業計

（医療業）

（金属製品製造業）

（宿泊業）

（パルプ・紙）

卸売業，小売業

（業務用機械器具）

（繊維工業）

（その他の製造業）

医療，福祉

（木材・木製品） － －

その他のサービス業

（ゴム製品）

（職業紹介・派遣業）

（その他の事業サービス）

（食料品・たばこ）

生活関連サービス業，娯楽業

（小売業）

宿泊業，飲食サービス業
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図表１－２－ 大阪府の実労働時間（常用労働者１人平均月間実労働時間・規模５人以上）

（単位：時間）

出所：大阪府総務部統計課『大阪の賃金、労働時間及び雇用の動き（年報）』。 

 

さらに、賃金や労働時間の条件だけでなく、働く場所の環境のほか心理的な負荷や労働

【総実労働時間】

産業大分類

（産業中分類）
降順

増減

（ －

）

【所定外労働時間】

産業大分類

（産業中分類）
降順

増減（

－ ）

（輸送用機械器具） 運輸業，郵便業

建設業 （輸送用機械器具）

運輸業，郵便業 （非鉄金属製造業）

（金属製品製造業） （印刷・同関連業）

（印刷・同関連業） 学術研究，専門･技術サービス業

（はん用機械器具） 建設業

（鉄鋼業） （金属製品製造業）

（非鉄金属製造業） 情報通信業

（生産用機械器具） （家具・装備品）

（家具・装備品） （生産用機械器具）

（木材・木製品） － （はん用機械器具）

（プラスチック製品） 電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業 （プラスチック製品）

製造業 （木材・木製品） －

（その他の製造業） （鉄鋼業）

（パルプ・紙） 製造業

学術研究，専門・技術サービス業 （情報通信機械器具）

（窯業・土石製品） 金融業，保険業

（卸売業） （食料品・たばこ）

（繊維工業） （その他の事業サービス）

（情報通信機械器具） その他のサービス業

電気・ガス・熱供給・水道業 （化学、石油・石炭）

（化学、石油・石炭） 調査産業計

（電気機械器具） 不動産業，物品賃貸業

（ゴム製品） （ゴム製品）

（電子・デバイス） （窯業・土石製品）

（業務用機械器具） （電気機械器具）

不動産業，物品賃貸業 （電子・デバイス）

（食料品・たばこ） （業務用機械器具）

複合サービス事業 教育，学習支援業

金融業，保険業 （繊維工業）

（宿泊業） （その他の製造業）

調査産業計 （宿泊業）

その他のサービス業 （職業紹介・派遣業）

（職業紹介・派遣業） （パルプ・紙）

卸売業，小売業 （卸売業）

（その他の事業サービス） （医療業）

（医療業） 生活関連サービス業，娯楽業

生活関連サービス業，娯楽業 複合サービス事業

医療，福祉 卸売業，小売業

教育，学習支援業 （小売業）

（小売業） 医療，福祉

宿泊業，飲食サービス業 宿泊業，飲食サービス業
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に伴う災害など、心身面でのリスクの問題は離職の一要因ともなり得る。例えば、JILPT
の調査によると、15歳以上 35歳未満の若手正社員の心理的負荷は、業種によって高低差
があり、サービス業関連の業種で高く、本調査が対象とする製造業、運輸業、建設業の心

理的負荷はやや低いが、業種間で極端な差があるわけではない（図表１－２－13）。また、
労働災害の動向は、災害発生の頻度では運輸業はやや高い水準にあり、災害の重さの程度

（死傷者１人平均労働損失日数）では、総合工事業がやや大きい水準にある（図表１－２

－14）。参考として、平成 28年の雇用動向調査結果における大阪府の製造業、運輸業、建
設業の入職者率と離職率をみると、運輸業の男性を除いて、入職者数を離職者数が上回る

離職超過の状況がみられ、離職が人材不足をもたらしているといえる。 
また、大阪府が 2016 年１月に若年求職者を主な対象に実施した調査では、多くの求職

者が、運輸業と建設業の社会的な意義の大きさを認識する一方で、労働条件が不利である

ことや危険な仕事であるとの印象を有していることなどが明らかになった（次頁：参考）。 
企業は、人材の採用が困難な中、求職者の意識や志向をふまえ、自社の労働条件、職場

環境、仕事の内容など幅広い分野を客観視し、その維持や必要に応じてその改善に取り組

むことにより、新たな人材の確保と従業員の定着に取り組む必要があるといえる。 
 

図表１－２－ 若手正社員における心理的負荷の程度（業種別の平均点数）

若手正社員の心理的負荷

（非常に感じる４点～感じない１点）

参考：平成 年雇用動向調査結果（厚生労働省）

入職者率％

（大阪府）

離職率％

（大阪府）
入職者率－離職率
（マイナスは離職超過）

男 女 男 女 男 女

宿泊業、飲食サービス業

教育、学習支援業

金融業、保険業

生活関連サービス業、娯楽業

医療、福祉

情報通信業

運輸業、郵便業

その他のサービス業

学術研究、専門・技術サービス業

小売業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

卸売業

不動産業、物品賃貸業
出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構（ ） 「 調査 若手正社員の仕事におけ

る心理的負荷－業種による問題の相違－」『 年 月号』 頁。

注：入職率は「年初の常用労働者数に対する入職者数の割合」、離職率は「年初の常用労働者数に対す

る離職者数の割合」。
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図表１－２－ 労働災害の動向（災害発生の頻度および災害の重さの程度）

平成 年労働災害動向調査

（事業所調査：事業所規模 人以上）
度数率 強度率

死傷者１人平均

労働損失日数

農業，林業

生活関連サービス業 娯楽業（一部の業種に限る）

宿泊業，飲食サービス業（旅館，ホテルに限る）

運輸業 郵便業

サービス業（他に分類されないもの）（一部の業種に限る）

卸売業 小売業

調査産業計

医療 福祉（ 一部の業種に限る）

製造業

建設業（総合工事業を除く）

（参考）総合工事業

鉱業 採石業 砂利採取業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業（通信業、新聞業及び出版業に限る）
注：「度数率」とは、 万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数で、災害発生の頻度を表す。

注：「強度率」とは、 延べ実労働時間当たりの延べ労働損失日数で、災害の重さの程度を表す。

 
（参考）「製造･運輸･建設業界に対するイメージ調査－就職に関するアンケート」調査結果

＊大阪府（商工労働部）が、女性・若者の就職や３業界（製造・運輸・建設）に対する考え方を明らかに

するため、高校生・大学生、34 歳以下の若年求職者、女性求職者を対象に、2017 年 1 月 30 日～3 月

13 日に実施（回答者数 228 名：男性 115 名、女性 113 名）。 

＊≪就職したい、興味のある業界≫第一希望は「製造業」（男 50.5％、女 28.6％）が多く、女性は第一希

望が「特になし」も多く（21.9％／男性 11.0％）、業界に対する明確な志向のないケースもみられる。

第一希望が「特になし」と回答した人の平均年齢は男女ともで 30.4 歳とやや高い。女性は男性より非

製造業を中心に複数の業界に希望や興味が分散し、多様な志向を持っているとも考えられる。製造、運

輸、建設の各業界を希望する割合は 47.2％、第一希望で希望する割合は 26.6％。建設は 30 歳以上が選

択する割合が高く、製造と運輸･郵便は 25 歳未満が選択する割合がやや高い。 

＊≪第一希望の業界を選んだ理由≫男性はイメージの良さや親しみやすさを重視し、女性は複合的な理由

が存在。25 歳未満はイメージの良さを重視。親や知人の影響は極めて少ない。 

＊≪就職したい・興味のある職種≫男性は「製造･生産、工程管理等」と「一般事務」が多く、女性は「一

般事務」が多く、この 2 職種への志向は男女間で差がある。「輸送・運転、物流等」「警備」「建設・作

業、現場の管理・監督等」「清掃」などの現業系を志向する割合は、0～5％台で低い。25 歳未満は、「総

務、人事・労務等」や「販売・接客サービス等」の割合が高く、「営業」は年齢が高いほど、志向が低

くなる。 

＊≪第一希望の職種を選んだ理由≫男性は「イメージの良さ」や「自分にできそう」を重視し、女性は「自

分にもできそう」を重視する割合が高い。未知の仕事に挑戦する志向は、男性の方が高い印象もみられ

る。25 歳未満の層は、「イメージの良さ」を重視する傾向がみられ、「自分にもできそう」は、「25 歳

未満」と「30 歳以上」でやや高く、「25 歳以上 30 歳未満」では、「学校で学んだ分野」の割合がやや
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高い。「30 歳以上」は複合的な理由が存在する。 

＊≪第一希望の業界と職種≫男性は、現業に近い職種を志向する割合が高く、女性は、製造業の一部を除

き、事務を志向する割合が高い。第一希望で製造、運輸、建設を選んだ回答者（54 人）は、「研究、技

術、開発、設計等」「製造・生産、工程管理等」「建設・作業、現場の管理・監督等」を志向する割合が

高い。運輸は、第一希望の回答者が少ない。 

＊≪業界･職種･就職先を選ぶ際に重視すること≫「やりたい仕事（職種）ができる」「安定している」な

どを最も重視し、ワーク･ライフ･バランスや福利厚生に関する項目を２番目に重視。約４割の回答者が

「休日・休暇が多い」を選択。男性は、休日･休暇、安定、福利厚生、転勤のないこと、社会貢献、社

風などを女性よりも重視。女性は、一生働ける、能力や専門の活用、ワーク･ライフ･バランス、給与な

どを男性よりも重視。若年層ほど、安定性や休日･休暇や福利厚生などを重視。30 歳以上の層は、やり

たい仕事（職種）、自分の能力・専門を活かせる、働きがい、一生働けるなど、仕事そのものの質を問

う姿勢が強くなる。 

＊≪就職活動に関する情報収集方法≫「就職サイト」や「ハローワーク」が多く、ウェブサイトの情報と

リアルの相談窓口の利用が主で、ソーシャルメディアや社会人の先輩などの口コミ等は非主流。若年層

ほど、就職サイトを活用する一方、30 歳以上の層は、企業等の HP や就職支援機関や人材紹介・派遣

会社など多様な方法を活用。 

＊≪働くことに対する若年者･女性の意識や行動≫公式の場での発言に対する苦手意識が顕著にみられ、

考えていることを言葉で表現したり、面識のない他者とのコミュニケーションも苦手。30 歳以上に比

べて 25 歳未満の方が、「一人で仕事をするよりチームで仕事に取り組みたい」意識が高い。製造、運

輸、建設の各業界の希望を有する者は、「どんなことでも、粘り強くあきらめない」にあてはまる傾向

が強いが、「わからないことは人に聞くほうだ」に「やや当てはまらない」に近い傾向がみられる。 

＊≪製造業･運輸業･建設業≫全般的に具体的なイメージを持てておらず、良いイメージ（かなり良い＋や

や良い）を持つ割合は、製造業で約３割、運輸業で約１割、建設業で約２割。年齢区分が低いほど、３

業界に対して相対的に良いイメージを有している。男女で同様の傾向を示し、運輸業では、年齢が高い

ほど悪いイメージを持つ割合が高い。 

＊≪製造業のイメージ≫良いイメージと悪いイメージの両方がみられるが、「やりがい、社会貢献、もの

づくりの魅力」といった良いイメージは主流で安定している。全産業の中で安定した産業という印象を

持っている一方、体力、仕事の質、仕事場の環境などで悪いイメージを持つ面もみられる。 

＊≪運輸業のイメージ≫良いイメージと悪いイメージの両方がみられ、「仕事の魅力、やりがい、社会貢

献」といった良いイメージは少なくないが、体力、労働時間、仕事場の環境、事故、人間関係などで悪

いイメージを持っている。 

＊≪建設業のイメージ≫良いイメージと悪いイメージの両方がみられ、「やりがい、社会貢献」といった

良いイメージは少なくないが、体力、人間関係、事故、資格・技術などで悪いイメージを持っている。

求職者と業界および企業の間には、資格・技術などのでギャップがある。 

 
第三に、無業者などの未就業の人材の労働市場への参入を進める余地についても看過で
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きない。「平成 24年就業構造基本調査」から、５歳階級毎に無業者に占める就業希望者の
割合をみると、男性では、15～24歳の若年層と 60～64歳の中高年齢層が２桁台とやや高
く、有業につなげていく余地が大きい。また、女性は、男性よりも無業者に占める就業希

望者の割合が高く、その人数も男性の 1.8倍程度と多く（459,800人）、特に、有配偶女性
（死別・離別含む）は、就業を希望する割合が高く、実数も未婚女性の３倍程度に大きい

（337,800人）。これらから、若年層および中高年齢層の男性、女性全般の就業を促進する
必要性が高い。 
 
図表１－２－ 大阪府の無業者（ 歳）のうち就業希望者の実数総数と年齢階級別の割合

歳の人口総数
（ 人） 歳

男性（ 人）

女性全体（ 人）

未婚女性（ 人）

有配偶女性（死別・離
別含む）（ 人）

－

男女全体（ 人）

出所：総務省統計局「平成 24年就業構造基本調査」。 
 
３．人材不足への対応および施策

人材不足に対し、業界や企業は、人材育成への注力、正社員への登用、高年齢者採用・

定年延長、省力化・自動化、事業の縮小、多様な人材の活用、資格取得の支援、障がい者

の雇用、企業内保育所などの整備、長時間労働の抑制、社員の多能化、残業時間の平準化

などの様々な取組みを検討・実践している。『2017年版 中小企業白書』（「第２部第４章 人

材不足の克服」）では、人材不足への対応として３つの取組みの必要性に言及している。 
第一に、人材獲得競争が激化する中で、企業と求職者および入職者のミスマッチを減ら

し、採用を成功させ、定着に向けた人材活用や職場環境整備の工夫が必要であること。第

二に、これまで労働参加率が低かった人材に着目し、働き方の許容と整備を進め、多様な

人材を受け入れていく必要があること。第三に、構造的な問題である生産年齢人口の減少

を回避することが困難である中、一定の省力化投資（ITやロボット等の設備導入）や外部
リソースの活用などによる、業務改善や生産性向上の必要性が認められることである。こ

れらの３つの取組みは、それぞれが独立して成立するものではなく、それぞれを関係づけ

て相乗効果を創出することが求められる。 
企業と求職者および入職者のミスマッチの解消という点では、情報伝達のミスマッチが

あげられる。『2017年版 中小企業白書』によると、企業が、人材の採用にあたって各情報
を重点的に伝えたと考える割合は、18-34 歳の求職者が企業情報として重視したと考える
割合を上回り、企業は、求職者が求める以上に情報の伝達に積極的に取り組んでいるとい

える。しかし、企業が重点的に伝えていると考える割合の高さに対し、求職者が重視した

と考える割合が低い情報が少なからずみられる。例えば、「沿革・経営理念・社風」は、中
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核人材および労働人材とも、４割の企業が重点的に伝えていると考えているが、求職者が

重視したと考える割合は１割に満たない。また、「仕事内容・やりがい」を重点的に伝えた

と考える企業が約６割ある一方、求職者が重視したと考える割合は３割前後にとどまる。

18-34 歳の若年求職者の主な関心は、「仕事内容・やりがい」「給与・賞与の水準」「就業時

間・休暇制度」に向けられていると考えられる。しかし、上記のほか、２割以上の企業が

重点的に伝えたと考えている「沿革・経営理念・社風」「業績・経営の安定度」「技術力・

サービス力・社会的意義」「職場の雰囲気」などは、採用後の就業継続や定着を左右する重

要な情報だと考えられる（図表１－３－１）。 

図表１－３－１ 人材の採用にあたって重点的に伝えた情報と求職者が重視した企業情報

出所：中小企業庁編[2017]「第２部第４章 人材不足の克服」『2017 年版 中小企業白書』。 
 

企業は、求職者の関心を拡充喚起できるよう、伝達する情報の選択とその内容とあわせ

て、効果的な伝達方法を検討する余地がある。既に、業界では様々な取組みがみられる。

例えば、トラック業界では、大学や高校の進路相談担当者向けのセミナーなどを開催して

いる。建設業界では、複数の建設会社で働く若手社員を集めたセミナーと交流会の開催や

施工体験などを実施している。製造業では、職場環境改善の相談会およびセミナーの開催、

また、工場見学会などを実施している。企業単独の取組みの効果には限界がある。企業独

自の取組みを進化させるととともに、業界の取組みを効果的に組み合わせていくことが期

待される。 
施策の例として、近畿経済産業局は、「地域中小企業・小規模事業者の人材確保支援等

事業」を実施している。この事業では、人材確保の課題を有する中小企業等を支援し、主

に、企業の採用力向上等に向けた意識改革および魅力発信に資する目的に向けて様々な取

組みが進められている6。例えば、調査・コンサルティング、ダイバーシティ経営シンポジ

                                                   
6 ①アンケート調査及びコンサルティング。②中小企業の採用力向上等に向けた意識改革【ダイバーシテ

企業と求職者（ 歳の中核人材）の認識 企業と求職者（ 歳の労働人材）の認識

※企業の選択割合の降順 企業 求職者 ※企業の選択割合の降順 企業 求職者

仕事内容･やりがい 仕事内容･やりがい

給与･賞与の水準 給与･賞与の水準

沿革･経営理念･社風 就業時間･休暇制度

就業時間･休暇制度 沿革･経営理念･社風

業績･経営の安定度 職場の雰囲気

技術力･サービス力･

社会的意義

技術力･サービス力･

社会的意義

職場の雰囲気 業績･経営の安定度

研修･能力開発支援 研修･能力開発支援

昇給･昇進制度 仕事と生活の両立への配慮

仕事と生活の両立への配慮 昇給･昇進制度

業界シェア･知名度 福利厚生

福利厚生 業界シェア･知名度
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ウム、採用力向上や意識改革を目的とするセミナー、社員の定着や内定者向けの研修会、

学生と企業が交流する「しごとリサーチ交流会」、若者と中小企業が共同で魅力を発信する

「インタビューシップ」、外国人留学生を対象とする日本企業を理解する交流会、広域的な

開催を含む合同企業説明会の開催、学生のインターンシップ体験の取材記事の発信等によ

る企業の魅力発信などが行われている。 
また、大阪府は、府の総合就業支援拠点「ОＳＡＫＡしごとフィールド」を 2017 年５

月にリニューアルし、社会構造や雇用環境の変化に柔軟に対応できる支援体制の強化を図

っている。例えば、求職者の就職支援を強化するため、キャリアコンサルティング技能士

等の資格を有するカウンセラーを配置し、社会的な背景を俯瞰したうえで、求職者および

産業界や企業の双方のニーズへの対応や調整を戦略的に行っている。人材を確保し定着を

図ろうとする企業に対しては、求職者の就職支援と一体的に取り組み、人材確保に課題を

抱える業界（製造・運輸・建設の各業界）を中心に 2016年 12月８日に発足した「大阪人
材確保推進会議」（地方創生推進交付金を活用）と連携して、業界のイメージアップと雇用

促進に向けて、業界団体、行政機関、協力企業及び団体等の構成メンバーが相互に連携・

協力して取り組んでいる。 
そうした取組みの一つが、「職場環境改善のためのプログラム（パッションプログラム

Ⅰ、Ⅱ）」である。このプログラムは、女性・若者が「魅力に感じる」職場づくりを推進す

るため、職場環境改善（ハード、ソフト）だけでなく、魅力を伝えるための広報力強化も

含み、STEP１から STEP３により構成される。具体的には業界団体7から推薦を受けた企

業に対して、「職場環境充実ワークアップ計画（パッションプログラムⅠ）：STEP１およ
び２」8と「魅力発信力向上ワークアップ計画（パッションプログラムⅡ）：STEP３」を
実施する。 

STEP１では、採用・定着をテーマとしたセミナーを通して、人材確保における自社の
                                                                                                                                                     
ィ経営シンポジウム／人事・経営者向け採用力向上等のためのセミナー＆相談会（採用力向上セミナー、

意識改革セミナー）／若手・中堅社員向け戦力化研修会（社員定着研修会、内定者向け研修会】。③地域

中小企業等の魅力を伝えるための大学生等の若者、海外人材向け交流会等【近畿圏実践型課題解決プロジ

ェクト「Ai-SPEC（アイスペック）」／学生と企業の交流会「しごとリサーチ交流会」／若者と中小企業
の共同魅力発信「インタビューシップ」／外国人留学生のための日本企業を理解する交流会／地域中小企

業等と多様な人材とのマッチング（合同企業説明会）／広域版ジョブフェア（天下一合説、KYOTOジョ
ブフェア）、マッチング会（大阪、奈良、和歌山）】、④地域中小企業等の魅力等調査及びウェブサイト等

での発信【ウェブサイト「働くなら近畿」による企業の魅力発信：学生のインターンシップ体験を通じた

取材記事の発信等】など。 
7 関係する団体は、公益財団法人大阪府工業協会、大阪府ものづくり振興協会、一般社団法人大阪府トラ
ック協会、一般社団法人大阪建設業協会、大阪住宅安全衛生協議会、一般社団法人大阪府建団連など。参

加企業数は、STEP1が 78、STEP2が 35、ポスターセッションが 28、合同企業説明会が 23。 
8 STEP1（2017 年 8～9 月に実施）では、『採用』『定着』をテーマにした計６回の講義型のセミナーが
行われた。STEP2（2017年 9月～）では、「女性、若者採用に向けた『自社の魅力発見ワークショップ』
決起会」、「自社の魅力を再発見するワークショップ（魅力発掘＆ポスター制作に向けたワークショップ①

②）」、「自社の環境整備を推進するセミナー（環境整備ソフト編セミナーおよび環境整備ハード編セミナ

ー）」、「魅力発信ポスターセッション」（28 社）、「合同企業説明会」（72 社参加／来場者総数 266 人、総
訪問数 1265、1 人あたり 4.8 社 １社あたり 17.6 人／出展企業に対しては、事前に採用力向上セミナー
を実施。来場者に対しては、合同企業説明会当日に特性診断とカウンセリングを実施）が行われた。 
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課題に気づき、職場環境改善の必要性を強く認識していただく。STEP２では、経営層を
対象にした職場環境改善セミナーに加え、社員向けのワークショップを実施する。ワーク

ショップでは、自社の魅力の洗い出しと、他社との比較により、自社の魅力を再発見し、

それらをベースとして自社広報ポスターを制作する。制作されたポスターは、求職者等に

人気投票を行い、ポスター発表会で結果報告、講評を行った後、合同企業説明会において

自社 PR 資料として使用いただいた9。STEP３では、コンサルタントによる現場指導と、
広報に特化したワークにより本プログラム（STEP１、２）を活用した職場環境の充実と、
女性・若者に自社の魅力を伝える力の養成を図る。 
なお、本プログラム（STEP１～３）をすべて受講した企業には、「大阪人材確保推進会

議」で取り組む業界のイメージアップに協力いただくとともに、「大阪版エクセレントカン

パニー（仮称）」に認定する構想なども検討されている。 
このプログラムは、製造、運輸、建設の３業界のイメージアップや女性・若者の採用拡

大に向けて、企業の経営者、管理者、従業員などの各層の人材の主体的な問題意識を引き

出し、多様な創意工夫を活かし、外部の経営資源とも連携しながら、自社ならではの人材

確保と定着に向けた内容を創出する一つの契機になり得ると考えられる。 
第二の、これまで労働参加率が低かった人材に着目し、働き方の許容と整備を進め、人

材の活躍を多様化させていく余地がある点は、前節の人材不足の背景にも関係するが、国

の重要政策課題である「働き方改革」と大いに関係がある事項である。成長戦略と関係づ

けられる「働き方改革」では、「労働力不足」において、１人当たりの付加価値の向上や効

率的な働き方の追求が求められること、「グローバル化」において、外国人を含む多様な人

材の活躍に向けて年功的な人事・賃金システムから成果主義的な人事・処遇制度が求めら

れること、「人工知能（AI）などの第４次産業革命の進展」に伴う、AIやロボットと人間
の仕事のすみ分けの進展が求められることなどにより、正社員のあり方が変わっていくと

考えられている。政府が 2017年３月末に公表した「働き方改革実行計画」には、「罰則付
きの時間外労働時間の上限規制の導入（時間当たりの生産性向上が主な目的）」、「同一労働

同一賃金等の非正規の処遇改善（有期雇用者等の就労意欲の向上、女性や高齢者等の活躍

が主な目的）」、「テレワーク」10、「衰退分野から成長分野へといった高付加価値産業への

労働者の移動」などの方針が盛り込まれた（図表１－３－３）。こうした方針のもとでは、

労働人材と中核人材の区分は明確ではなく、産業構造の変化をふまえた中長期的な人材育

                                                   
9 ポスターセッション参加企業 28 社のなかから、WEB 投票と当日参加企業による投票により、ポスタ
ーを通じた自社の魅力発信に対し、第 1 位から 5 位まで、植田基工株式会社、旭興株式会社、株式会社
カシックス、株式会社つばめ急便、株式会社樋口物流サービスの各社のポスターが高く評価された。 
10 JILPT[2015]の「情報通信機器を利用した多様な働き方の実態に関する調査」によると、テレワーク
の従業員は、通勤の負担軽減や、育児・介護や家事の時間増の影響よりも、仕事の生産性や効率性の向上

を指摘する回答が多い。一方、仕事と仕事以外の切り分けの難しさや長時間労働になりやすいデメリット

もある（見かけの生産性向上の中に、労働時間増も含まれている可能性あり）。単調な作業よりも創造性

を要する仕事の方が、生産性が増加することを示す研究もある。単調作業では、ピア効果（集団の中でお

互いが刺激される効果）が働くといった指摘もみられる（日本経済新聞 2017年 5月 15日）。 

− 28 −



- 29 - 
 

成策を検討することが求められる。技能のあり方も変わることが想定され、これまでの技

能検定やものづくりマイスター制度などの新たな展開なども検討される必要がある。この

ほか、非正規で働く人々の基幹化も求められると考えられる。 
 

図表１－３－２ 「働き方改革」の主な動き

 
また、「青少年の雇用の促進等に関する法律」（若者雇用推進法／平成 27年９月 18日公

布、同年 10月１日から順次施行）や「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」
（女性活躍推進法／平成 27年８月 28日成立、同年９月４日施行）を背景に、今後の活躍
が期待される層の雇用促進や能力の発揮に向けた、社会的な取組みが進められている。し

かし、先述したように、業界によっては、業種や職種の特性や労働条件などの環境面で求

職者と折り合いがつかず、人材が応募してこないケースもみられ、産業や職業によって、

若年者や女性の入職が少ない実態がみられる。 
「働き方改革」に関連して、鶴光太郎は『人材覚醒経済』を提起し、潜在労働力の労働

市場への参入・誘導が求められることを指摘する。そこでは、職務限定のジョブ型正社員

や夫婦共働きの標準化、テレワークなど ICT（情報通信技術）の活用を通じた新たな働き
方の普及などにより、労働参加や生産性の向上に取り組むことが必要だと指摘されている。 
国（中小企業庁経営支援課・経済産業政策局産業人材政策室）の「中小企業・小規模事

業者の人手不足対応研究会」の議論では、100 超の好事例から「人手不足対応に取り組む
ための３つのステップ」を抽出し、３つのステップ≪ステップ１「経営課題や業務を見つ

め直す」：人手不足の背景にある経営課題や事業戦略を再確認し、業務を見つめ直す（業務

の細分化等）→ステップ２「求人像や生産性を見つめ直す」：業務について、求人像を見つ

め直し（拡げる等）、生産性向上を検討（省力化等）→ステップ３「働き手の目線で、人材

募集や職場環境を見つめ直す」：働き手の立場にたって、職場環境（時短勤務、在宅勤務等）

や自社 PR・採用手段を改善≫が提示されている11。このステップでは、自社の経営課題、

                                                   
11 「中小企業・小規模事業者人手不足対応ガイドライン」 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/2017/170703hitodebusokugl.html 

年 １月 ・安倍首相が施政方針演説で「同一労働同一賃金の実現」を打ち出す

９月 ・政府が「働き方改革実現会議」（私的諮問機関）を発足

年 はじめ ・外食産業で 時間営業の見直しが広がる

３月 ・ヤマト運輸が宅配便の総量規制など働き方改革で労使合意

・働き方改革実現会議が実行計画をまとめる→非正規の処遇改善（同一

労働同一賃金等）／賃金引き上げ／長時間労働の是正／転職および再

就職の支援／柔軟な働き方／女性・若者の活躍／高齢者の就業促進／

子育て・介護と仕事の両立／外国人材受け入れ

６月 ・労働基準法改正案が継続審議に

秋 ・労働基準法改正案（継続）と働き方改革関連法案を臨時国会に提出へ

→残業上限時間を年 時間に規制／繁忙月は 時間未満まで容認

／高年収の専門職に「脱時間給」制度／裁量労働制の対象拡大／フレ

ックスタイム制の拡大
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業務（事業戦略）、求人像、生産性、人材募集、自社 PR・採用手段などを見つめ直すこと

が主な内容になっているが、働き方の許容と整備や人材の活躍の多様化とも密接に関係す

るステップが想定されている。 
第三の省力化投資（IT やロボット等の設備導入）や外部リソースの活用などは、３業界

の中では、製造業の取組みがやや先行していると考えられるが、運輸業や建設業でも一部

で検討や実践の取組みが進められている。 
運輸業では、主に大手企業が、運賃を１割程度引き上げることにより従業員の待遇を改

善し、採用を拡大する意向を示しているが、同時に、荷主企業側も、「コンビニエンススト

アなどの店頭での受け取り」「駅などの宅配ロッカーでの受け取り」「物流倉庫の自動化」

「梱包の小型化」「複数の注文をまとめて配送」などを検討しており、既に、「梱包の小型

化」「配送状況の追跡システム」「物流倉庫の自動化」などを導入する企業もある（日本経

済新聞 2017 年 5 月 19 日／日本経済新聞社の物流アンケート調査：物流企業 52 社中 27
社、個人向け通信販売荷主企業 62 社中 22 社が回答）。 
生産年齢人口の減少は避けられないことから、働き方を見直し生産性を高めることと並

行して、省力化や外部リソースの活用に取り組むことが重要である。例えば、岩本･波多野

[2017]の論考では、10-20 年以内に労働人口の 47%が消滅のリスクに晒されるという推計

値（2013 年 9 月にフレイ&オズボーン（オックスフォード大学）が米国で発表）に信憑性

はあるのかという問いに対し、インダストリー4.0（ドイツが推進している、ものづくりを

デジタル化し生産システムを高度化する国家戦略。経済産業省は、2016 年４月にドイツ経

済エネルギー省と IoT/インダストリー4.0 協力に係る共同声明への署名を行っている）や

労働の自動化と雇用の関係を扱った研究を概観し、大半の研究が、自動化・機械化により

雇用が減少する職種もあれば増加する職種もあるため、全体として増加の方向に変化する

ことを示唆していると総括している。また、自動化の影響が広がる一方、現実社会に適用

する際に技術的・倫理的なハードルが存在することも指摘しており、自動化によって機械

に置き換わりやすいのは、ルーティン作業や事務の補助業務に代表される中程度のスキル

を要する仕事であるという見方が一般的で、厳密にどの職業が置き換わり、また置き換わ

らないかという共通理解は得られていないことも示している。そのうえで、自動化に向け

た労働者の再教育や、新たな技術を使いこなすための対策を用意する方が現実的だと締め

括っている。 
上記でみてきたことから、今後、人材不足への対応では、生産年齢人口の労働参加率を

高めていく必要があるが、そのためには、働き方の見直し、自動化・機械化、将来を見据

えた労働者の教育のいずれもが重要となり、それぞれにバランスよく取り組んでいく必要

が高まると考えられる。そして、その内容はいずれも高度化すると考えられ、創造性が求

められるようになると考えられる。例えば、運輸業界では、正社員のトラック運転手にお

いて、週休３日制を導入し兼業も容認することを検討する企業もみられ、この例は、働き

方の検討が一つの会社内で完結する問題ではなくなることを示唆している。また、若者が
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過重な労働環境を敬遠する動きは、時間給主義から成果主義にシフトすることの必要性を、

そして、CS（顧客満足）を高める上で ES（従業員満足）を高める必要があることを示唆
している。若者や女性の活躍では、ワーク・ライフ・バランスを推進するための諸制度の

整備や意識風土改革（役員のコミットメントやトップダウンでメッセージを発信）とあわ

せて、中長期的な視点に基づいて能力開発の仕組みを充実させていくことも求められる。 
 

４．小括

本章では、人材不足の現状、その背景、そして業界・企業・行政の対応および施策のそ

れぞれについてみてきた。現状は、ほぼすべての産業で人材が不足しており、その不足感

は高まり、解消される見通しはたっていない。企業では、経営や職場環境において、どち

らかというとマイナスの影響が多いことが懸念されており、企業や事業の成長および拡大

を阻害する要因となり、さらには倒産に至るケースもあり得ると考えられている。企業は、

喫緊の経営課題となっている人材の採用・確保に取り組む必要があるが、この取組みは、

短期的な取組みに終始することでは十分とはいえない。当面の人材の採用・確保に取り組

む必要があるとともに、生産年齢人口の減少と年齢構成比の変化を与件として、中長期的

な観点をもって、生産やサービス提供における新たな実施体制や働き方の検討および実践

に取り組むことが、企業や事業の成長および拡大にとって大切になると考えられる。 
人材の需給関係では、企業求人数と求職数のギャップや数合わせの問題ではなく、双方

の認識のギャップと対策の遅れの解消に着手する必要性が高まっている。人材を確保する

観点では、労働環境を改善し、賃金を上昇することも一つの有効策と考えられる。しかし、

コストアップや減益の課題に対峙する必要が生じ、収益確保に取り組む必要性も高くなる。

企業は、製品、商品、サービスの販売価格の上昇可能性を模索し、賃金や物価の上昇を所

得の支出につなげ、経済の好循環をもたらすことが期待されるほか、省力化への投資ある

いは生産体制や販売体制の見直しを通じて、物価上昇や労働生産性の向上に主体的に取り

組むことが求められる。 
本報告書で主にみていく製造業、運輸業、建設業の各業界は、労働集約的な部分もある

が、効率化を図れる余地もあると考えられる。人材不足に対応していく上で、企業は、人

材の不足が企業成長の制約になるという視点のみにとらわれず、人材の数という問題を超

えて、この大きな課題に対して多様な視点をもってアプローチする必要がある。従業員の

生産性を高めるとともに、省力化などの投資に取り組む必要性もある。人的な資本と機械

等の設備資本を組み合わせた対応は、生産性の向上、制約がある中での模索や試行錯誤、

創意工夫、技術革新などをもたらす契機にもなり得る。そのためには、今後の生産年齢人

口の減少をふまえて、人材の再教育のあり方に着目し、その充実に取り組んでいくことが

求められる。人材との出会いから採用に至るまでの、企業と求職者のコミュニケーション

を活発化し、さらに、採用した人材が活躍でき、新しい企業経営や事業運営に積極的に関

与できる環境を整備していくことが重要になると考えられる。  
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第２章 製造業･運輸業･建設業における人材の採用と確保の現状（調査結果）

１．調査の概要

本章では、大阪府商工労働部が、「大阪人材確保推進会議」および「大阪働き方改革推

進会議」と連携し、主に、大阪大学と共同で実施した「人材の採用と確保に関する企業ア

ンケート調査」の結果をみていき、大阪府内の製造・運輸・建設の各業界の企業における

人材の採用と確保の現状および課題、人材の採用と確保に向けて、企業に求められる職場

環境の整備や魅力発信の取組みの現状、また、求職者の応募を促進するために求められる

情報や必要となる取組みの方向性などを明らかにする。また、製造・運輸・建設の各業界

の企業が潜在的に求める人材要件などもみていき、企業および求職者が、採用の過程で開

示すべき情報などを明らかにする。 
本調査での着目点は、図表２－１－１に示す通りである。 
 

図表２－１－１ 企業アンケート調査の主な着目点

○人材が不足しているのはどのような企業か 

○人材の不足は、企業経営や職場環境とどのように関係しているか 

○企業は、人材の採用や確保に向けて、どのような情報を認識し、開示しているのか 

○情報の開示は、企業経営や人材の採用・確保にどのように関係しているか 

○現業業務の中途採用枠の正社員を募集する際の、人材要件と必要な情報は何か 

 
調査対象は、総務省統計局「事業所母集団データベース[平成 28年次フレーム]」から無

作為に抽出した 2,000事業所（企業）である。大阪府内に立地する民営事業所のうち、製
造、運輸、建設の各業種の会社（経営組織が株式会社、有限会社、合名会社、合資会社、

合同会社、相互会社）に該当する法人の事業所で、国内の常用雇用者規模が 20 人以上の
単一事業所企業または本所・本社・本店のある複数事業所企業である。常用雇用者規模の

下限を 20 人に設定した理由は、一定の規模を有し、人材の採用と確保に組織的かつ継続
的に取り組んでいると考えられる企業の実態を調査するためである。 

2017年７月下旬から８月上旬にかけて調査を実施し、調査対象企業にアンケート調査票
（本報告書の資料編 93-96頁に所収）を郵送し、同封の返信用封筒で回収した。 
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２ アンケート調査結果

（１）主な企業属性

調査対象企業 2,000 社（製造 666 社、運輸 667 社、建設 667 社）のうち、宛先不明を

除く有効発送企業数は 1,992 社（製造 661 社、運輸 666 社、建設 665 社）で、回答率は

22.2％（443 社）である。 
回答企業の業種構成比（図表２－２－１－１）は、建設業が 183 社（41.3％／総合工事

16.0％、職別工事 9.5％、設備工事 15.3％、その他建設業 0.5％）、製造業 139 社（31.4％）

と運輸業 121 社（27.3％）である。３業界への発送数はほぼ同数であるが、業種別でみた

回答率は、製造業と運輸業がほぼ同数であったのに対し、建設業は、回答率が 27.5％と高

く、調査結果の送付を希望する割合も 52.3％と他の業界よりも高いことから（p<.03／全

業種では 44.3％）、人材の採用・確保に対する関心がやや高いとも考えられる。 
回答企業（極大値の２社を除く）の資本金は、全体の平均値は 136.77 百万円である。

業種別では、製造業が 146.83 百万円、運輸業が 117.25 百万円、建設業 141.96 百万円と

なり、やや規模の大きい企業から回答が多かったと考えられる（図表２－２－１－２）。 
回答を依頼したのは、経営者（事業主）もしくは人事・労務担当者であったが、回答の

あった 328（回答者の役職の記載あり）のうち、経営者（事業主）の回答は 99（製造業

31、運輸業 33、建設業 35／男性 93、女性 6）であった。また、回答者の性別は、男性 345
（77.9％）、女性 80（18.1％）、性別の回答なし 18（4.1％）で、男性の割合が約８割と多

かった。業種別では、建設業で女性回答者の割合が 23.9％とやや高かった（p<.07）。 
 

図表２－２－１－１ 回答企業の業種

回答企業の業況（運輸業と建設業に含まれる極大データの各１社を除く）（図表２－２－

１－２）は、年間総売上高の全体の平均値は 36 億 6,607 万円である。業種別では、製造

業 44 億 5,515 万円、運輸業 32 億 385 万円、建設業 33 億 7,897 円となり、製造業の平均

値がやや大きい。経常利益の全体の平均値は１億 1,285 万円である。業種別では、製造業

は 9,470 万円で、122 社のうち経常損失であるのは 14 社、運輸業は 4,174 万円で、110 社

業種

（有効発送数）
回答数 構成比

業種別

回答率
業種の内訳と企業数（回答数の多いもの順）

製造業（ ） 社

金属製品 ／その他製造業 ／鉄鋼･非鉄金属 ／

はん用･生産用･業務用機械器具 ／印刷･印刷関連

／化学 ／食料品･飲料 ／電気･情報通信機械器

具･電子部品 ／窯業･土石製品 ／輸送機械器具 ／

繊維工業 ／パルプ･紙･紙加工品 ／家具･装備品

運輸業（ ） 社
道路貨物運送 ／運輸附帯サービス ／道路旅客運

送 ／倉庫 ／水運 ／鉄道業 ／航空運輸

建設業（ ） 社
総合工事 ／設備工事 ／職別工事 ／その他建

設業

合計（ ） 社
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のうち経常損失であるのは 13 社、建設業は１億 6,861 万円で、180 社のうち経常損失で
あるのは７社である。３業種のうち、運輸業の経常利益の水準がやや低い。また、建設業

は経常利益の平均値が大きく、損失を計上している企業数も少ないことから、建設業の利

益水準がやや高いと考えられる。 

図表２－２－１－２ 資本金・経常利益・年間売上高の記述統計

資本金

（社、百万円）

年間総売上高

（社、百万円）

経常利益

（社、百万円）

製造業

度数

最小値

最大値

平均値

標準偏差

運輸業

度数

最小値

最大値

平均値

標準偏差

建設業

度数

最小値

最大値

平均値

標準偏差

合計

度数

最小値

最大値

平均値

標準偏差
注：運輸業と建設業に大企業が各１社含まれるため、この２社のデータを除いた数値。 

３年前と比較した業況（経常利益・売上高）の変化（図表２－２－１－３）は、「減少

傾向」（「減少」および「大幅減少」）の企業は約２割とやや少なく、「横ばい」（約３割）よ

りもむしろ、「増加傾向」（「増加」および「大幅増加」」）の企業が４割台と最も多い。「増

加傾向」は、経常利益と売上高ともに、「大幅増加」の割合が「増加」の割合を 10ポイン
ト程度上回り、全般的に、過去３年間、業況全般はプラスで推移してきたといえる。売上

高よりも経常利益の増加変化の割合が高く、収益状況の良い企業の回答割合が高いことも

想定される。一方、３年後の売上高は、「横ばい」と見通す企業が最も多いが、「増加」と

見通す企業も少なくない。これに対し、「減少」と見通す割合は 14.5％と低い。 
業種別では、現状と将来見通しのいずれも、建設業において増加傾向の割合がやや高く

なっている。ただし、３年後の売上高の見通しについては、建設業や運輸業よりもむしろ、

製造業が減少と見通す割合が低い。
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図表２－２－１－３ ３年前からの業況の変化と３年後の売上高の見通し

（業種別）

 
自社の状況に関する３つの項目（正社員の定着率、組織への帰属意識、製品やサービス

の質）について、同業種・同規模の他社と比較した結果（図表２－２－１－４）として、

「良い（良い＋やや良い）」と考える割合は、「製品やサービスの質｣が 63.3％と最も高く、

自社の製品やサービスの質を高く評価する企業が多い。次に、「正社員の定着率」が良いと

考える企業が 56.9％と半数を超えて多く、定着率が悪いと考える割合は 9.5％と少ない。

「組織への帰属意識」が良いと考える割合（48.4％）も少なくはないが、「同程度」（44.9％）

と「悪い（やや悪い＋悪い）」（9.7％）の合計で半数を超える。 
業種別にみると、３項目のいずれも、業種による有意な差はみられないが、建設業は、

「組織への帰属意識」や「製品やサービスの質」について、製造業や運輸業よりも良いと

考える割合がやや高い（建設業の割合は、それぞれ 51.4％、72.6％）。 

３年前と比較 ３年後

経常利益変化 売上高変化 売上高見通し

大幅増加 ％以上 ＋増加 ％未満 ①

横ばい ％未満増減

減少 ％未満 ＋大幅減少 ％以上 ②

合計

大幅増加

（ ％以上）

増加

（ ％未満）

横ばい

（ ％未満増減）

減少

（ ％未満）

大幅減少

（ ％以上）
合計

３年前と比較した経常利益の変化／

製造業

運輸業

建設業

合計

３年前と比較した売上高の変化／

製造業

運輸業

建設業

合計

売上高の３年後の見通し／

製造業

運輸業

建設業

合計
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図表２－２－１－４ 同業種・同規模の他社と比較しての自社の状況（全体・単純集計）

（業種別）

 
従業員の主な採用枠（図表２－２－１－５）は、正社員では「中途採用中心」が約６割

と多く、「新規学卒（学卒後３年程度まで）と中途採用の両方」が３割弱、「新規学卒中心」

が約１割である。現状は、中途採用主体の採用活動を行っている企業が多いが、理想的な

状況として、約７割の企業が「新規学卒と中途採用の両方」としており、全般的に、新規

学卒と中途採用のいずれかよりむしろ、両方の採用枠で採用する意向が強い。非正規社員

は「中途採用中心」が９割を超えて多く、「新規学卒中心」は１％と極めて少ない。理想的

な状況でも、「中途採用中心」が約８割と多いが、約２割の企業は「新規学卒と中途採用の

両方」であると回答している。 
業種別にみると、正社員採用の現状は、運輸業や製造業で中途採用主体の割合が７～８

割前後であるのに対し、建設業では約４割と低く、「新規学卒中心」の割合が約２割とやや

高い実態がみられる。理想的な状況では、どの業界も「新規学卒と中途採用の両方」の割

合が最も高い。非正規社員の採用は、現在の状況と理想的な状況のそれぞれで業種別に有

意差はみられないが、建設業で、新規学卒中心である割合が他の業種よりもやや高い。  

同業種・同業他社より 正社員の定着率 組織への帰属意識 製品やサービスの質

良い

やや良い

同程度

やや悪い

悪い

合計

良い やや良い 同程度 やや悪い 悪い 合計

正社員の定着率（同業他社と比較）／

製造業

運輸業

建設業

合計

組織への帰属意識（同業他社と比較）／

製造業

運輸業

建設業

合計

製品やサービスの質（同業他社と比較）／

製造業

運輸業

建設業

合計
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図表２－２－１－５ 従業員（正社員・非正規社員）の主な採用枠 

（業種別）

 
３年前と比較した自社の人材をめぐる現状（図表２－２－１－６）として、「人材確保が

難しくなった」企業の割合は、全体で 81.2％と高く、運輸業と建設業はさらに 84.5％と高
く、製造業（74.1％）より１割程度高い。業種にかかわらず、企業にとって人材確保は困
難化している（N.S.／該当と非該当の２項でみた場合、p<.04）。一方、「定着率が下がっ
た」企業の割合はおおむね２割にとどまり、「どちらともいえない」割合が３～４割程度あ

るが、むしろ下がっていない企業の割合が、同程度かそれ以上に高く、人材が定着しない

課題は、本調査の回答企業の中では、現在のところ限定的にみられる事象だと考えられる

（N.S.）。人材確保が困難化するなかで、回答企業の多くが人材の定着に取り組み、一定の
成果をあげているとも考えられる。 
「人材確保より外注・機械化・省力化を重視するようになった」企業の割合は、全体で

19.3％である。企業が、外注・機械化・省力化の可能性について、潜在的にどの程度評価
し期待しているのか明らかではないが、「どちらともいえない」割合が４割弱あるため、今

後の社会動向によって、考え方が変化する余地もあると考えられる。業種別では有意差が

みられ、製造業が重視するようになった割合は 28.2％と高く、あてはまらないと考える割
合が他の業種よりも低い（p<.005）。運輸業や建設業は、重視する割合が 15％程度で製造
業よりも低く、業務の性質上、あるいは企業規模の性質上、省力化や自動化に企業単独で

取り組みにくい現状があることも想定される。 

正社員の主な採用枠 非正規社員の主な採用枠

現在の状況 理想的な状況 現在の状況 理想的な状況

新規学卒中心

中途採用中心

新規学卒と中途採用の両方

合計

主な採用枠（現在の状況） 主な採用枠（理想的な状況）
新規学卒

中心

中途採用

中心

新規学卒と中

途採用の両方
合計

新規学卒

中心

中途採用

中心

新規学卒と中途

採用の両方
合計

正社員／ 正社員／

製造業

運輸業

建設業

合計

非正規社員／ 非正規社員／

製造業

運輸業

建設業

合計
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図表２－２－１－５ 従業員（正社員・非正規社員）の主な採用枠 

（業種別）

 
３年前と比較した自社の人材をめぐる現状（図表２－２－１－６）として、「人材確保が

難しくなった」企業の割合は、全体で 81.2％と高く、運輸業と建設業はさらに 84.5％と高
く、製造業（74.1％）より１割程度高い。業種にかかわらず、企業にとって人材確保は困
難化している（N.S.／該当と非該当の２項でみた場合、p<.04）。一方、「定着率が下がっ
た」企業の割合はおおむね２割にとどまり、「どちらともいえない」割合が３～４割程度あ

るが、むしろ下がっていない企業の割合が、同程度かそれ以上に高く、人材が定着しない

課題は、本調査の回答企業の中では、現在のところ限定的にみられる事象だと考えられる

（N.S.）。人材確保が困難化するなかで、回答企業の多くが人材の定着に取り組み、一定の
成果をあげているとも考えられる。 
「人材確保より外注・機械化・省力化を重視するようになった」企業の割合は、全体で

19.3％である。企業が、外注・機械化・省力化の可能性について、潜在的にどの程度評価
し期待しているのか明らかではないが、「どちらともいえない」割合が４割弱あるため、今

後の社会動向によって、考え方が変化する余地もあると考えられる。業種別では有意差が

みられ、製造業が重視するようになった割合は 28.2％と高く、あてはまらないと考える割
合が他の業種よりも低い（p<.005）。運輸業や建設業は、重視する割合が 15％程度で製造
業よりも低く、業務の性質上、あるいは企業規模の性質上、省力化や自動化に企業単独で

取り組みにくい現状があることも想定される。 

正社員の主な採用枠 非正規社員の主な採用枠

現在の状況 理想的な状況 現在の状況 理想的な状況

新規学卒中心

中途採用中心

新規学卒と中途採用の両方

合計

主な採用枠（現在の状況） 主な採用枠（理想的な状況）
新規学卒

中心

中途採用

中心

新規学卒と中

途採用の両方
合計

新規学卒

中心

中途採用

中心

新規学卒と中途

採用の両方
合計

正社員／ 正社員／

製造業

運輸業

建設業

合計

非正規社員／ 非正規社員／

製造業

運輸業

建設業

合計

− 37 −



- 38 - 
 

「従業員の就労意欲が低下した」企業の割合は、全体で 12.6％である。業種別では有意
差がみられ、運輸業では 17.1％、製造業では 14.4％とやや高いが、建設業では 8.3％と低
い。また、運輸業は、「どちらともいえない」割合が他の業種よりもやや高い（p<.02）。 
さらに、定着率や就労意欲とも関係性があると考えられる事象として、「労働災害や心

身面の不調が顕在化した」企業の割合は、全体で約１割（9.7％）あり、業種による違いは
みられない。さらに「人事労務上のトラブルが増加した」企業の割合は、全体は 7.6％で
有意差はみられないものの、運輸業の割合がやや高い。 

図表２－２－１－６ ３年前と比較した人材をめぐる変化

３年前と比較して
①よくあて

はまる

②ややあて

はまる

①＋②：

該当割合

どちらとも

いえない

あまりあて

はまらない

まったくあて

はまらない

人材確保が難しくなった

（※該当と非該当の２項

でみた場合、 ）

製造業

運輸業

建設業

全体

定着率が下がった（ ）

製造業

運輸業

建設業

全体

人材確保より外注・機械

化・省力化を重視するよう

になった（ ）

製造業

運輸業

建設業

全体

従業員の就労意欲が低下

した（ ）

製造業

運輸業

建設業

全体

労働災害や心身面の不調

が顕在化した（ ）

製造業

運輸業

建設業

全体

人事労務上のトラブルが

増加した（ ）

製造業

運輸業

建設業

全体
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（２）人材不足の現状

【全般的傾向】

最初に、全般的な傾向として、業務別の従業員の過不足の状況（該当しないを除く）（図

表２－２－２－１）をみていくと、すべての業務で、従業員が過剰（｢過剰」＋｢非常に過

剰｣）である割合は極めて低く、過剰の割合が最も高いのは「事務業務」の 5.4％である。

「適正」である割合は、事務業務の７割超、管理企画業務の５割超で高い。 
一方、不足（｢非常に不足｣＋｢不足｣）する割合が最も高いのは「専門的・技術的業務」

で、68.5％の企業が不足と回答し（非常に不足 15.4％＋不足 53.1％）、次に不足している

割合が高いのは「現業業務」である（62.1％：非常に不足 12.9％＋不足 49.2％）。ついで、

「営業・販売業務」と「管理企画業務」の不足割合が、それぞれ 49.4％、42.4％で高い。 
 

図表２－２－２－１ 業務別にみた従業員の過不足の状況（全体） 

次に、雇用形態と属性の別にみた従業員（正社員、非正規社員）の過不足の状況（図表

２－２－２－２）をみていく。正社員の従業員数の３年前からの変化と過不足感は、増加

した企業の割合が 43％と最も高く、減少した企業の割合は 23.6％である。しかし、現状

の従業員数について、67.3％の企業が不足していると回答しており、適正水準にあると考

える企業は３割にとどまる。「増加した」割合が「減少した」割合を上回り、回答企業の多

くは、正社員の従業員の採用と定着に努力しているものの、必要とする人数を確保できて

いない。 
正社員の属性別にみると、「60 歳以上」や「34 歳以下」の正社員が増えた割合がそれぞ

れ約４割と高いが、「34 歳以下」は減少した割合も 26.4％と高く、増減の傾向が二分する

傾向がみられ、定着が難しいこともうかがわれる。また、「新規学卒採用者」は、増加した

割合がやや低く、採用自体がやや難しいことがうかがえる。障がい者や外国人労働者（技

能実習生を含まない）の採用は一部にとどまるが、わずかではあるが増加が減少を上回っ

ている。属性の全体でみると、正社員の現状の不足割合が高いのは、「34 歳以下」（75.8％）

と「新規学卒採用者」（56.8％）である。一方、「女性」が不足する割合は 21.6％とやや低

いが、「34 歳以下」や「新規学卒採用者」に、若年男性だけでなく若年女性も含まれてい

ると考えれば、女性の実質的な不足割合はもっと高い割合になることも考えられる。さら

に、「過剰」の割合は全体で 2.1％と低いが、「60 歳以上」では 13.4％と他の属性よりも高

従業員の過不足状況（％） ※

非常に

不足
不足

⇒不足の割合

（非常に不足＋不足）
適正 過剰

非常に

過剰

該当

しない

管理企画業務（ ） 社

専門的・技術的業務（ ） 社

事務業務（ ） 社

営業・販売業務（ ） 社

現業業務（ ） 社

その他業務（ ） 社
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く、中高年層よりも若年層を求める企業が多いといえる。 
 

図表２－２－２－２ 正社員数の３年前からの変化と現在の従業員の過不足感

非正規社員総数の３年前からの変化（図表２－２－２－３）は、正社員では「増加した」

割合が最も高かったのに対し、非正規社員では「変化なし」の割合が 45％で最も高く、「減
少した」割合は正社員の減少した割合よりも低い 19.2％である。現状の従業員数が不足す
る割合は、正社員では約７割の企業が不足すると回答したのに対し、非正規社員では

23.3％と低く、「適正」である割合が 72％と高い。非正規社員の採用意欲や人材の不足感
は正社員ほど高くはない。 
属性別にみると、３年前からの変化として「60歳以上」の非正規社員が増加した企業の

割合が 38.3％と最も大きく、次に増加した割合が高いのは、「女性」（24.5％）と「34 歳
以下」（20.6％）である。上記の各属性の「減少した」企業の割合は、それぞれ「増加した」
割合を下回る約１割程度で、非正規社員も全般的に増加傾向にあるが、「34 歳以下」につ
いては、現状の不足する割合（32.9％）が他の属性よりも高く、採用・確保がやや難しい
ことがうかがえる。また「新規学卒採用者」は、増加した割合がやや低く、採用がやや難

しいことがうかがえる。非正規社員でも「過剰」の割合は全体で 4.8％と低いが、「60 歳
以上」では「過剰」の割合が 13.2％と他の属性よりも高く、非正規社員についても、中高
年層よりも若年層を求める企業が多いことがうかがえる。 
また、正社員および非正規社員の不足状況（不足と不足以外の２区分）を基準にした検

定（図表２－２－２－４）では、すべての業務内容の従業員について、正社員の総数およ

び各属性別の従業員が不足する企業は、不足する傾向がより強くみられる。専門的・技術

的業務の従業員は、すべての属性の従業員において、不足企業と非不足企業の平均値に有

３年前からの変化 正社員の過不足感

増加

した

変化

なし

減少

した

①非常

に不足
②不足

不足感

①＋②
適正 過剰

非常に

過剰

正社員総数
－

－

女性

新規学卒採用者
－

－

歳以下
－ －

－ －

歳以上

障がい者
－ －

－ －

外国人労働者
－

－
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意差が認められ、営業・販売業務、現業業務などの従業員の不足も、幅広い属性の従業員

の不足が影響していると考えられる。管理・企画業務および事務業務の人材の不足感は、

女性や 34歳以下の従業員の不足と関係があると考えられる。 
非正規社員については、従業員の属性別による不足企業と非不足企業の間に、業務別の

従業員の不足状況の平均値に有意な差はみられない。非正規社員の総数について、管理・

企画業務、事務業務、現業業務のそれぞれの従業員の不足感の平均値に有意差が認められ

るが、これらの業務に非正規社員が従事していることも関係していると考えられる。 

図表２－２－２－３ 非正規社員数の３年前からの変化と現在の従業員の過不足感

 
図表２－２－２－４ 人材不足状況を基準とする業務別従業員の人材不足状況の平均値の比較

正社員の不足状況と業務別の従業員の過不足状況の平均値

総数 女性
新規学卒

採用者
歳以下 歳以上 障がい者

外国人

労働者

管理・企画業務の従業

員の過不足状況

不足

不足以外

専門的・技術的業務の

従業員の過不足状況

不足

不足以外

事務業務の従業員の

過不足状況

不足

不足以外

営業・販売業務の従業

員の過不足状況

不足

不足以外

現業業務の従業員の

過不足状況

不足

不足以外

その他業務の従業員

の過不足状況

不足

不足以外

（注１）業務別の従業員の過不足状況：非常に不足＝ 、不足＝ 、適性＝ 、非常に過剰＝ 、過剰＝

（注２） 、 、   

３年前からの変化 非正規社員の過不足感

増加

した

変化

なし

減少

した

①非常に

不足
②不足

不足感

①＋②
適正 過剰

非常に

過剰

非正規社員総数
－

－

女性
－

－

新規学卒採用者
－ －

－ －

歳以下
－ －

－ －

歳以上

障がい者
－

－

外国人労働者
－

－
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（図表２－２－２－４の続き） 
非正規社員の不足状況と業務別の従業員の過不足状況の平均値

総数 女性
新規学卒

採用者
歳以下 歳以上 障がい者

外国人

労働者

管理・企画業務の従業

員の過不足状況

不足

不足以外

専門的・技術的業務の

従業員の過不足状況

不足

不足以外

事務業務の従業員の

過不足状況

不足

不足以外

営業・販売業務の従業

員の過不足状況

不足

不足以外

現業業務の従業員の

過不足状況

不足

不足以外

その他業務の従業員

の過不足状況

不足

不足以外

（注１）業務別の従業員の過不足状況：非常に不足＝ 、不足＝ 、適性＝ 、非常に過剰＝ 、過剰＝

（注２） 、 、  

【業種別】

業種別に業務別の従業員の過不足の状況（図表２－２－２－５）をみると、有意差は認

められないが、業務全般では、建設業で不足する割合が高い。製造業と建設業では「専門

的・技術的業務」の人材が不足する割合が最も高く、「現業業務」の不足割合も高い。運輸

業では「現業業務」の人材が不足する割合が、他の業務よりも高い。ついで、「営業・販売

業務」の人材は、概ね半数の企業が不足しており、「管理・企画業務」の人材は、約４割の

企業で不足している。 
 

図表２－２－２－５ 業務別にみた従業員の過不足の状況（業種別）

 
業種と人材の数の変化および過不足の関係（図表２－２－２－６）をみると、正社員総

数の３年前からの変化は、業種間の有意差はみられないが、建設業で増加した割合がやや

高い（49.7％）。さらに属性別で有意差が認められたのは、新規学卒採用者と 60歳以上で
ある（図表２－２－２－７）。建設業では新規学卒者の正社員が３年前から増加した割合が

31.6％と他の業種より高く（p<.0001）、運輸業と建設業では 60 歳以上の正社員および非
正規社員が３年前から増加した割合が製造業よりも高い（正社員：p<.008、非正規社員：
p<.08）。しかし、正社員の総数は建設業で不足する割合が 80.3％と最も高く、人材の不足

不足（「非常に不足」＋「不足」）の割合と不足している企業数
管理・企画業務

（ ）

専門的・技術的業務

（ ）

事務業務

（ ）

営業・販売業務

（ ）

現業業務

（ ）

その他業務

（ ）

製造業

運輸業

建設業

合計
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感が強い（p<.0001）。建設業は、平成 29年度の建設投資が前年度比 4.7%増の 54兆 9,600
億円になると見通されており、労働者数の減少に加えて高齢化や若年者の離職率の高さな

ども課題で、人材の確保が困難化しているが[厚生労働省,2017]、大阪でも同様の状況であ
るといえる。属性別にみると、女性では製造業で不足する割合が 23％と最も高い（N.S.）。
新規学卒採用者では、建設業で不足する割合が 67.1％と高く、運輸業は 42.9％とやや低い
（p<.003）。34歳以下では、建設業の８割超が不足しており、運輸業も約８割が不足して
いる（p<.0001）。建設業は、新規学卒採用者を含む若年者全般を広く求めており、運輸業
は新規学卒採用者よりもむしろ中途採用の若年者を求めているといえる。 
非正規社員についても、３年前からの総数の変化では減少よりも増加した企業が多く、

運輸業で増加した割合が大きい。総数の過不足感は、運輸業で不足する割合がやや高いが

（p<.04）、製造業では女性が不足する割合がやや高く（N.S.）、運輸業では新規学卒採用
者と 34歳以下の若年者が不足する割合が高い（p<.09、p<01）。建設業は全般的に不足す
る割合が他の業種よりも低く、非正規社員よりも正社員を求めていることがうかがえる。 
 

図表２－２－２－６ 人材の数の変化と過不足感（業種別）

総数の変化

３年前からの変化

①増加－減少の割合

②増加した割合

従業員の過不足感（非常に不足の割合＋不足の割合）

総数 女性
新規学卒

採用者

歳

以下

歳

以上
障がい者

外国人

労働者

業種 正社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

製造業 ① ②

運輸業 ① ②

建設業 ① ②

合計 ① ②

非正規社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

製造業 ① ②

運輸業 ① ②

建設業 ③ ②

合計 ① ②

図表２－２－２－７ 正社員数の属性別にみた３年前からの変化（有意差のある属性のみ）

正社員数 非正規社員数

増加した 変化なし 減少した 増加した 変化なし 減少した

新規学卒採用者

製造業

運輸業

建設業

合計

歳以上

正社員数：

非正規社員数：

製造業

運輸業

建設業

合計
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【業況別】

業務別の従業員の過不足の状況を業況別にみると、有意差が認められないため、業況に

よらず人材の不足感は同じ傾向にあるといえるが、「現業業務」は、売上高の変化および今

後の見通しが増加傾向であるほど、従業員が不足する割合がやや高い（「増加」「増加以外」

の２項でみた場合、売上高の変化：p<.03、３年後の売上高の見通し：p<.06）（図表２－
２－２－８）。 
 

図表２－２－２－８ 業務別にみた従業員の過不足の状況（業況別）

 
業況と人材の関係（図表２－２－２－９）をみると、３年前と比較して、経常利益が増

加（大幅増加および増加）している企業ほど、正社員および非正規社員とも３年前から総

数が増加した割合が高い傾向がみられるが（正社員：p<.005、非正規社員：p<.05）、従業
員の過不足感には有意差はみられない。３年前と比較した売上高の変化では、売上高が増

加している企業ほど、正社員および非正規社員とも、３年前から総数が増加した割合が高

いことに加えて、正社員の総数と新規学卒採用者については、売上高が増加した企業ほど

不足する割合が高い状況がみられる（正社員総数：p<.02、新規学卒採用者：p<.09）。 
また、３年後の売上高の見通しでは、増加すると見通す企業ほど、正社員の総数が３年

前から増加した割合が高い。このほか、増加または減少と見通す企業は、横ばいと見通す

企業よりも、34歳以下の正社員数が不足する割合がやや高い（p<.03）。 
収益力が高まると、雇用形態にかかわらず従業員総数が増加することは、企業成長と関

不足（「非常に不足」＋「不足」）の割合
管理・

企画業務

専門的・

技術的業務
事務業務

営業・

販売業務
現業業務

その他

業務

経常利益の変化別（３年前と比較）

有意差       
大幅増加＋増加

横ばい

減少＋大幅減少

合計

売上高の変化別（３年前と比較）

※現業業務は「増加」「増加以外」の２項でみた場合、

有意差       
大幅増加＋増加

横ばい

減少＋大幅減少

合計

３年後の売上高の見通し別

※現業業務は「増加」「増加以外」２項でみた場合、

有意差

大幅増加＋増加

横ばい

減少＋大幅減少

合計
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連付けて考えることができる。しかし、従業員の過不足感は、収益の状況にかかわらず、

企業全般にみられる状況だといえる。また、売上高に増加傾向がみられる企業では、新規

学卒採用者や 34歳以下の正社員といった、若年者を求める傾向がみられる。 
 

図表２－２－２－９ 業況と従業員数の変化および過不足感

（経常利益の変化）
総数の３年前

からの変化

増加－減少

従業員の過不足感（非常に不足の割合＋不足の割合）

総数 女性
新規学卒

採用者

歳

以下

歳

以上
障がい者

外国人

労働者

正社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

大幅増加

増加

横ばい

減少

大幅減少

合計

非正規社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差 注

大幅増加

増加

横ばい

減少

大幅減少

合計

（注）女性非正規社員は、3区分（大幅増加＋増加／横ばい／減少＋大幅減少）では、p<.09で有意。 
（３年前と比較した売上高の変化）

総数の３年前

からの変化

増加－減少

従業員の過不足感（非常に不足の割合＋不足の割合）

総数 女性
新規学卒

採用者

歳

以下

歳

以上
障がい者

外国人

労働者

正社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

大幅増加

増加

横ばい

減少

大幅減少

合計

非正規社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

大幅増加

増加

横ばい

減少

大幅減少

合計
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（３年後の売上高の見通し）

正社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

総数の３年前

からの変化

増加－減少

従業員の過不足感（非常に不足の割合＋不足の割合）

総数 女性
新規学卒

採用者

歳

以下

歳

以上

障がい

者

外国人

労働者

有意差

大幅増加

増加

横ばい

減少

大幅減少

合計

非正規社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

大幅増加

増加

横ばい

減少

大幅減少

合計

さらに、正社員および非正規社員の不足状況（不足と不足以外の２区分）を基準にした

検定では、正社員総数、女性正社員、外国人正社員の属性で平均に差が認められた。正社

員総数に不足状況がみられる企業では経常利益と売上高が増加寄りの傾向、女性正社員に

不足状況がみられる企業では売上高が増加寄りの傾向がみられる。反対に、外国人正社員

が不足する企業では、経常利益が横ばいもしくは減少寄りの傾向を示している。

図表２－２－２－ 人材不足の状況を基準とする業況の平均値の比較

総数 女性
新規学卒

採用者
歳以下 歳以上 障がい者

外国人

労働者

正社員の不足状況と業況の平均値

年前と比較した

経常利益の変化

不足

不足以外

年前と比較した

売上高の変化

不足

不足以外

年後の売上高の

見通し

不足

不足以外

非正規社員の不足状況と業況の平均値

年前と比較した

経常利益の変化

不足

不足以外

年前と比較した

売上高の変化

不足

不足以外

年後の売上高の

見通し

不足

不足以外

（注１）業況：大幅増加＝ 、増加＝ 、横ばい＝ 、減少＝ 、大幅減少＝

（注２）正社員・非正規社員の不足状況：不足＝非常に不足＋不足、不足以外＝適正＋過剰＋非常に過剰

（注３） 、 、   
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【同業種・同規模の他社と比較した自社の状況別】

業務別の従業員の過不足の状況を他社と比較した自社の状況別にみると、有意差は認め

られないが、これは、自社の状況が「悪い」（やや悪い+悪い）と回答する割合が低いこと
などが影響しているとも考えられる。「悪い」を除くと、正社員の定着率では、定着率が良

い場合でも、「管理・企画業務」「営業・販売業務」「現業業務」の人材が不足する傾向がみ

られ、組織の帰属意識では、帰属意識が良くても「管理・企画業務」や「現業業務」の人

材の不足割合がやや高い傾向がみられる。また、帰属意識の状況や製品やサービスの質に

ついては、これらの状況にかかわらず、「専門的・技術的業務」の人材が不足しており、現

業業務よりもむしろ、不足感が高いことがうかがえる（図表２－２－２－11）。 
 
図表２－２－２－ 他社と比較した自社の状況別にみた従業員の過不足の状況

 
自社の状況（同業種・同規模の他社と比較）と雇用形態および属性の別に人材の関係を

みると、全般的に、状況の違いによる有意差は認められないが、この背景として、全般的

な状況として「やや悪い」および「悪い」を選択する割合が低いことが考えられる。 
上記のような状況をふまえたうえで、正社員の定着率との関係をみると、定着率が良い

不足（「非常に不足」＋「不足」）の割合
管理・

企画業務

専門的・

技術的業務
事務業務

営業・

販売業務
現業業務

その他

業務

正社員の定着率別

有意差

良い

やや良い

同程度

やや悪い

悪い

合計

組織への帰属意識別

有意差

良い

やや良い

同程度

やや悪い

悪い

合計

製品やサービスの質別

有意差

良い

やや良い

同程度

やや悪い

悪い

合計
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ほど３年前より正社員数は増加している（N.S.）。しかし、非正規社員では正社員の定着率
が悪いほど、３年前より社員数が増加する傾向がみられ（N.S.）、正社員を確保できないな
かで、非正規社員を増やしている可能性が想定される。過不足感は、正社員では、34歳以
下および新規学卒採用者について、定着率が良い企業でも不足感が強く、定着率が悪い企

業では、60 歳以上の人材が不足する割合がやや高い（N.S.）。これは、人材の定着が良好
でない場合、若年者だけでなく、中高年者などの多様な属性の人材を求める状況になる可

能性があるとも考えられる。 
非正規社員では、正社員の定着率が悪いほど、女性、新規学卒採用者、34 歳以下、60

歳以上、障がい者などが不足する割合が高く（N.S.）、正社員にとどまらない、幅広い属性
の社員に期待をつないでいる可能性がうかがえる。 
次に、組織への帰属意識との関係では、雇用形態にかかわらず、帰属意識が良いほど、

３年前から社員数は増加している。正社員の総数では、帰属意識が悪いほど、不足する割

合がやや高いが、女性、新規学卒採用者、34歳以下の属性では、帰属意識があまり悪くな
い場合でも、不足する割合がやや高い面もみられる。このことから、企業が、若年者や女

性を積極的に採用する意向があることがうかがえる。 
非正規社員の総数では、帰属意識が悪いほど不足する割合が高いが、属性別にみると、

明確な傾向は見出せない。 
また、製品やサービスの質との関係では、有意な差は見出せない。 

 
図表２－２－２－ 自社の状況と従業員数の変化および過不足感

（正社員の定着率別）

総数の３年前

からの変化

増加－減少

従業員の過不足感（非常に不足の割合＋不足の割合）

総数 女性
新規学卒

採用者

歳

以下

歳

以上

障がい

者

外国人

労働者

正社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

良い

やや良い

同程度

やや悪い

悪い

合計

非正規社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

良い

やや良い

同程度

やや悪い

悪い

合計
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（組織への帰属意識別）

総数の３年前

からの変化

増加－減少

従業員の過不足感（非常に不足の割合＋不足の割合）

総数 女性
新規学卒

採用者

歳

以下

歳

以上

障がい

者

外国人

労働者

正社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

良い

やや良い

同程度

やや悪い

悪い

合計

非正規社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

良い

やや良い

同程度

やや悪い

悪い

合計

（製品やサービスの質別）

総数の３年前

からの変化

増加－減少

従業員の過不足感（非常に不足の割合＋不足の割合）

正社員

総数
女性

新規学卒

採用者

歳

以下

歳

以上

障がい

者

外国人

労働者

正社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

良い

やや良い

同程度

やや悪い

悪い

合計

非正規社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

良い

やや良い

同程度

やや悪い

悪い

合計

さらに、正社員および非正規社員の不足状況（不足と不足以外の２区分）を基準にした

検定では、正社員の定着率では、正社員の総数と女性正社員の属性で平均に差が認められ

た。正社員総数が不足している企業は、正社員の定着率が、良いよりも同程度に近い方に

寄っているが、女性正社員が不足する企業ではむしろ良い方に寄っている。組織への帰属

意識では、非正規社員の総数と女性非正規社員の属性で平均に差が認められた。非正規社
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員総数および女性非正規社員が不足する企業は、そうでない企業にくらべて組織への帰属

意識が、良いよりも他社と同程度に近い傾向を示している。製品やサービスの質では、女

性非正規社員の属性で平均に差がみられた。女性非正規社員が不足する企業は、そうでな

い企業にくらべると、製品やサービスの質を他社と同程度に近い方に評価する傾向がみら

れる（図表２－２－２－13）。 

図表２－２－２－ 人材不足の状況を基準とする自社の状況の平均値の比較

総数 女性
新規学卒

採用者
歳以下 歳以上 障がい者

外国人

労働者

正社員の不足状況別にみた、他社と比較した自社の状況の平均値

正社員の定着率
不足

不足以外

組織への帰属意識
不足

不足以外

製品やサービスの質
不足

不足以外

非正規社員の不足状況別にみた、他社と比較した自社の状況の平均値

正社員の定着率
不足

不足以外

組織への帰属意識
不足

不足以外

製品やサービスの質
不足

不足以外

（注１）同業種･同規模の他社と比較した自社の状況：良い＝ ､やや良い＝ ､同程度＝ ､やや悪い＝ ､悪い＝

（注２）正社員・非正規社員の不足状況：不足＝非常に不足＋不足、不足以外＝適正＋過剰＋非常に過剰

（注３） 、 、

【従業員の主な採用枠別】

業務別の従業員の過不足の状況を従業員の主な採用枠別にみると、正社員および非正規

社員とも、現在の状況と理想的な状況の間で従業員の不足割合は同じ傾向を示している。

有意差が認められたのは、正社員の理想的な状況と現業業務の関係で、現業業務では、中

途採用中心の企業にくらべると、新規学卒中心および新規学卒と中途採用の両方を採用枠

とする企業で不足する割合が高い（p>.1）。また、正社員および非正規社員とも、採用枠

が理想的な状況となった場合、中途採用中心の企業の不足割合が低下する一方、新規学卒

中心の企業では、「管理･企画業務」、「営業･販売業務」、「現業業務」の各業務の人材が不足

する割合が高くなり、若年層の不足感は依然として強い（図表２－２－２－15）。 
次に、従業員の主な採用枠と人材の関係について、正社員の採用枠別にみると、新規学

卒中心である企業は正社員総数が３年前より増加している割合が高い（N.S.）。従業員の過

不足感は、有意差が認められるものでは、新規学卒と中途採用の両方を採用枠とする企業

で、正社員総数と新規学卒採用者が不足する割合が高い。非正規社員との関係では、正社

− 50 −



- 51 - 
 

員の採用枠が新規学卒と中途採用の両方とする企業で、非正規社員総数が３年前より増加

した割合が高い（p<.08）。 
正社員の採用枠の理想的な状況別では、正社員では新規学卒中心である企業は、正社員

総数、女性、新規学卒採用者、34歳以下の従業員の不足感が強い（正社員総数：p<.006、
女性：p<.09、新規学卒採用者：p<.0001、34歳以下：p<.004）。また、非正規社員との関
係では、正社員の採用枠が、新規学卒中心が理想的な状況である企業が、３年前より非正

規社員総数が増加した割合が高い（p<.08）。 
なお、非正規社員の採用枠別と人材の関係では、有意差はみられない。 

図表２－２－２－ 業務別にみた従業員の過不足の状況（従業員の主な採用枠別）

不足（「非常に不足」＋「不足」）の割合
管理・

企画業務

専門的・

技術的業務

事務

業務

営業・

販売業務

現業

業務

その他

業務

正社員の現在の状況

有意差

新規学卒中心

中途採用中心

新規学卒と中途採用中心

合計

正社員の理想的な状況

有意差

新規学卒中心

中途採用中心

新規学卒と中途採用中心

合計

（正社員）理想的な状況での不足割合－現在の不足割合

新規学卒中心

中途採用中心

新規学卒と中途採用中心

非正規社員の現在の状況

有意差

新規学卒中心

中途採用中心

新規学卒と中途採用中心

合計

非正規社員の理想的な状況

有意差

新規学卒中心

中途採用中心

新規学卒と中途採用中心

合計

（非正規社員）理想的な状況の場合の不足割合－現在の不足割合

新規学卒中心

中途採用中心

新規学卒と中途採用中心
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図表２－２－２－ 正社員の現在の主な採用枠と従業員総数の変化および過不足感
総数の３年前

からの変化

増加－減少

従業員の過不足感（非常に不足の割合＋不足の割合）

正社員

総数
女性

新規学卒

採用者

歳

以下

歳

以上

障がい

者

外国人

労働者

正社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

新規学卒

中途採用

新規学卒と

中途採用

合計

非正規社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

新規学卒

中途採用

新規学卒と

中途採用

合計

図表２－２－２－ 正社員の採用枠の理想的な状況と社員総数の変化および過不足感

総数の３年前

からの変化

増加－減少

従業員の過不足感（非常に不足の割合＋不足の割合）

正社員

総数
女性

新規学卒

採用者

歳

以下

歳

以上

障がい

者

外国人

労働者

正社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

新規学卒

中途採用

新規学卒と

中途採用

合計

非正規社員（総数の３年前からの変化と現状の不足感）

有意差

新規学卒

中途採用

新規学卒と

中途採用

合計

 
【３年前と比較した自社の人材をめぐる現状別】

３年前と比較した自社の人材をめぐる現状別に業務別の従業員の過不足の状況をみる

と、雇用にとってマイナスと考えられる現状の有無別のクロス集計では有意差のみられる

ものは少ないが、現状認識の違いによって人材が不足する割合は異なる。また、自社の変

化を基準とする業務別の人材不足の平均値を比較すると、差の認められるものがみられる。 
管理･企画業務の人材は、定着率の低下、外注･機械化･省力化の重視、従業員の就労意

欲の低下、人事労務上のトラブルの増加がみられる企業で不足する割合が高い。専門的・

技術的業務の人材は、人材確保の困難化、定着率の低下、労働災害や心身面の不調の顕在
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化がみられる企業で不足する割合が高い。営業･販売業務の人材は、労働災害や心身面の不

調の顕在化がみられる企業で不足する割合が高い。現業業務の人材は、人材確保の困難化

（p<.007）、定着率の低下（p<.002）、外注･機械化･省力化の重視、人事労務上のトラブル

が増加した企業で不足する割合が高い（図表２－２－２－17 および 18）。 
 

図表２－２－２－ ３年前からの自社の変化と業務別の人材不足割合 

業務

（有意差）

右記の各

事項の３

年前から

の変化

（注 ）

従業員が不足する割合（非常に不足＋不足）

①人材確保

が難しくな

った

②定着率が

下がった

③人材確保

より外注･機

械化･省力化

を重視

④従業員の

就労意欲が

低下した

⑤労働災害

や心身面の

不調が顕在

化した

⑥人事労務

上のトラブ

ルが増加し

た

管理・企画

（ ）

該当

非該当

専門的・技術的

（ ）

該当

非該当

事務

（ ）

該当

非該当

営 業 ・ 販 売

（ ）

該当

非該当

現業

①（ ）

②（ ）

該当

非該当

その他

（ ）

該当

非該当

図表２－２－２－ 自社の変化を基準とする業務別の人材不足の平均値の比較 

業務

右記の各

事項の３

年前から

の変化

（注 ）

①人材確保

が難しくな

った

②定着率が

下がった

③人材確保

より外注･機

械化･省力化

を重視

④従業員の

就労意欲が

低下した

⑤労働災害

や心身面の

不調が顕在

化した

⑥人事労務

上のトラブ

ルが増加し

た

上記の各現状の該当の有無別にみた人材不足の状況（注 ２）

管理企画
該当

非該当

専門的・

技術的

該当

非該当

事務
該当

非該当

営業・販売
該当

非該当

現業
該当

非該当

その他
該当

非該当

（注１）人材不足の状況：非常に不足＝ 、不足＝ 、適正＝ 、過剰＝ 、非常に過剰＝

（注２）自社の現状の該当状況：該当＝よくあてはまる＋ややあてはまる、非該当＝どちらともいえない

＋あまりあてはまらない＋まったくあてはまらない

（注３） 、 、

正社員および非正規社員の不足状況（不足と不足以外の２区分）を基準にした検定では、

正社員では、総数および外国人労働者を除くすべての属性について、不足する企業の方が、
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「人材確保が難しくなった」傾向がみられ、従業員のすべての属性で人材の確保が困難化

していることがうかがえる。また、正社員の総数では、不足する企業の方が、定着率が下

がった傾向がみられるが、反対に、外国人労働者では、不足していない企業の方が、定着

率が下がる傾向がみられ、外国人労働者は、現在のところ、人材として主流に位置づけら

れていないとも考えられる。従業員の就労意欲の低下や人事労務上のトラブルの増加につ

いては、新規学卒採用者が不足していない企業の方が、あてはまる傾向がみられた。これ

には、新規学卒者の採用を志向していない企業があることのほか、新規学卒者の採用に向

けて就業環境の整備などに取り組み、その効果が現れている可能性なども考えられる。 
非正規社員の総数では、不足する企業の方が、人材確保の困難化、定着率の低下、人材

確保より外注・機械化・省力化の重視、従業員の就労意欲の低下、労働災害や心身面の不

調の顕在化、人事労務上のトラブルの増加といった課題が、不足しない企業よりも多くみ

られる。 
 
図表２－２－２－ 人材不足の状況を基準とする自社の現状の平均値の比較

総数 女性
新規学卒

採用者
歳以下 歳以上 障がい者

外国人

労働者

正社員の不足状況と３年前と比較した自社の現状の平均値

人材確保が難しくな

った

不足

不足以外

定着率が下がった
不足

不足以外

人材確保より外注・機

械化・省力化を重視す

るようになった

不足

不足以外

従業員の就労意欲が

低下した

不足

不足以外

労働災害や心身面の

不調が顕在化した

不足

不足以外

人事労務上のトラブ

ルが増加した

不足

不足以外

非正規社員の不足状況と３年前と比較した自社の現状の平均値

人材確保が難しくな

った

不足

不足以外

定着率が下がった
不足

不足以外

人材確保より外注・機

械化・省力化を重視す

るようになった

不足

不足以外

従業員の就労意欲が

低下した

不足

不足以外

労働災害や心身面の

不調が顕在化した

不足

不足以外

人事労務上のトラブ

ルが増加した

不足

不足以外

（注１）３年前と比較した自社の現状：よくあてはまる＝ 、ややあてはまる＝ 、どちらともいえない＝ 、

あまりあてはまらない＝ 、まったくあてはまらない＝

（注２）正社員・非正規社員の不足状況：不足＝非常に不足＋不足、不足以外＝適正＋過剰＋非常に過剰

（注３） 、 、
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（３）採用や確保に関する事項と情報発信の状況

以下では、人材の採用や確保に関する「企業概要」「採用・雇用」「労働環境」「教育・処

遇」の４項目群の 28 の事項が、自社の特徴に該当するかどうか、また、そうした情報を、

仕事を探している人に発信（会社の WEB ページや求人票などへの掲載などの方法により）

しているかどうかといった現状を、全般的な傾向および業種と主な企業属性別にみていく。 
 
【全般的傾向】

まず、事項の全体と４項目群について、業種を基準にした分散分析の結果をみると、１

つの項目群（自社の特徴に該当する労働環境の項目群）を除いて、全体の平均と各項目群

の平均に有意差が認められた。自社の特徴に該当する項目数と情報を掲載している項目数

の平均値は、全体的に建設業が高い（図表２－２－３－１）。その中で、建設業は、労働環

境に関する事項について自社の特徴に該当する項目数の平均値が、製造業や運輸業を下回

る一方で、情報を掲載している項目数の平均値は３業種で最も大きく、自社の特徴と認識

する如何にかかわらず、人材の確保に積極的に取り組もうとしていることがうかがえる。

図表２－２－３－１ 採用と確保に関する事項への該当と情報掲載の状況の業種間比較

自社の特徴に該当する項目数 情報を掲載している項目数

平均値

標準

偏差

Ｆ値

有意確率 平均値

標準

偏差

Ｆ値

有意確率

全体

（ 項目

／情報掲載

は 項目）

製造業

製造業と建設業
製造業と建設業

運輸業と建設業

運輸業

建設業

合計

企業概要

（５項目／

情報掲載は

４項目）

製造業

製造業と建設業

運輸業と建設業

製造業と建設業

運輸業と建設業

運輸業

建設業

合計

採用･雇用

（５項目）

製造業

製造業と運輸業
製造業と建設業

運輸業と建設業

運輸業

建設業

合計

労働環境

（ 項目）

製造業

業種間の有意差
製造業と建設業

運輸業と建設業

運輸業

建設業

合計

教育･処遇

（５項目）

製造業

製造業と建設業

運輸業と建設業

製造業と建設業

運輸業と建設業

運輸業

建設業

合計

注： 、 、
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次に、全項目を全業種でみると、「経営が比較的安定している」「若手社員が活躍できる」

「職場の雰囲気や人間関係が良い」「入社後に資格を取得できる」「入社時に資格や経験が

なくてもよい」「事業の社会的意義を実感できる」は、該当または情報発信している割合が

高い一方、「給与水準が、同業他社より高い」「労働時間が、同業他社より短い」「メンタル

ケアが充実している」「管理職に就いている女性社員がいる」「労働時間が、同業他社より

長い」「企業名が知られている」「給与水準が、同業他社より低い」「正社員に兼業や副業を

認めている」「離職率が、同業他社より低い」「夜間/休日勤務に本人の希望が通りやすい」
「作業負担や事故等が少ない」などといった、労働条件等に関するやや具体的あるいは現

実的な事項は、該当または情報発信している割合が低い（図表２－２－３－２および３）。 

図表２－２－３－２ 人材の採用や確保に関する事項の自社の特徴としての認識状況

人材の採用や確保に関する事項 全体 製造業 運輸業 建設業
業種間

有意差

経営が比較的安定している

若手社員が活躍できる

職場の雰囲気や人間関係が良い

入社後に資格を取得できる

入社時に資格や経験がなくてもよい

事業の社会的意義を実感できる

作業負担や事故等が少ない

生活と仕事を両立しやすい

休日や有給休暇を規定通り取得できる

非正規社員から正社員への登用がある

将来の見通しや方針を策定している

夜間 休日勤務に本人の希望が通りやすい

離職率が、同業他社より低い

勤務地に本人の希望が通りやすい

キャリアアップや昇進をしやすい

立地が比較的良い

教育研修が充実している

技能や資格取得への報奨金制度がある

福利厚生が、同業他社より充実している

女性社員が活躍できる

給与水準が、同業他社より高い

労働時間が、同業他社より短い

メンタルケアが充実している

管理職に就いている女性社員がいる

労働時間が、同業他社より長い

企業名が知られている

給与水準が、同業他社より低い

正社員に兼業や副業を認めている
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図表２－２－３－３ 人材の採用や確保に関する事項の情報発信の状況

人材の採用や確保に関する事項 全業種 製造業 運輸業 建設業 業種間有意差

入社時に資格や経験がなくてもよい

事業の社会的意義を実感できる

若手社員が活躍できる

経営が比較的安定している

立地が比較的良い

入社後に資格を取得できる

将来の見通しや方針を策定している

職場の雰囲気や人間関係が良い

教育研修が充実している

福利厚生が、同業他社より充実している

給与水準が、同業他社より高い

女性社員が活躍できる

休日や有給休暇を規定通り取得できる

非正規社員から正社員への登用がある

技能や資格取得への報奨金制度がある

勤務地に本人の希望が通りやすい

キャリアアップや昇進をしやすい

労働時間が、同業他社より短い

労働時間が、同業他社より長い

生活と仕事を両立しやすい

給与水準が、同業他社より低い

離職率が、同業他社より低い

夜間 休日勤務に本人の希望が通りやすい

作業負担や事故等が少ない

管理職に就いている女性社員がいる

メンタルケアが充実している

正社員に兼業や副業を認めている

また、自社の特徴として該当する割合と情報発信している割合の差は、自社の特徴だと

認識しているにもかかわらず、外部への情報発信が十分に行われていない可能性があるこ

とを示していると考えられる。差が大きいのは、「作業負担や事故等が少ない」「生活と仕

事を両立しやすい」「職場の雰囲気や人間関係が良い」「入社後に資格を取得できる」「経営

が比較的安定している」「非正規社員から正社員への登用がある」「休日や有給休暇を規定

通り取得できる」「夜間/休日勤務に本人の希望が通りやすい」「離職率が、同業他社より低
い」「若手社員が活躍できる」などが３割以上に大きく、これらの特徴は、求職者が知りた

いと思う事項も多く、情報発信する必要性や余地があると考えられる。業種別でみると、

建設業では全般的に差が小さく、情報発信に積極的に取り組んでいる面がみられる。
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図表２－２－３－４ 人材の採用や確保に関する事項の自社の特徴として認識する割合

と情報発信している割合の差≪特徴の認識割合－情報発信している割合≫

人材の採用や確保に関する事項 全業種 製造業 運輸業 建設業

作業負担や事故等が少ない

生活と仕事を両立しやすい

職場の雰囲気や人間関係が良い

入社後に資格を取得できる

経営が比較的安定している

非正規社員から正社員への登用がある

休日や有給休暇を規定通り取得できる

夜間 休日勤務に本人の希望が通りやすい

離職率が、同業他社より低い

若手社員が活躍できる

将来の見通しや方針を策定している

企業名が知られている

事業の社会的意義を実感できる

キャリアアップや昇進をしやすい

勤務地に本人の希望が通りやすい

技能や資格取得への報奨金制度がある

メンタルケアが充実している

女性社員が活躍できる

入社時に資格や経験がなくてもよい

福利厚生が、同業他社より充実している

教育研修が充実している

立地が比較的良い

給与水準が、同業他社より高い

管理職に就いている女性社員がいる

労働時間が、同業他社より短い

労働時間が、同業他社より長い

正社員に兼業や副業を認めている

給与水準が、同業他社より低い

 
さらに、図表２－２－３－５は、自社の特徴としての認識状況と情報掲載の状況の両方

に回答した企業に限定してみた結果である。自社の特徴だと認識し情報を掲載する割合が

４割を超えて高い項目は、「入社時に資格や経験がなくてもよい」「若手社員が活躍できる」

「事業の社会的意義を実感できる」「経営が比較的安定している」「入社後に資格を取得で

きる」「職場の雰囲気や人間関係が良い」である。一方、自社の特徴だと認識しているもの
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の情報を掲載していない割合が高い項目は、「作業負担や事故等が少ない」「生活と仕事を

両立しやすい」「職場の雰囲気や人間関係が良い」「非正規社員から正社員への登用がある」

「夜間/休日勤務に本人の希望が通りやすい」「休日や有給休暇を規定通り取得できる」「離
職率が、同業他社より低い」「経営が比較的安定している」「入社後に資格を取得できる」

「若手社員が活躍できる」「将来の見通しや方針を策定している」といった、求職者にとっ

て働く上で重要かつ具体的な情報も多く、情報を発信する余地が大きいといえる。 
また、自社の特徴だと認識しておらず情報も掲載していない割合が高いのは、「正社員

に兼業や副業を認めている」「給与水準が、同業他社より低い」「管理職に就いている女性

社員がいる」「労働時間が、同業他社より長い」「メンタルケアが充実している」「労働時間

が、同業他社より短い」「技能や資格取得への報奨金制度がある」「給与水準が、同業他社

より高い」「福利厚生が、同業他社より充実している」「女性社員が活躍できる」「教育研修

が充実している」「キャリアアップや昇進をしやすい」などが４割程度に高く、項目によっ

ては企業全般の取組みが進んでいないものもあり、先進的に取り組む余地があるといえる。 
 
図表２－２－３－５ 自社の特徴としての認識と情報掲載の組み合わせ状況（全業種） 

自社の特徴

と認識し、

情報を掲載

自社の特徴と認

識しているが、

情報は非掲載

自社の特徴と認

識していない

が、情報を掲載

自社の特徴と認

識しておらず、

情報も非掲載

事業の社会的意義を実感できる

経営が比較的安定している

将来の見通しや方針を策定している

立地が比較的良い

入社時に資格や経験がなくてもよい

若手社員が活躍できる

女性社員が活躍できる

管理職に就いている女性社員がいる

勤務地に本人の希望が通りやすい

労働時間が、同業他社より短い

労働時間が、同業他社より長い

給与水準が、同業他社より高い

給与水準が、同業他社より低い

離職率が、同業他社より低い

休日や有給休暇を規定通り取得できる

福利厚生が、同業他社より充実している

作業負担や事故等が少ない

夜間 休日勤務に本人の希望が通りやすい

メンタルケアが充実している

職場の雰囲気や人間関係が良い

生活と仕事を両立しやすい

正社員に兼業や副業を認めている

教育研修が充実している

入社後に資格を取得できる

キャリアアップや昇進をしやすい

非正規社員から正社員への登用がある

技能や資格取得への報奨金制度がある
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さらに、業種別でみると、多くの項目で、建設業が自社の特徴と認識する割合が高く、

情報を掲載する割合が高く、建設業が、人材確保に積極的に取り組んでいるといえる。ま

た、自社の特徴と認識しつつも、情報を掲載していない割合の高い項目を業種別にみると、

全業種で「作業負担や事故等が少ない」「職場の雰囲気や人間関係が良い」が共通するほか、

製造業では、「生活と仕事を両立しやすい」「休日や有給休暇を規定通り取得できる」「非正

規社員から正社員への登用がある」「夜間/休日勤務に本人の希望が通りやすい」などであ
る。運輸業では、「経営が比較的安定している」「生活と仕事を両立しやすい」「入社後に資

格を取得できる」「離職率が、同業他社より低い」「休日や有給休暇を規定通り取得できる」

「夜間/休日勤務に本人の希望が通りやすい」などである。建設業では、他の業種よりも情
報掲載に着手する割合が高いが、「生活と仕事を両立しやすい」「非正規社員から正社員へ

の登用がある」などで情報掲載に取り組む余地がある。 
 
図表２－２－３－６ 自社の特徴としての認識と情報掲載の組み合わせ状況（業種別） 

自社の特徴と認識する割合 左記のうち、情報非掲載割合

製造業 運輸業 建設業 製造業 運輸業 建設業

事業の社会的意義を実感できる

経営が比較的安定している

将来の見通しや方針を策定している

立地が比較的良い

入社時に資格や経験がなくてもよい

若手社員が活躍できる

女性社員が活躍できる

管理職に就いている女性社員がいる

勤務地に本人の希望が通りやすい

労働時間が、同業他社より短い

労働時間が、同業他社より長い

給与水準が、同業他社より高い

給与水準が、同業他社より低い

離職率が、同業他社より低い

休日や有給休暇を規定通り取得できる

福利厚生が、同業他社より充実している

作業負担や事故等が少ない

夜間 休日勤務に本人の希望が通りやすい

メンタルケアが充実している

職場の雰囲気や人間関係が良い

生活と仕事を両立しやすい

正社員に兼業や副業を認めている

教育研修が充実している

入社後に資格を取得できる

キャリアアップや昇進をしやすい

非正規社員から正社員への登用がある

技能や資格取得への報奨金制度がある
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図表２－２－３－７および８は、人材の採用や確保に関する事項の情報掲載の有無の別

に、従業員数の変化、業況の変化、人材をめぐる企業の現状との関係を示している。 
正社員総数が増加する傾向がみられるのは、「経営が比較的安定している」「将来の見通

しや方針を策定している」「入社時に資格や経験がなくてもよい」「女性社員が活躍できる」

「生活と仕事を両立しやすい」といった情報を掲載する企業である。有意差は認められな

いが、「労働時間が、同業他社より長い」「給与水準が、同業他社より低い」といった情報

は、掲載しない企業の方が、総数が増加する傾向がみられる。また、非正規社員総数が増

加する傾向がみられるのは、「女性社員が活躍できる」「労働時間が、同業他社より短い」

「非正規社員から正社員への登用がある」といった情報を掲載する企業である。経営の安

定性、経営方針、働き方の多様性などが、従業員総数の変化に影響すると考えられる。 
経常利益が増加する傾向がみられるのは、「経営が比較的安定している」「若手社員が活

躍できる」「入社後に資格を取得できる」といった情報を掲載する企業である。また、売上

高が増加する傾向は、情報を掲載する企業の多くでみられる。特に、非掲載の企業と１％

水準で有意差が認められるのは、採用・雇用、労働環境、教育・処遇に関する幅広い情報

（「若手社員が活躍できる」「女性社員が活躍できる」「管理職に就いている女性社員がいる」

「職場の雰囲気や人間関係が良い」「教育研修が充実している」「入社後に資格を取得でき

る」「キャリアアップや昇進をしやすい」「非正規社員から正社員への登用がある」「技能や

資格取得への報奨金制度がある」）のほか、５％水準で有意差が認められるのは、企業概要

や労働環境に関する情報（「事業の社会的意義を実感できる」「経営が比較的安定している」

「将来尾の見通しや方針を策定している」「労働時間が、同業他社より長い」「離職率が、

同業他社より低い」「福利厚生が、同業他社より充実している」）である。 
人材確保が困難化した企業は、困難化を背景に幅広く情報掲載しているとも考えられ、

採用・雇用や教育・処遇に関する情報（「入社時に資格や経験がなくてもよい」「若手社員

が活躍できる」「職場の雰囲気や人間関係が良い」「生活と仕事を両立しやすい」「教育研修

が充実している」「入社後に資格を取得できる」「技能や資格取得への報奨金制度がある」

など）を掲載している。定着率が低下する傾向がみられるのは、「入社後に資格を取得でき

る」ことを情報掲載している企業、また、「生活と仕事を両立しやすい」ことを情報掲載し

ていない企業である。従業員の就労意欲が低下する傾向がみられるのは、「労働時間が同業

他社より短い」「労働時間が同業他社より長い」「メンタルケアが充実している」「職場の雰

囲気や人間関係が良い」「生活と仕事を両立しやすい」といった、従業員にとって関心の高

いと考えられる情報を掲載していない企業である。人材確保より外注・機械化・省力化を

重視する傾向がみられるのは、「将来の見通しや方針を策定している」を情報掲載している

企業である。また、「労働時間が同業他社より短い」「教育研修が充実している」「入社後に

資格を取得できる」「技能や資格取得への報奨金制度がある」といったことを情報掲載して

いない企業である。これは、労働時間の問題が少なく、人材育成を重視する企業では、人

材に依拠する傾向が強く、外注・機械化・省力化を二義的に考えていることがうかがえる。  
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図表２－２－３－７ 情報掲載の有無別にみた人材および業況の変化 
正社員総数が

増加した企業

非正規社員総数が

増加した企業

経常利益が増加した

企業（３年前と比較）

売上高が増加した

企業（３年前と比較）

３年後の売上高の

見通しが増加の企業

情報掲載

企業のう

ち（％）

情報非掲

載企業の

うち（％）

情報掲載

企業のう

ち（％）

情報非掲

載企業の

うち（％）

情報掲載

企業のう

ち（％）

情報非掲

載企業の

うち（％）

情報掲載

企業のう

ち（％）

情報非掲

載企業の

うち（％）

情報掲載

企業のう

ち（％）

情報非掲

載企業の

うち（％）

事業の社会的意義

を実感できる

経営が比較的

安定している

将来の見通しや

方針を策定している

立地が比較的良い

入社時に資格や

経験がなくてもよい

若手社員が活躍でき

る

女性社員が活躍でき

る

管理職に就いている

女性社員がいる

勤務地に本人の希望

が通りやすい

労働時間が、同業他社

より短い

労働時間が、同業他社

より長い

給与水準が、同業他社

より高い

給与水準が、同業他社

より低い

離職率が、同業他社よ

り低い

休日や有給休暇を規

定通り取得できる

福利厚生が、同業他社

より充実している

作業負担や事故等が

少ない

夜間 休日勤務に本人

の希望が通りやすい

メンタルケアが充実

している

職場の雰囲気や人間

関係が良い

生活と仕事を両立し

やすい

正社員に兼業や副業

を認めている

教育研修が充実して

いる

入社後に資格を取得

できる

キャリアアップや昇

進をしやすい

非正規社員から正社

員への登用がある

技能や資格取得への

報奨金制度がある

注： *p<.1、**p<.05、***p<.01  
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図表２－２－３－８ 情報掲載の有無別にみた人材をめぐる現状の変化 
人材確保が

困難化した企業

定着率が

低下した企業

従業員の就労意欲が

低下した企業

労働災害や心身面の

不調が顕在した企業

外注･機械化･省力化

を重視する企業

情報掲載

企業のう

ち（％）

情報非掲

載企業の

うち（％）

情報掲載

企業のう

ち（％）

情報非掲

載企業の

うち（％）

情報掲載

企業のう

ち（％）

情報非掲

載企業の

うち（％）

情報掲載

企業のう

ち（％）

情報非掲

載企業の

うち（％）

情報掲載

企業のう

ち（％）

情報非掲

載企業の

うち（％）

事業の社会的意義

を実感できる

経営が比較的

安定している

将来の見通しや

方針を策定している

立地が比較的良い

入社時に資格や

経験がなくてもよい

若手社員が活躍でき

る

女性社員が活躍でき

る

管理職に就いている

女性社員がいる

勤務地に本人の希望

が通りやすい

労働時間が、同業他社

より短い

労働時間が、同業他社

より長い

給与水準が、同業他社

より高い

給与水準が、同業他社

より低い

離職率が、同業他社よ

り低い

休日や有給休暇を規

定通り取得できる

福利厚生が、同業他社

より充実している

作業負担や事故等が

少ない

夜間 休日勤務に本人

の希望が通りやすい

メンタルケアが充実

している
･

職場の雰囲気や人間

関係が良い

生活と仕事を両立し

やすい

正社員に兼業や副業

を認めている

教育研修が充実して

いる
＊

入社後に資格を取得

できる

キャリアアップや昇

進をしやすい

非正規社員から正社

員への登用がある

技能や資格取得への

報奨金制度がある

注： *p<.1、**p<.05、***p<.01
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【企業概要に関する事項】

企業概要に関する５項目では、全業種では、「経営が比較的安定している」と「事業の社

会的意義を実感できる」と考える割合が８割ないし９割と高く、「将来の見通しや方針を策

定している」企業も約７割ある。一方、「立地が比較的良い」や「企業名が知られている」

を自社の特徴だと考える割合はやや低く、業種間の有意差も認められない。業種別では、

「企業名が知られている」を除いて、建設業が自社の特徴だと考える割合が全般的に高い。 
企業概要に関する情報を WEB ページや求人票に掲載している割合は、自社の特徴と考

える割合よりも低く、全般的に５割前後にとどまる。特に、「将来の見通しや方針」を掲載

する企業は 44.6％にとどまる。また、事業の社会的意義については、建設業の７割超が情
報掲載する一方、運輸業では約４割と低く、製造業でも半数程度にとどまる。業種別では、

すべての項目について建設業で掲載する割合が高いのに対し、運輸業では掲載する割合が

３業界の中で最も低い。また、５つの項目について、３年前は情報を掲載していたが、現

在は情報を掲載していない企業の割合は、３業種全体では１～２％程度である。 
 

図表２－２－３－９ 企業概要に関する特徴とその情報としての発信の状況

企業概要に関する項目
自社の特徴に該当すると考える割合

全業種 製造業 運輸業 建設業 有意差

事業の社会的意義を実感できる

経営が比較的安定している

将来の見通しや方針を策定している

立地が比較的良い

企業名が知られている

↓

上：企業概要に関する項目

下：３年前は掲載、現在は非掲載の割合
３業種全体 製造業 運輸業 建設業

上： ページや求人票等に情報掲載している割合

下：上記のうち、３年前は非掲載だった割合

全業種 製造業 運輸業 建設業 有意差

事業の社会的意義を実感できる

－

経営が比較的安定している

－

将来の見通しや方針を策定している

立地が比較的良い

－

【採用・雇用に関する事項】

採用・雇用に関する各項目では、「若手社員が活躍できる」と考える企業が 87.6％と多
く、特に、製造業では 92.5％の企業、建設業では 89.4％の企業が、若手社員の活躍に期待
している。ついで、「入社時に資格や経験がなくてもよい」と考える企業が 79.8％と多く、
製造業では 89.6％の企業が資格や経験を求めていない。女性社員の活躍については、若手
社員ほどではないが、約半数の企業が女性の活躍に期待していると考えられ、建設業では
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割合が低い一方、製造業では約６割の企業が、女性社員が活躍できると考えている。 
また、５つの項目について、３年前は情報を掲載していたが、現在は情報を掲載してい

ない企業の割合は、３業種全体では１～２％程度である。 

図表２－２－３－ 採用・雇用に関する特徴とその情報としての発信の状況 

採用・雇用に関する項目
自社の特徴に該当すると考える割合

全業種 製造業 運輸業 建設業 有意差

入社時に資格や経験がなくてもよい

若手社員が活躍できる

女性社員が活躍できる

管理職に就いている女性社員がいる
（管理職は一般従業員から報告を受けた

り、昇進などの決定に関与する人）

勤務地に本人の希望が通りやすい

↓

上：採用・雇用に関する項目

下：３年前は掲載、現在は非掲載の割合
３業種全体 製造業 運輸業 建設業

上： ページや求人票等に情報掲載している割合

下：上記のうち、３年前は非掲載だった割合

全業種 製造業 運輸業 建設業 有意差

入社時に資格や経験がなくてもよい

－

若手社員が活躍できる

－

女性社員が活躍できる

－

管理職に就いている女性社員がいる

－

勤務地に本人の希望が通りやすい

－

 
【労働環境に関する事項】

労働環境に関する 13 項目では、全業種では、「職場の雰囲気や人間関係が良い」「作業
負担や事故等が少ない」「生活と仕事を両立しやすい」「休日や有給休暇を規定通り取得で

きる」と考える割合が７割を超えて高い。一方、「正社員に兼業や副業を認めている」「給

与水準が同業他社より低い」「労働時間が、同業他社より長い」を自社の特徴だと考える割

合はやや低い。業種別では、労働時間は、建設業が製造業にくらべて長いが（運輸業は二

極的）、給与水準は建設業が他の業種よりも高いと考えられる。また、休日や有給休暇（夜

間／休日勤務の希望の通りやすさを含む）は、建設業で規定通り取得しにくい面があると

考えられるが、福利厚生の充実には注力していることがうかがえる。 
労働環境に関する情報を WEB ページや求人票に掲載している割合では、自社の特徴と
考える割合が７～８割台で高いものの、情報掲載する割合の低い項目があり、例えば、「作

業負担や事故等が少ない」「職場の雰囲気や人間関係が良い」「生活と仕事を両立しやすい」

などは３割前後から４割程度の掲載にとどまる。しかし、建設業の例では、３年前までは

非掲載だった割合の高い項目も多く、今後、情報掲載が進展する可能性も想定される。  
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図表２－２－３－ 労働環境に関する特徴とその情報としての発信の状況 

労働環境に関する項目
自社の特徴に該当すると考える割合

全業種 製造業 運輸業 建設業 有意差

労働時間が、同業他社より短い

労働時間が、同業他社より長い

給与水準が、同業他社より高い

給与水準が、同業他社より低い

離職率が、同業他社より低い

休日や有給休暇を規定通り取得できる

福利厚生が、同業他社より充実している

作業負担や事故等が少ない

夜間 休日勤務に本人の希望が通りやすい

メンタルケアが充実している

職場の雰囲気や人間関係が良い

生活と仕事を両立しやすい

正社員に兼業や副業を認めている

↓

上：労働環境に関する項目

下：３年前は掲載、現在は非掲載の割合
３業種全体 製造業 運輸業 建設業

上： ページや求人票等に情報掲載している割合

下：上記のうち、３年前は非掲載だった割合

全業種 製造業 運輸業 建設業 有意差

労働時間が、同業他社より短い

－

労働時間が、同業他社より長い

－

給与水準が、同業他社より高い

－

給与水準が、同業他社より低い

－

離職率が、同業他社より低い

－

休日や有給休暇を規定通り取得できる

－

福利厚生が、同業他社より充実している

－

作業負担や事故等が少ない

－

夜間 休日勤務に本人の希望が通りやすい

－

メンタルケアが充実している

－

職場の雰囲気や人間関係が良い

－

生活と仕事を両立しやすい

－

正社員に兼業や副業を認めている

－
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【教育・処遇に関する項目】

教育・処遇に関する５項目では、全業種では、「入社後に資格を取得できる」「非正規社

員から正社員への登用がある」が７割を超えて多く、約半数の企業が「キャリアアップや

昇進をしやすい」「教育研修が充実している」「技能や資格取得への報奨金制度がある」こ

とが自社の特徴だと認識している。業種別では、３業種とも、約７割の企業が、非正規社

員から正社員に登用しているが（N.S.）、入社後の資格取得は、業種の特性上、建設業（97.2％）
や運輸業（84.5％）に比べると、製造業は 65.4％とやや低い。業種によって差の大きい事
項は、教育研修、キャリアアップや昇進、技能や資格取得への報奨金制度で、これらは、

建設業で自社の特徴と認識する割合が高く、製造業で認識する割合が相対的に低い。 
教育・処遇に関する情報を WEB ページや求人票に掲載している割合は、自社の特徴と
考える割合よりも低く、乖離が大きいのは、「入社後に資格を取得できる」「非正規社員か

ら正社員への登用がある」は、特徴と認識する割合が高いものの、掲載する割合が他の項

目並みの掲載状況である。業種別でみると、建設業が掲載する割合が相対的に高い。 

図表２－２－３－ 教育・処遇に関する特徴とその情報としての発信の状況

教育・処遇に関する項目
自社の特徴に該当すると考える割合

全業種 製造業 運輸業 建設業 有意差

教育研修が充実している

入社後に資格を取得できる

キャリアアップや昇進をしやすい

非正規社員から正社員への登用がある

技能や資格取得への報奨金制度がある

↓

上：教育・処遇に関する項目

下：３年前は掲載、現在は非掲載の割合
３業種全体 製造業 運輸業 建設業

上： ページや求人票等に情報掲載している割合

下：上記のうち、３年前は非掲載だった割合

全業種 製造業 運輸業 建設業 有意差

教育研修が充実している

－

入社後に資格を取得できる

－

キャリアアップや昇進をしやすい

－

非正規社員から正社員への登用がある

－

技能や資格取得への報奨金制度がある

－
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【人材の採用・確保に関する事項および情報掲載と人材不足の状況】

正社員の総数および属性別の不足状況（不足と不足以外の２区分）を基準にして、人材

の採用・確保に関する各事項の自社の特徴として認識する項目数の平均値と情報掲載して

いる項目数の平均値を比較すると、つぎのような属性と項目の区分で差がみられる（図表

２－２－３－13）。属性別にみると、それぞれ以下の項目を自社の特徴と認識し、情報掲

載する傾向がみられる。正社員総数が不足する企業は、教育処遇に関する項目を自社の特

徴として認識し、情報掲載する傾向がみられる。新規学卒採用者が不足する企業は、企業

概要および労働環境に関する項目を情報掲載する傾向がみられる。34 歳以下が不足する企

業は、教育・処遇に関する項目を情報掲載する傾向がみられる。60 歳以上が不足する企業

は、労働環境に関する項目を自社の特徴として認識する傾向がみられる。障がい者が不足

する企業は、採用・雇用に関する項目を自社の特徴として認識し、企業概要に関する項目

を情報掲載する傾向がみられる。これらから、人材不足に直面している企業が、自社の特

徴を十分に認識していないわけではなく、また、情報掲載に消極的であるともいえない。

人材不足に対応するため、既に、自社の現状や特徴を認識し、人材確保に向けて、情報を

選択し、その掲載に取り組んでいるといえる。 
図表２－２－３－15～18 は、人材の不足状況を基準にして各項目の平均値を整理してい

る。属性によって、人材不足企業と人材非不足企業の間に有意差のみられる項目やその数

は異なる。例えば、正社員総数の不足状況をみると、不足している企業では、「事業の社会

的意義を実感できる」「経営が比較的安定している」「労働時間が、同業他社より長い」「入

社後に資格を取得できる」「技能や資格取得への報奨金制度がある」といった点は、非不足

企業より有意に自社の特徴だと認識する傾向がみられるが、「生活と仕事を両立しやすい」

点は逆の傾向（非不足企業の方が自社の特徴だと認識する傾向）がみられる。 
同様に、非正規社員についてみると、正社員ほどに人材不足の有無によって平均値に差

がみられるわけではない。差がみられたのは、一つは、女性非正規社員が不足する企業が、

採用･雇用に関する項目について、自社の特徴として該当すると考える項目数の平均値が大

きく、これは「女性社員が活躍できる」点が影響している。反対に、外国人の非正規社員

（技能実習生を含む）が不足する企業は、企業概要に関する項目について、自社の特徴と

して該当すると考える項目数の平均値が小さい。これは、日本人従業員が不足する場合と

反対の結果を示しており、外国人の非正規社員を求めている企業が一部にとどまり、自社

の特徴や情報の掲載に対する認識が限定的であることが考えられる。 
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図表２－２－３－ 正社員の不足の有無を基準とする

自社の特徴と考える項目数および情報を掲載している項目数の平均値の比較

従業員の

不足の有無

正社員

総数
女性

新規学卒

採用者

歳

以下

歳

以上
障がい者

外国人

労働者

該当項目総数

（ 項目）

不足

不足以外

掲載項目総数

（ 項目）

不足

不足以外

企業概要該当項目数

（５項目）

不足

不足以外

企業概要掲載項目数

（４項目）

不足

不足以外

採用・雇用該当項目数

（５項目）

不足

不足以外

採用・雇用掲載項目数

（５項目）

不足

不足以外

労働環境該当項目数

（ 項目）

不足

不足以外

労働環境掲載項目数

（ 項目）

不足

不足以外

教育・処遇該当項目数

（５項目）

不足

不足以外

教育・処遇掲載項目数

（５項目）

不足

不足以外

注： 、 、

 

図表２－２－３－ 非正規社員の不足の有無を基準とする

自社の特徴と考える項目数および情報を掲載している項目数の平均値の比較 
従業員の

不足の有無

正社員

総数
女性

新規学卒

採用者

歳

以下

歳

以上
障がい者

外国人

労働者

該当項目総数

（ 項目）

不足

不足以外

掲載項目総数

（ 項目）

不足

不足以外

企業概要該当項目数

（５項目）

不足

不足以外

企業概要掲載項目数

（４項目）

不足

不足以外

採用･雇用該当項目数

（５項目）

不足

不足以外

採用･雇用掲載項目数

（５項目）

不足

不足以外

労働環境該当項目数

（ 項目）

不足

不足以外

労働環境掲載項目数

（ 項目）

不足

不足以外

教育･処遇該当項目数

（５項目）

不足

不足以外

教育･処遇掲載項目数

（５項目）

不足

不足以外

注： 、 、
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図表２－２－３－ 正社員の不足状況と自社の特徴と認識している状況の平均値の比較 
正社員⇒ 不足状況 総数 女性 新規学卒 歳以下 歳以上 障がい者 外国人労働者

事業の社会的意義を実

感できる

不足

不足以外

経営が比較的安定して

いる

不足

不足以外

将来の見通しや方針を

策定している

不足

不足以外

立地が比較的良い
不足

不足以外

企業名が知られている
不足

不足以外

入社時に資格や経験が

なくてもよい

不足

不足以外

若手社員が活躍できる
不足

不足以外

女性社員が活躍できる
不足

不足以外

管理職に就いている女

性社員がいる

不足

不足以外

勤務地に本人の希望が

通りやすい

不足

不足以外

労働時間が、同業他社

より短い

不足

不足以外

労働時間が、同業他社

より長い

不足

不足以外

給与水準が、同業他社

より高い

不足

不足以外

給与水準が、同業他社

より低い

不足

不足以外

離職率が、同業他社よ

り低い

不足

不足以外

休日や有給休暇を規定

通り取得できる

不足

不足以外

福利厚生が、同業他社

より充実している

不足

不足以外

作業負担や事故等が少

ない

不足

不足以外

夜間 休日勤務に本人

の希望が通りやすい

不足

不足以外

メンタルケアが充実し

ている

不足

不足以外

職場の雰囲気や人間関

係が良い

不足

不足以外

生活と仕事を両立しや

すい

不足

不足以外

正社員に兼業や副業を

認めている

不足

不足以外

教育研修が充実してい

る

不足

不足以外

入社後に資格を取得で

きる

不足

不足以外

キャリアアップや昇進

をしやすい

不足

不足以外

非正規社員から正社員

への登用がある

不足

不足以外

技能や資格取得への報

奨金制度がある

不足

不足以外

注１： 、 、 。網掛けした部分は、クロス集計で有意差がみられた属性および項目。

注２：自社の特徴として認識している状況： ＝自社の特徴に該当する、 ＝自社の特徴に該当しない 
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図表２－２－３－ 正社員の不足状況と情報を掲載している状況の平均値の比較 
正社員⇒ 不足状況 総数 女性 新規学卒 歳以下 歳以上 障がい者 外国人労働者

事業の社会的意義を

実感できる

不足

不足以外

経営が比較的安定し

ている

不足

不足以外

将来の見通しや方針

を策定している

不足

不足以外

立地が比較的良い
不足

不足以外

入社時に資格や経験

がなくてもよい

不足

不足以外

若手社員が活躍でき

る

不足

不足以外

女性社員が活躍でき

る

不足

不足以外

管理職に就いている

女性社員がいる

不足

不足以外

勤務地に本人の希望

が通りやすい

不足

不足以外

労働時間が、同業他社

より短い

不足

不足以外

労働時間が、同業他社

より長い

不足

不足以外

給与水準が、同業他社

より高い

不足

不足以外

給与水準が、同業他社

より低い

不足

不足以外

離職率が、同業他社よ

り低い

不足

不足以外

休日や有給休暇を規

定通り取得できる

不足

不足以外

福利厚生が、同業他社

より充実している

不足

不足以外

作業負担や事故等が

少ない

不足

不足以外

夜間 休日勤務に本人

の希望が通りやすい

不足

不足以外

メンタルケアが充実

している

不足

不足以外

職場の雰囲気や人間

関係が良い

不足

不足以外

生活と仕事を両立し

やすい

不足

不足以外

正社員に兼業や副業

を認めている

不足

不足以外

教育研修が充実して

いる

不足

不足以外

入社後に資格を取得

できる

不足

不足以外

キャリアアップや昇

進をしやすい

不足

不足以外

非正規社員から正社

員への登用がある

不足

不足以外

技能や資格取得への

報奨金制度がある

不足

不足以外

注１： 、 、 。網掛けした部分は、クロス集計で有意差がみられた属性および項目。 
注２：WEBページや求人票などへの情報掲載の状況： ＝掲載している、 ＝掲載していない  
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図表２－２－３－ 非正規社員の不足状況と自社の特徴と認識している状況の平均値 
非正規社員⇒ 不足状況 総数 女性 新規学卒 歳以下 歳以上 障がい者 外国人労働者

事業の社会的意義を

実感できる

不足

不足以外

経営が比較的安定し

ている

不足

不足以外

将来の見通しや方針

を策定している

不足

不足以外

立地が比較的良い
不足

不足以外

企業名が知られてい

る

不足

不足以外

入社時に資格や経験

がなくてもよい

不足

不足以外

若手社員が活躍でき

る

不足

不足以外

女性社員が活躍でき

る

不足

不足以外

管理職に就いている

女性社員がいる

不足

不足以外

勤務地に本人の希望

が通りやすい

不足

不足以外

労働時間が、同業他社

より短い

不足

不足以外

労働時間が、同業他社

より長い

不足

不足以外

給与水準が、同業他社

より高い

不足

不足以外

給与水準が、同業他社

より低い

不足

不足以外

離職率が、同業他社よ

り低い

不足

不足以外

休日や有給休暇を規

定通り取得できる

不足

不足以外

福利厚生が、同業他社

より充実している

不足

不足以外

作業負担や事故等が

少ない

不足

不足以外

夜間 休日勤務に本人

の希望が通りやすい

不足

不足以外

メンタルケアが充実

している

不足

不足以外

職場の雰囲気や人間

関係が良い

不足

不足以外

生活と仕事を両立し

やすい

不足

不足以外

正社員に兼業や副業

を認めている

不足

不足以外

教育研修が充実して

いる

不足

不足以外

入社後に資格を取得

できる

不足

不足以外

キャリアアップや昇

進をしやすい

不足

不足以外

非正規社員から正社

員への登用がある

不足

不足以外

技能や資格取得への

報奨金制度がある

不足

不足以外

注１： 、 、 。網掛けした部分は、クロス集計で有意差がみられた属性および項目。

注２：自社の特徴として認識している状況： ＝自社の特徴に該当する、 ＝自社の特徴に該当しない
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図表２－２－３－ 非正規社員の不足状況と情報を掲載している状況の平均値
非正規社員⇒ 不足状況 総数 女性 新規学卒 歳以下 歳以上 障がい者 外国人労働者

事業の社会的意義を

実感できる

不足

不足以外

経営が比較的安定し

ている

不足

不足以外

将来の見通しや方針

を策定している

不足

不足以外

立地が比較的良い
不足

不足以外

入社時に資格や経験

がなくてもよい

不足

不足以外

若手社員が活躍でき

る

不足

不足以外

女性社員が活躍でき

る

不足

不足以外

管理職に就いている

女性社員がいる

不足

不足以外

勤務地に本人の希望

が通りやすい

不足

不足以外

労働時間が、同業他社

より短い

不足

不足以外

労働時間が、同業他社

より長い

不足

不足以外

給与水準が、同業他社

より高い

不足

不足以外

給与水準が、同業他社

より低い

不足

不足以外

離職率が、同業他社よ

り低い

不足

不足以外

休日や有給休暇を規

定通り取得できる

不足

不足以外

福利厚生が、同業他社

より充実している

不足

不足以外

作業負担や事故等が

少ない

不足

不足以外

夜間 休日勤務に本人

の希望が通りやすい

不足

不足以外

メンタルケアが充実

している

不足

不足以外

職場の雰囲気や人間

関係が良い

不足

不足以外

生活と仕事を両立し

やすい

不足

不足以外

正社員に兼業や副業

を認めている

不足

不足以外

教育研修が充実して

いる

不足

不足以外

入社後に資格を取得

できる

不足

不足以外

キャリアアップや昇

進をしやすい

不足

不足以外

非正規社員から正社

員への登用がある

不足

不足以外

技能や資格取得への

報奨金制度がある

不足

不足以外

注１： 、 、 。網掛けした部分は、クロス集計で有意差がみられた属性および項目。

注２：WEBページや求人票などへの情報掲載の状況： ＝掲載している、 ＝掲載していない
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【人材の採用・確保に関する事項および情報発信と業況との関係】

人材の採用・確保に関する事項および情報発信と業況との関係をみると、利益や売上高

の増減の違いによって、平均値に差がみられた。 
３年前より経常利益が増加した企業は、自社の特徴と考える項目については、総数、企

業概要に関する項目、教育･処遇に関する項目のそれぞれの平均値が、そうでない企業に比

べると大きい。また、情報の掲載については、総数、採用･雇用に関する項目のそれぞれの

平均値が、そうでない企業よりも大きい。 
３年前より売上高が増加した企業は、自社の特徴と考える項目については、総数および

企業概要、採用･雇用、教育･処遇のそれぞれの項目の平均値が、そうでない企業に比べる

と大きい。また、情報の掲載については、総数および企業概要、採用･雇用、労働環境、教

育･処遇のそれぞれの項目の平均値が、そうでない企業よりも大きい。また、経常利益の変

化別よりも、より明確な差がみられる。 
上記から、増収増益の企業ほど、自社の特徴と考える項目数は多く、より積極的に情報

を掲載していると考えられる。情報の掲載は、経常利益の変化では採用･雇用に関する項目

にとどまるが、売上高の変化は、より幅広い情報の掲載に関係すると考えられる（各項目

の情報掲載の有無と景況の変化の関係については、図表２－２－３－７を参照）。 
 

図表２－２－３－ 業況の変化を基準とする

自社の特徴と考える項目数および情報を掲載している項目数の平均値の比較 
増減の

有無

経常利益の変化

（３年前と比較）

売上高の変化

（３年前と比較）

売上高の見通し

（３年後）

該当項目総数
増加

増加以外

掲載項目総数
増加

増加以外

企業概要該当項目数
増加

増加以外

企業概要掲載項目数
増加

増加以外

採用･雇用該当項目数
増加

増加以外

採用･雇用掲載項目数
増加

増加以外

労働環境該当項目数
増加

増加以外

労働環境掲載項目数
増加

増加以外

教育･処遇該当項目数
増加

増加以外

教育･処遇掲載項目数
増加

増加以外

注： 、 、
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【人材の採用・確保に関する事項および情報発信と３年前からの自社の変化との関係】

人材の採用・確保に関する事項および情報発信と３年前からの自社の変化との関係をみ

ると、「労働災害や心身面の不調の顕在化」と「人事労務上のトラブルの増加」を除いて、

自社の変化の有無の違いによって、平均値に差がみられた。 
人材確保が難しくなった企業は、どちらかというと、自社の特徴としての認識の面より

もむしろ、企業概要、採用･雇用、教育処遇情報を掲載する項目数の平均値が大きく、人材

確保に向けて、情報発信をより積極的に行っていることがうかがえる。反対に、定着率が

下がった企業は、自社の特徴として認識する項目数および労働環境に関する項目のそれぞ

れの平均値が、定着率が低下していない企業に比べると小さく、自社の労働条件や労働環

境を、やや消極的に評価しているとも考えられる。従業員の就労意欲が低下した企業も同

様の結果がみられ、全項目および企業概要、採用･雇用、労働環境のそれぞれに関する項目

を自社の特徴だと認識する平均値は小さい。 
上記から、両者の因果関係は明らかではないが、自社の採用･雇用に関する事項を客観

視することで適切に認識・評価し、その上で、情報を掲載（発信）することによって、定

着率を高めることや従業員の就労意欲を高められる余地があると考えられる（各項目の情

報掲載の有無と自社の変化の関係については、図表２－２－３－８を参照）。 
 

図表２－２－３－ ３年前からの自社の変化を基準とする

自社の特徴と考える項目数および情報を掲載している項目数の平均値の比較 
３年前

からの

変化

人材確保

が難しく

なった

定着率が

下がった

人材確保よ

り外注･機

械化･省力

化を重視

従業員の

就労意欲が

低下した

労働災害や

心身面の不

調が顕在化

した

人事労務上

のトラブル

が増加した

該当項目

総数

該当

非該当

掲載項目

総数

該当

非該当

企業概要

該当項目数

該当

非該当

企業概要

掲載項目数

該当

非該当

採用･雇用

該当項目数

該当

非該当

採用･雇用

掲載項目数

該当

非該当

労働環境

該当項目数

該当

非該当

労働環境

掲載項目数

該当

非該当

教育処遇

該当項目数

該当

非該当

教育処遇

掲載項目数

該当

非該当

注： 、 、
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【人材の採用・確保に関する事項の情報発信とジョブマッチングの関係】

ここでは、企業が、求職者（新規学卒採用者）および従業員に人材の採用・確保に関す

る事項を情報発信することとジョブマッチングの関係をみていく。 
求職者の確保との関係では、第一に、「労働時間が同業他社より長い」という情報を発

信する企業（係数-0.0427）は、情報非発信企業（係数 0.1312）に比べ、採用段階で数多

くの求職者を引き付けることが困難となり（10％で有意）、その困難性は、労働時間の長

さによって異なる。ちなみに、「労働時間が同業他社より短い」という情報を発信する企業

（係数 0.0919）は、求職者を確保しやすくなる（15％で有意）。第二に、「管理職に就いて

いる女性社員がいる」という情報を発信する企業（係数 0.0958）は、情報非発信企業（係

数-0.0503）に比べ、求職者を確保しやすくなる（10％で有意）。第三に、「教育研修が充

実していない」という情報を発信した企業（係数-0.2588）は、情報非発信企業に比べ、求

職者を確保しにくくなる（5％で有意）。これらから、求職者にとって好ましくない情報の

発信が求職者の確保を困難にすること、職場の多様性や教育研修の充実度に関する情報が

求職者の関心を引くことなどが示唆される。 
図表２－２－３－ 情報発信が新規学卒採用者の確保に与える影響（対数線形モデル）

被説明変数：新規学卒採用者の確保度合い（対数値）

労働時間 賃金水準 女性社員の活躍 女性の管理職の存在 教育研修の充実度

情報発信 情報発信 情報発信 情報発信 情報発信

労働時間

長い･発信

賃金水準

低い･発信

女性社員

活躍･発信

女性管理職

存在･発信

教育研修

充実･発信

労働時間

長い･非発信

賃金水準

低い･非発信

女性社員

活躍･非発信

女性管理職

存在･非発信

教育研修

充実･非発信

労働時間

短い･発信

賃金水準

高い･発信

女性社員

非活躍･発信

女性管理職

非存在･発信

教育研修

非充実･発信

コントロール変数

賃金水準が同業

他社より低い

労働時間が同業

他社より長い

年前の経常利

益（百万円）

直近 年間経常

利益成長率（ ）

資本金

（対数値）

企業規模

知名度が高い

運輸業ダミー

建設業ダミー

定数項

観測数

決定係数

統計量（全パ

ラメータが ）

（注） はそれぞれ で有意であることを示す。 
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次に、従業員の定着率との関係を推計した結果から、第一に、「労働時間が同業他社よ

り長い」という情報を発信する企業（係数 0.7015）は、情報非発信企業（-1.0384）に比

べ、定着率が改善しやすいことが示唆され（1％で有意）、労働時間が長いという情報の発

信は、定着率を改善させるといえる。第二に、「女性社員が活躍できる」という情報を発信

する企業（-0.0156）は、情報非発信企業（-0.9291）よりも定着率が改善しやすくなるこ

とが示唆された（5％で有意）。これらから、職場の多様性が定着率の改善に影響すること、

「労働時間が同業他社より長い」という情報が、求職者（新卒採用者）の確保を困難にす

る一方、長時間労働を厭わない求職者を引き付けることができ、定着率の向上につなげら

れる可能性があることが示唆される。 
図表２－２－３－ 情報発信が従業員の定着に与える影響（ロジットモデル）

被説明変数：３年間で定着率が上昇していれば１となるダミー変数

労働時間 賃金水準 女性社員の活躍 女性の管理職の存在 教育研修の充実度

情報発信 情報発信 情報発信 情報発信 情報発信

労働時間

長い･発信

賃金水準

低い･発信

女性社員

活躍･発信

女性管理職

存在･発信

教育研修

充実･発信

労働時間

長い･非発信

賃金水準

低い･非発信

女性社員

活躍･非発信

女性管理職

存在･非発信

教育研修

充実･非発信

労働時間

短い･発信

賃金水準

高い･発信

女性社員

非活躍･発信

女性管理職

非存在･発信

教育研修

非充実･発信

コントロール変数

賃金水準が同業

他社より低い

労働時間が同業

他社より長い

作業負担や事故

等が少ない

勤務地に希望が

通りやすい

福利厚生が充実

生活と仕事が両

立しやすい

年前の経常利

益（百万円）

直近 年間経常

利益成長率（ ）

資本金（対数値）

企業規模

知名度が高い

運輸業ダミー

建設業ダミー

定数項

観測数

カイ 乗統計量

（全パラメータが

）

（注） はそれぞれ で有意であることを示す。
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（４）求める人材の要件

ここでは、現業業務の人材の採用に対する求人の意向や条件を明らかにするため、各企

業に、具体的な現業業務を想定してもらい、以下の３つの事項をたずねた結果をみていく。 

①中途採用枠で現業業務の正社員として最も募集したいと思う職種 
②３つの応募のケースにおける採用したい人物（各ケースの応募者はそれぞれ２名） 
③上記の各ケースで採用したい人物（応募者）に、あと１つたずねたいと思う情報※ 
【※ 頁の本文および各表中の斜体時および下線で示した項目は、応募者の持つ適性・能力を

基準とした採用選考を行う必要がある中で、就職差別等につながるおそれがないよう、面接担当

者全員で事前に十分検討しておく必要のある内容である。不適切な質問内容にならないよう、職

務遂行のための応募者の適性・能力の判定に必要な項目に限定することが求められる（大阪府商

工労働部雇用推進室 「採用と人権－従業員採用の手引－」）。】 

①中途採用枠で現業業務の正社員として最も募集したいと思う職種

最初に、募集したい職種を業種別にみていく。製造業は、半数以上の企業が、生産・製

造・品質および工程管理系、そして現業系の人材を募集したいと考えている。このほか、

営業、技術・研究系、オペレーター・エンジニア系。配送系などの職種に従事する人材を

求めている。単一の職種の中で、複数の職種に従事できる人材を求めるケースがみられ、

生産技術と営業、営業と現場管理、営業と総務などの組み合わせで従事できる人材を求め

ている企業も見受けられる。人材不足を背景に、今後、複数の職種に従事できる人材が求

められるようになるとも考えられる。 
 
図表２－２－４－１ 中途採用枠で現業業務の正社員として募集したい職種（製造業）

製造業が募集したい主な職種（ 件）

【生産・製造・品質および工程管理系 件】生産／生産管理業務（購買）／品質管理／生産

技術者・営業／製品管理者・営業／生産現業業務（溶接工、組立工）／コンパウンド業務／

生産工程管理／基幹業務システムの管理／生産工程の工夫／加工・仕上げ／製造技術者／製

造工程管理／印刷技術者（経験 年以上）／印刷業務／印刷製本業務 など

【現業系 件】現業／金型仕上げ／現業の「結束」の仕事／現場管理／工事（工場）作業員

／プレス作業者／木材梱包業務／組立／射出成形／伸線作業員／縫製／製品検査業務／溶

接加工／溶接配管工 など

【営業系 件】営業／営業・現場管理／営業・総務／営業・技術／営業・業務／営業・販売

業務／提案型営業 など

【技術・研究系 件】機械設計／技術（設計業務）／技術・開発／技術加工者／工場の技術

開発職（工場技術者）／工場資材の管理／工程管理／製品組立の生産技術者／専門・技術者・

／専門的技術的職種／編立の技術者／研究職 など

【オペレーター・エンジニア系９件】 旋盤のプログラミング／／サービスエンジニア／マ

シン（機械）オペレーター／製造加工オペレーター／ オペレーター など

【配送系７件】短距離の配送業務／配達業務／工場内の軽作業と短距離の配送の兼務／出荷の

為の調製業務 など

【事務・管理系５件】経理部門／総務、経理／内勤スタッフ など

【全職種２件】
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運輸業では、短距離運送・配達配送系や中距離運送系を中心とする運転職種を募集した

いと考える企業が多いほか、倉庫内の作業や事務系の職種を募集したいと考える企業も比

較的多い。運輸業は、製造業ほど、複数職種に従事できる人材を求めるケースは多くない。 
 
図表２－２－４－２ 中途採用枠で現業業務の正社員として募集したい職種（運輸業）

運輸業が募集したい主な職種（ 件）

【短距離運送・配達配送系 件】短距離配達業務／短距離の運転業務／配送業務（専属的に

従事）／近畿圏内の配送業務（ドライバー）／ルート配送業務

【中距離運送系 件】長距離トラック乗務員／中長距離の運転手／短中距離の乗務員／ドラ

イバー・営業

【事務系 件】事務 手配 ・配送／営業販売／営業／一般事務・整備士／案内業務の責任者

【作業系 件】倉庫内作業員（特に深夜業務の時間帯）／倉庫管理を中心とした事務／鋼材

の梱包・出荷業務／港湾荷役作業員／構内荷役作業の管理／荷受け業務

【運転系 件】運転手及び作業員／運転手・運行管理者補助者／運転業務／運送・運転手／

バス運転士／パイロット・整備員

【現場作業系６件】現場作業管理者／現場管理・監督／現場の生産工程の管理／現業部門の管

理者、現業作業員（倉庫の沿岸荷役）／現業業務スタッフ

【タクシー乗務６件】タクシー乗務員

【重機・荷役機械系５件】重機オペレーター／荷役運搬機械のオペレーター／フォークリフト

運転業務／フォークリフトオペレーター／４ｔユニック車（クレーン搭載車）ドライバー

【管理系５件】商品管理／管理業務／交通管理業務／全般的な管理

【配車系３件】配車業務、配車・積荷作業員／専門技術を持つ運行管理者

【鉄道・船舶系３件】鉄道技術員／船員

【大型３件】大型自動車運転手（タンクローリー）／大型２種運転免許証所持者

【通関系１件】通関業務

【管理職１件】中間管理職

 
回答数の多い建設業では、施工管理系の職種を募集したい企業が半数近くを占め、施工、

サービスエンジニア、重機オペレーター、営業などの複数の業務を担うことが期待されて

いるケースが多くみられる。一方、作業系の職種では、一定の職種に専属的に従事するこ

とが想定されていることがうかがえる。このほか、建設業の幅広い職種を反映して、技術

系職種、通信・電気系職種、土木系、営業系などを募集したい企業もみられる。建設業の

幅広い職種の中で、施工管理系の職種では、多能工化を志向する企業が多いと考えられる。

図表２－２－４－３ 中途採用枠で現業業務の正社員として募集したい職種（建設業） 
建設業が募集したい主な職種（ 件）

【施工管理系 件】施工管理・施工スタッフ・サービスエンジニア／一般土木施工管理技士・

重機オペレーター／基礎工事施工・施工管理／技術職（施工管理）／建設現場主任者／建築

現場監督／建築現場監理（管理）／建築工事現場での多能工／建築施工管理または積算補助

／建築施工管理業務／管理・現場監督（１級建築施工管理技士）／現場管理（番頭）業務・

職人／現場工程管理／現場施工管理経験者／工事管理・提案・営業／工事実行管理・電気工

事士／施工管理・設計業務／資材センターの管理

【作業系 件】とび工の作業員（職長）／とび職／鉄筋工／仮設足場工／仮設足場組立作業

員・場内整備作業員／型枠解体工／機械工／設備工事／現業業務（専門・技術）／現場工事

職人／現場作業員（清掃・維持管理など）／現場従事技能者／工場内加工業務／重量とび工

／場内作業員／据付工／多能工／大工／溶接工／排水管洗浄スタッフ／配管工・とび工
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（４）求める人材の要件

ここでは、現業業務の人材の採用に対する求人の意向や条件を明らかにするため、各企

業に、具体的な現業業務を想定してもらい、以下の３つの事項をたずねた結果をみていく。 

①中途採用枠で現業業務の正社員として最も募集したいと思う職種 
②３つの応募のケースにおける採用したい人物（各ケースの応募者はそれぞれ２名） 
③上記の各ケースで採用したい人物（応募者）に、あと１つたずねたいと思う情報※ 
【※ 頁の本文および各表中の斜体時および下線で示した項目は、応募者の持つ適性・能力を

基準とした採用選考を行う必要がある中で、就職差別等につながるおそれがないよう、面接担当

者全員で事前に十分検討しておく必要のある内容である。不適切な質問内容にならないよう、職

務遂行のための応募者の適性・能力の判定に必要な項目に限定することが求められる（大阪府商

工労働部雇用推進室 「採用と人権－従業員採用の手引－」）。】 

①中途採用枠で現業業務の正社員として最も募集したいと思う職種

最初に、募集したい職種を業種別にみていく。製造業は、半数以上の企業が、生産・製

造・品質および工程管理系、そして現業系の人材を募集したいと考えている。このほか、

営業、技術・研究系、オペレーター・エンジニア系。配送系などの職種に従事する人材を

求めている。単一の職種の中で、複数の職種に従事できる人材を求めるケースがみられ、

生産技術と営業、営業と現場管理、営業と総務などの組み合わせで従事できる人材を求め

ている企業も見受けられる。人材不足を背景に、今後、複数の職種に従事できる人材が求

められるようになるとも考えられる。 
 
図表２－２－４－１ 中途採用枠で現業業務の正社員として募集したい職種（製造業）

製造業が募集したい主な職種（ 件）

【生産・製造・品質および工程管理系 件】生産／生産管理業務（購買）／品質管理／生産

技術者・営業／製品管理者・営業／生産現業業務（溶接工、組立工）／コンパウンド業務／

生産工程管理／基幹業務システムの管理／生産工程の工夫／加工・仕上げ／製造技術者／製

造工程管理／印刷技術者（経験 年以上）／印刷業務／印刷製本業務 など

【現業系 件】現業／金型仕上げ／現業の「結束」の仕事／現場管理／工事（工場）作業員

／プレス作業者／木材梱包業務／組立／射出成形／伸線作業員／縫製／製品検査業務／溶

接加工／溶接配管工 など

【営業系 件】営業／営業・現場管理／営業・総務／営業・技術／営業・業務／営業・販売

業務／提案型営業 など

【技術・研究系 件】機械設計／技術（設計業務）／技術・開発／技術加工者／工場の技術

開発職（工場技術者）／工場資材の管理／工程管理／製品組立の生産技術者／専門・技術者・

／専門的技術的職種／編立の技術者／研究職 など

【オペレーター・エンジニア系９件】 旋盤のプログラミング／／サービスエンジニア／マ

シン（機械）オペレーター／製造加工オペレーター／ オペレーター など

【配送系７件】短距離の配送業務／配達業務／工場内の軽作業と短距離の配送の兼務／出荷の

為の調製業務 など

【事務・管理系５件】経理部門／総務、経理／内勤スタッフ など

【全職種２件】
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【技術系 件】技術職（資格者）／建設関係の資格者／建築系技術職／現業技術者／現場技

術職／現場対応の技術者／情報通信・ネットワーク設定工事者／設備ガス工事の管理・監督

／設備調査点検、データ整備／専門技術者

【通信・電気系 件】通信関連工事業務設計技術者／鉄道電気技術職／電気・通信・管工事

技術及び事務／電気・電気通信設備工事の技能電工職／電気技術者・電気技術営業／電気工

／電気工事技術者／電気工事士／電気制御技術者／電気通信工／電工・現場代理人／電柱で

の接続・配線作業

【営業系 件】営業・施工管理／営業・販売業務／営業技術職／技術営業／現場営業（内装工

事の現場管理、見積もりなど）／不動産の営業職

【メンテナンス系 件】ガス管のメンテナンス業務・回転機械等の整備業務／機械整備／消防

用設備点検業務（消防設備士） など

【業務管理系 件】生産・事務管理／積算管理（比較） 類／倉庫管理・整備／総合職・業

務進行管理／生産工程の管理

【土木系 件】土木、建築、施工管理／土木工事技術者／土木施工管理／土木施工管理技士１

級取得者／土木施工管理技術者／土木配管技能員

【運転系 件】ダンプ・重機の運転手／車両管理業務／大型運転手／短距離の配達業務

【設計系 件】設計・現場監理者・営業／設計技術者

【製作系 件】ダクト・製缶製作

 
②３つの応募のケースにおける採用したい人物

次に、あらかじめ提示した３つの応募のケースのそれぞれについて、属性の異なる２名

の応募者（Ａさん、Ｂさん）のうちどちらを採用したいかたずねた回答結果から、企業が

求める人材像をみていく。 
ケース１の２名の応募者は、「既婚で子どもが２人」という点は共通しているが、「性別」

「年齢」「同業他社での正社員の経験の有無」の点で違いがある。このケースでは、約８割

の企業が、Ｂさん（男性 35歳）を採用したいと回答し、製造業でＡさん（女性 45歳）を
選択する割合がやや高いものの、業種による有意差はみられない。Ｂさんには同業他社で

正社員経験がなく（他業種では経験あり）、Ａさんの方が採用される可能性があるとも考え

られるが、「男性」「年齢が 30歳代」という属性を選択する企業が多く、女性よりも男性、
また若い人物を採用したいと考える企業が多いことがうかがえる（図業２－２－４－４）。 
なお、女性活躍推進法のもとで、女性の採用や定着に取り組む企業も少なくないが、Ａ

さん（女性）を採用したいと回答した企業が求める現業職種は、次頁に示す通りである。

業種によって求める職種はやや異なるが、特に製造業では、単一の職種だけでなく、「営業・

技術」「営業・販売業務」「営業、設計、現場管理」「生産技術者・営業」といったように、

複数の職種を担えることが求められる面がみられる。建設業では、施工管理などの現場管

理職種などの専門的・技術的業務とも考えられる職種で女性を採用する意向があることが

うかがえる（図表２－２－４－５）。 
また、採用に至るためにあと１つ知りたい事項を業種別にみると、時間（通勤時間、勤

務可能な時間、時間外勤務の可否、勤務可能日など）、子ども（年齢、病気の時にどのよう

に対応できるか）、長期勤務の可否（転勤の可否を含む）、希望する待遇、健康状態などの

事項が共通してみられ、これに加えて、Ｂさん（男性・同業他社で正社員経験なし）を選
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択した企業では、業務に対する関心の有無や業務に関係する経験の有無など、業務遂行に

直結する事項が多くあげられた。一方、Ａさん（女性）を選択した企業は、業務内容に関

することよりも、働き方に関する事項をあげる企業が多くみられる（図表２－２－４－６）。 

図表２－２－４－４ 中途採用枠で現業業務の正社員として採用したい人物（ケース１） 

図表２－２－４－５ Ａさん（女性）を採用したい企業が求める現業職種

製造業 運輸業 建設業

 旋盤のプログラミング

 オペレーター、営業

 営業・技術

 営業・販売業務

 営業・設計・現場管理

 研究職

 工場資材の管理

 工場内の軽作業と短距離の配

送の兼務

 出荷の為の調製業務

 生産管理業務（購買）

 生産技術者・営業

 生産工程の管理

 生産工程の管理・基幹業務シ

ステムの管理

 生産工程の技術

 製造技術者

 製造工程作業者

 製品の検査業務

 製品組立の生産技術者

 専門的技術的職種

 総務

 提案型営業

 縫製

 タクシー乗務員

 ドライバー

 運転手及び作業員

 営業

 管理業務

 近畿圏内の配送業務

 倉庫管理を中心とした事務

 倉庫作業員

 大型２種運転免許証所持者

 大型自動車運転手（ﾀﾝｸﾛｰﾘｰ）

 中間管理職

 ダンプ・重機の運転手

 営業技術職

 技術職

 建設関係の資格者

 建設現場主任者

 建築系技術職

 建築施工管理または積算補助

 現場監理

 施工管理、設計業務

 施工管理（技術職）

 情報通信・ﾈｯﾄﾜｰｸ設定工事者

 生産、事務管理

 生産工程の管理

 設計技術者

 専門的技術的業務

 短距離の配達業務

 通信関連工事業務設計技術者

 電気、通信、管工事技術及び

事務

 電気、電気通信設備工事の技

能電工職

 電工、現場代理人

 土木工事技術者

 土木配管技能員

  

Ａさん Ｂさん

合計

・女性 
・45 歳 
・同業他社で正社員経験あり 
・既婚、子ども２人

・男性 
・35 歳 
・同業他社で正社員経験なし 

（他業種以外では経験あり） 
・既婚、子ども２人

製造業

運輸業

建設業

合計

（ ）
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【技術系 件】技術職（資格者）／建設関係の資格者／建築系技術職／現業技術者／現場技

術職／現場対応の技術者／情報通信・ネットワーク設定工事者／設備ガス工事の管理・監督

／設備調査点検、データ整備／専門技術者

【通信・電気系 件】通信関連工事業務設計技術者／鉄道電気技術職／電気・通信・管工事

技術及び事務／電気・電気通信設備工事の技能電工職／電気技術者・電気技術営業／電気工

／電気工事技術者／電気工事士／電気制御技術者／電気通信工／電工・現場代理人／電柱で

の接続・配線作業

【営業系 件】営業・施工管理／営業・販売業務／営業技術職／技術営業／現場営業（内装工

事の現場管理、見積もりなど）／不動産の営業職

【メンテナンス系 件】ガス管のメンテナンス業務・回転機械等の整備業務／機械整備／消防

用設備点検業務（消防設備士） など

【業務管理系 件】生産・事務管理／積算管理（比較） 類／倉庫管理・整備／総合職・業

務進行管理／生産工程の管理

【土木系 件】土木、建築、施工管理／土木工事技術者／土木施工管理／土木施工管理技士１

級取得者／土木施工管理技術者／土木配管技能員

【運転系 件】ダンプ・重機の運転手／車両管理業務／大型運転手／短距離の配達業務

【設計系 件】設計・現場監理者・営業／設計技術者

【製作系 件】ダクト・製缶製作

 
②３つの応募のケースにおける採用したい人物

次に、あらかじめ提示した３つの応募のケースのそれぞれについて、属性の異なる２名

の応募者（Ａさん、Ｂさん）のうちどちらを採用したいかたずねた回答結果から、企業が

求める人材像をみていく。 
ケース１の２名の応募者は、「既婚で子どもが２人」という点は共通しているが、「性別」

「年齢」「同業他社での正社員の経験の有無」の点で違いがある。このケースでは、約８割

の企業が、Ｂさん（男性 35歳）を採用したいと回答し、製造業でＡさん（女性 45歳）を
選択する割合がやや高いものの、業種による有意差はみられない。Ｂさんには同業他社で

正社員経験がなく（他業種では経験あり）、Ａさんの方が採用される可能性があるとも考え

られるが、「男性」「年齢が 30歳代」という属性を選択する企業が多く、女性よりも男性、
また若い人物を採用したいと考える企業が多いことがうかがえる（図業２－２－４－４）。 
なお、女性活躍推進法のもとで、女性の採用や定着に取り組む企業も少なくないが、Ａ

さん（女性）を採用したいと回答した企業が求める現業職種は、次頁に示す通りである。

業種によって求める職種はやや異なるが、特に製造業では、単一の職種だけでなく、「営業・

技術」「営業・販売業務」「営業、設計、現場管理」「生産技術者・営業」といったように、

複数の職種を担えることが求められる面がみられる。建設業では、施工管理などの現場管

理職種などの専門的・技術的業務とも考えられる職種で女性を採用する意向があることが

うかがえる（図表２－２－４－５）。 
また、採用に至るためにあと１つ知りたい事項を業種別にみると、時間（通勤時間、勤

務可能な時間、時間外勤務の可否、勤務可能日など）、子ども（年齢、病気の時にどのよう

に対応できるか）、長期勤務の可否（転勤の可否を含む）、希望する待遇、健康状態などの

事項が共通してみられ、これに加えて、Ｂさん（男性・同業他社で正社員経験なし）を選
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図表２－２－４－６ 採用に至るためにあと１つ知りたい主な事項（ケース１） 
Ａさん（女性 歳）を選択した企業 Ｂさん（男性 歳）を選択した企業

製造業

 旋盤のプログラミングができるか

 フルタイムで働くことができるか
 営業経験
 会社への通勤時間
 希望待遇・希望賃金
 勤務可能な時間、どのくらい残業が可能か
 子どもの年齢
 子どもが病気の時にみてくれる人がいるかどうか
 住所
 職務内容・職歴
 人間性（性格）
 長期勤務の意志があるか否か
 長期就労は可能か
 年齢に応じた経験、マネージメント力など
 保有資格
 理念に共感できるか

 居住地、通勤時間、転勤の可否、長期勤務の可否
 意欲（やる気）、向上心、健康状態、人柄
 残業が可能かどうか（月 時間）

 資格の有無（運転免許、フォークリフト）
 ものづくりを業務として継続できるか
 業務内容への関心度、業務に対する取組み・意欲
 応募の理由
 過去の離職または転職の理由
 職歴（業務内容、年数、就業状況、年収、転職回数）
 希望給与額、希望年収
 技術的知識・経験
 求めている職種の経験、同業での経験
 職種への適性
 工場技術者としてできるか
 人材掌握力、対人交渉力への自信
 他業種での経験内容、他業種で培ってきた経験

運輸業

 職歴
 応募の理由
 運転歴
 管理能力
 希望する業務時間帯
 子どもの年齢
 実務経験、乗務経歴
 人柄
 大型二種免許の有無
 転勤が可能かどうか、土日の出勤は可能か

 居住地（交通費）、通勤時間、健康状態
 資格の有無（フォークリフト、船員、大型）
 前職の退職理由、年収、転職歴とその理由、経験年
数、職務経歴、経験してきた仕事内容

 運転歴、運転免許違反履歴、運転免許証の内容
 子どもの年齢
 時間勤務、シフト勤務残業が可能かどうか

 仕事に対してのやる気、応募の動機
 外見、体格、人柄、担当業務に対する意欲、積極性
 希望賃金、希望年収、必要月収、休日の希望曜日
 協調性、業界でしっかり定着したいかどうか
 正社員経験がない理由
 他社でトラブルを起こしていないかどうか

建設業

 いつまで勤務できるか
 意欲
 技術歴
 給与の希望額
 居住地
 業界経験、職歴、前職の仕事内容・離職理由
 勤務時間帯
 経験（現場体験）
 厚生年金、扶養控除の有無
 残業が可能かどうか
 子どもの年齢
 保有資格
 時間外勤務の可否
 全国での転勤の可否
 長短所
 転職回数

 資格保有状況（運転免許、一般土木施工管理）
 資格取得の意欲、健康状態、人間性・人柄、居住地
 職歴、転職回数、転職理由、運転の職歴、実務経験
 学歴、技能・技量、電気の知識、意欲
 子どもの年齢、通勤時間と経路、出張、長期出張、
早朝出勤、残業の可否、休日制限

 素直さ、やる気、仕事に興味があるかどうか
 前職の退職理由
 グループでの仕事で仲間と上手くやっていけるか
 正社員経験がない理由
 なぜ当社を選んだのか（志望理由）
 パソコンスキル（エクセル他）
 屋外の作業および屋外の夜間勤務は大丈夫か
 希望する年収、希望給与額、給料
 建設業（現場）や仕事に対する関心・興味
 刺青やタトゥーをいれていないか
 自分のありたい未来の姿、趣味

（注）80-84頁の本文および各表中の斜体時および下線で示した項目は、応募者の持つ適性・能力を基準とし
た採用選考を行う必要がある中で、就職差別等につながるおそれがないよう、面接担当者全員で事前に

十分検討しておく必要のある内容と考えられる。不適切な質問内容にならないよう、職務遂行のための

応募者の適性・能力の判定に必要な項目に限定することが求められる（大阪府商工労働部雇用推進室

[2017]「採用と人権－従業員採用の手引－」）。  
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ケース２の応募者２名は、「30歳の男性」という点は共通しているが、「業務に必要な資
格の有無」と「正社員経験の有無」の点で違いがある。このケースでは、製造業は、業務

に必要な資格はないが、同業他社で正社員経験のあるＡさんを採用したい企業が 66.9％と
多いのに対し、運輸業は、正社員経験はないが（短期のアルバイト経験あり）、業務に必要

な資格を有するＢさんを採用したい企業が 62.8％と多い。建設業でもＢさんを採用したい
企業が 57.1％とやや多い。製造業では、資格よりも同業他社での経験が評価されるのに対
し、運輸業や建設業では、業務に際して資格保有を求められることが多いことが考えられ

る。しかし、運輸業と建設業の約４割が資格保有を要件としていないことも看過できない。 
採用に至るためにあと１つ知りたい事項を業種別にみると、全体では、ケース１のＢさ

ん（男性）と共通する事項が多くみられる（図表２－２－４－６参照）。全体では、健康状

態、職歴・経験年数、通勤時間、資格の有無（運転免許ほか）、やる気・意欲、学歴、子ど

もの年齢、希望賃金・希望年収・給与条件、居住地（交通費・通勤時間）、前職の退職理由、

人柄などをあげる企業が複数みられる。 
 
図表２－２－４－７ 中途採用枠で現業業務の正社員として採用したい人物（ケース２）

ケース３の２名の応募者は、「女性」である点は共通しているが、「年齢（28歳と 35歳）」
「既婚で子ども１人ありと未婚」「直近２年間の就業の有無」「同業他社で正社員経験の有

無」の点で違いがある。このケースでは、業種間の有意差は認められないが、全体では約

６割の企業がＡさんを採用したいと考え、３業種の中では製造業の 62.7％の企業がＡさん
を選択している。製造業は、既婚で子ども１人あり、年齢が高く２年間の就業上のブラン

クがあるが、同業他社で正社員経験がある人物を志向することがうかがえる。運輸業や建

設業も同じ傾向ながら、約 45％の企業は、28 歳、未婚、同業他社で正社員経験のない人
物を採用したいと考えており、必ずしも同業他社での経験を求めていないとも考えられる。

なお、Ｂさんを選択した企業の中には、定着を期待できるという意見もみられた。 

Ａ Ｂ

合計

・男性

・ 歳

・業務に必要な資格なし

・同業他社で正社員経験あり

・男性

・ 歳

・業務に必要な資格あり

・正社員経験なし

（短期のアルバイト経験あり）

製造業

運輸業

建設業

合計

（ ）
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また、女性の採用に至るためにあと１つ知りたい事項では、ＡさんとＢさんともに、ス

キル面では、一定の資格保有やパソコン操作の能力が求められ、健康状態、志望動機、勤

務時間の詳細、長期就労の可能性などは共通している。Ａさんでは、子育てと仕事、ある

いは家族の協力を得られるかなど、働き続けられる環境が整っているかどうかをたずねる

事項が多く、２年間のブランクの内容をたずねる点も特徴となっている。Ｂさんでは、正

社員で働いた経験がない理由、今後の結婚の予定や結婚・出産後の勤続の意向をたずねる

点が特徴としてみられる。いずれも、長く働いてほしい意向があることは共通している。 

図表２－２－４－８ 中途採用枠で現業業務の正社員として採用したい人物（ケース３）

図表２－２－４－９ 採用に至るためにあと１つ知りたい主な事項（ケース３）

Ａさん（女性 歳・既婚・直近２年間は未就業・同業他社で正社員経験あり）を選択した企業

【子どもについて】子ども２人目が生まれた場合の考え方／子どもが病気等の時はどうするか（託児の有無）
／子どもの年齢や状況／育児休暇の取得・学校行事等で会社を休むことがあるか

【２年間のブランクについて】退職理由／転職回数／働けるようになった理由（２年間何をしていたか）

【家族について】家族構成・父母の有無および同居等（家族の理解や家庭環境、他に子どもの面倒をみる人
の有無）／収入制限（被扶養）の有無（扶養控除をどうしたいか）／夫の転勤の有無

Ｂさん（女性 歳・未婚・同業他社で正社員経験なし）を選択した企業

【今後のライフコース】結婚の予定／結婚後の立場／結婚後の就労希望／結婚・出産しても勤めるかどうか

ＡさんとＢさんを選択した企業に共通

【スキル】パソコンのスキル／保有資格／普通運転免許／能力／専門知識の保有状況／資格が必要であるこ

とを認識しているかどうか／化学知識／パソコンの処理能力

【勤続時間・年数】継続勤務の可否（長期就労は可能か）／勤務可能な時間帯や曜日／月 時間の残業

が可能かどうか／居住地・通勤経路（通勤時間）／正社員かパートのどちらを希望しているか／正社員が
可能かどうか／転勤が可能かどうか／全国での転勤の可否

【待遇】希望給与額

【経験等】職歴（業務内容や勤怠状況）／運転経歴・営業経験／経理経験・パソコン活用／事務経験

【前職について】離職理由、転職歴、転職理由、前職の経験年数、前職の年収／正社員経験がない理由

【意識】仕事に対するやる気（考え方）・意欲・姿勢／仕事に対する将来像（将来のビジョン）／現場作業

に興味があるかどうか／工場技術者としてできるか／理念に共感できるか／志望動機／入社意欲・働く意
欲／将来への考え／仕事観／雑務も可能かどうか／ものづくりを業務として続けられるか（好きかどうか）

【その他】健康状態／人間性（性格・人柄）／適性／容姿（外見・体格）／長短所／真面目さ・素直さ／趣
味／手際の良さ／向上心

Ａさん Ｂさん

合計

・女性

・ 歳

・直近２年間は働いていない

・既婚、子ども１人

・同業他社で正社員経験あり

・女性

・ 歳

・未婚

・同業他社で正社員経験なし

製造業

運輸業

建設業

合計

（ ）
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（３つのケース選択の組み合わせ）

３つのケースの組み合わせでは、「ＢＡＡ」の組み合わせが最も多く、つぎに、「ＢＢＢ」

と「ＢＢＡ」の組み合わせが多かった。「ＢＡＡ」の組み合わせは製造業に多く、「ＢＢＢ」

の組み合わせは、運輸業と建設業に多い。製造業と運輸業および建設業とで選択の組み合

わせが異なるのは、運輸業および建設業では、正社員で働いた経験よりもむしろ資格の保

有状況がポイントになることがうかがえる。また、運輸業は「ＢＢＡ」の組み合わせが「Ｂ

ＢＢ」とほぼ同率で多い。また、ケース３の選択にみられるように、製造業は、運輸業や

建設業にくらべると、やや年齢層が 30 歳代半ばと高く、子育て期間中で就業上のブラン
クのある女性を採用する意向が相対的に大きいといえる。 
また、選択の組み合わせ別に従業員の不足状況をみると、正社員、非正規社員とも不足

する割合が高いのは、「ＢＡＡ」の組み合わせを選択した企業である。 

図表２－２－４－ ３つのケースの選択の組み合わせ

ケースの選択の組み合わせ
度

数
全業種

製造業 運輸業 建設業
正社員が

不足する

割合

非正規社員

が不足する

割合ケース１ ケース２ ケース３
有意差：

Ｂ Ａ Ａ

Ｂ Ｂ Ｂ

Ｂ Ｂ Ａ

Ｂ Ａ Ｂ

Ａ Ａ Ａ

Ａ Ｂ Ａ

Ａ Ｂ Ｂ

Ａ Ａ Ｂ

↑

Ａさん Ｂさん

ケース１

・女性

・ 歳

・同業他社で正社員経験あり

・既婚、子ども２人

・男性

・ 歳

・同業他社で正社員経験なし

（他業種以外では経験あり）

・既婚、子ども２人

ケース２

・男性

・ 歳

・業務に必要な資格なし

・同業他社で正社員経験あり

・男性

・ 歳

・業務に必要な資格あり

・正社員経験なし

（短期のアルバイト経験あり）

ケース３

・女性

・ 歳

・直近２年間は働いていない

・既婚、子ども１人

・同業他社で正社員経験あり

・女性

・ 歳

・未婚

・同業他社で正社員経験なし
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３．小括

本章の最後に、アンケート調査結果から明らかになったことをまとめる。 
本調査では、多くの企業が人材の採用・確保に積極的であることがうかがえたが、全産

業で人材の確保は困難化し、約２割の企業で定着率が下がっている。製造業は、外注･機械

化･省力化を重視する割合がやや高いが、人材に置き換わる方策とはいえない。 
まず、人材の状況は、多くの企業にとって、正社員の理想的な主な採用枠は｢新規学卒

と中途採用の両方｣だが、現状は｢中途採用中心｣である。業務別の人材不足割合は、｢専門

的･技術的業務｣｢現業業務｣の人材で高く（それぞれ 68.5％、62.1％）、｢営業･販売業務｣｢管

理企画業務｣の人材もやや高い（それぞれ 49.4％、42.4％）。正社員は、３年前から総数が

増加した割合（43％）が減少した割合（23.6％）を上回るものの、67.3％の企業で人材が

不足している。特に、｢34 歳以下｣｢新規学卒採用者｣の不足割合が高い（それぞれ 75.8％、

56.8％）。企業は、正社員の採用と定着に努力しているが、必要人数を確保できていない。 
業種別でみると、建設業は、業務全般で人材が不足する割合が高く、製造業と建設業で

は｢専門的･技術的業務｣、運輸業では｢現業業務｣の人材が不足する割合が最も高い。正社員

総数が増加した割合は、建設業が高く（49.7％）、他の業種に比べ｢新規学卒者｣の正社員が

増加した割合が高い。しかし、正社員が不足する割合は建設業が最も高い（80.3％）。建設

業は新規学卒を含む若年者を求める傾向、運輸業は中途採用の若年者を求める傾向がある。 
業況別でみると、売上高の変化および今後の見通しが増加傾向であるほど｢現業業務｣の

人材が不足する割合がやや高い（売上高増加企業の 70.3％で人材不足）。経常利益や売上

高が増加した企業ほど、正社員および非正規社員とも増加した割合が高く、新規学卒採用

者は、売上高が増加した企業ほど不足する割合が高い。業況は、人材不足に直結している。 
同業種･同規模の他社と比較した自社の状況別でみると、正社員の定着率や組織への帰

属意識が良いほど正社員総数が増加するが、｢管理･企画業務｣｢34 歳以下｣｢新規学卒採用

者｣｢女性｣の人材が不足する割合はやや高い。一方、正社員の定着率が悪いほど、60 歳以

上の正社員の不足割合が高いほか、多様な属性（女性、新規学卒採用者、34 歳以下、60 歳以上、

障がい者）の非正規社員が不足する割合が高く、幅広い属性の人材を求める傾向がみられる。

また、定着率や組織への帰属意識が悪いほど、非正規社員総数が増加する傾向がみられる。 
主な採用枠別でみると、正社員の理想的な採用枠が｢新規学卒中心｣および｢新規学卒と

中途採用の両方｣である企業で、現業業務の人材が不足する割合が高い。正社員および非正

規社員の採用枠が理想的な状況では、中途採用中心の企業の人材の不足割合が低下する一

方、新規学卒中心の企業では、｢管理企画｣｢営業･販売事務｣｢現業業務｣の各業務の人材が不

足する割合が高くなり、若年人材の不足感が依然として強い。雇用形態および属性の別で

は、正社員の主な採用枠が｢新規学卒中心｣の企業は、正社員総数が増加した割合が高い。

また、｢新規学卒と中途採用の両方｣が採用枠である企業は、正社員総数と新規学卒採用者

が不足する割合が高い一方で、非正規社員総数が増加した割合は高い。 
３年前と比較した自社の人材をめぐる現状別（現状への該当および非該当で比較）でみ
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ると、「人材確保が難しくなった企業」では、専門的･技術的、現業の人材が不足し、すべ

ての属性（女性、新規学卒採用者、34 歳以下、60 歳以上、障がい者）の人材の確保が困

難化している。「定着率が下がった企業」では、管理･企画、専門的･技術的、現業の人材が

不足し、正社員総数が不足する企業では定着率が下がる傾向がみられる。「外注･機械化･

省力化を重視する企業」では、管理･企画、現業の人材が不足している。「従業員の就労意

欲が低下した企業」では、管理･企画の人材が不足している。「労働災害や心身面の不調が

顕在化した企業」では、専門的･技術的、営業･販売の人材が不足している。「人事労務上の

トラブルが増加した企業」では、管理･企画、現業の人材が不足している。「非正規社員総

数が不足する企業」では、上記のすべての現状が顕在化し、正社員の確保が難しいため、

非正規社員に依存する傾向が強くなる可能性のあることが想定される。 
次に、人材の採用や確保に関する事項（｢企業概要｣｢採用･雇用」｢労働環境｣｢教育･処遇｣の４項

目群で、特徴の該当は 28 項目、情報の発信は 27 項目）について、自社の特徴に該当するかどう

か、また、そうした情報を求職者等に発信しているかどうかについて整理する。 
自社の特徴に該当する項目数（平均値）は、｢採用･雇用｣と｢労働環境｣を除いて、建設

業が大きく、情報を掲載している項目数（平均値）は、４項目群および全項目で建設業が

他の業種を大きく上回る。製造業や運輸業は、自社の特徴に該当するかどうかについて、

改めて考える必要性があることや、情報掲載を拡充できる余地が大きいといえる。 
さらに、情報の掲載の有無と企業にもたらされる変化の関係として、情報を掲載してい

る企業は、非掲載の企業と以下のような有意差がみられた。（1）社員総数の変化では、「経

営が比較的安定している」「将来の見通しや方針を策定している」「入社時に資格や経験が

なくてもよい」「女性社員が活躍できる」「生活と仕事を両立しやすい」情報を掲載する企

業は、正社員総数が増加する傾向がみられ、「女性社員が活躍できる」「労働時間が、同業

他社より短い」「非正規社員から正社員への登用がある」情報を掲載する企業は、非正規社

員総数が増加する傾向がみられる。経営の安定性、経営方針、働き方の多様性などが影響

すると考えられる。（2）収益の変化では、「経営が比較的安定している」「若手社員が活躍

できる」「入社後に資格を取得できる」情報を掲載する企業は、経常利益が増加する傾向が

みられ、また、掲載される多数の情報において、売上高が増加する傾向がみられる。特に、

非掲載の企業と差がみられるのは、採用・雇用や教育・処遇に関する情報（「若手社員が活

躍できる」「女性社員が活躍できる」「管理職に就いている女性社員がいる」「職場の雰囲気

や人間関係が良い」「教育研修が充実している」「入社後に資格を取得できる」「キャリアア

ップや昇進をしやすい」「非正規社員から正社員への登用がある」「技能や資格取得への報

奨金制度がある」など）である。（3）人材確保では、人材確保が困難化した企業は、幅広

く情報掲載している。特に、非掲載の企業と差がみられるのは、採用・雇用や教育・処遇

に関する情報（「入社時に資格や経験がなくてもよい」「若手社員が活躍できる」「職場の雰

囲気や人間関係が良い」「教育研修が充実している」「入社後に資格を取得できる」「技能や

資格取得への報奨金制度がある」など）である。（4）従業員の定着率や就労意欲では、定
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着率が低下した企業は、「入社後に資格を取得できる」ことを情報掲載し、反対に、「生活

と仕事を両立しやすい」ことを情報掲載していない傾向がみられる。また、従業員の就労

意欲が低下した企業は、「労働時間が同業他社より短い（長い）」「メンタルケアが充実して

いる」「職場の雰囲気や人間関係が良い」「生活と仕事を両立しやすい」といった、従業員

にとって関心の高い情報を掲載していない傾向がみられる。（5）外注・機械化・省力化で
は、外注・機械化・省力化を重視する企業は、「将来の見通しや方針を策定している」情報

を掲載する傾向がみられる。一方、重視しない企業は、「労働時間が同業他社より短い」「教

育研修が充実している」「入社後に資格を取得できる」「技能や資格取得への報奨金制度が

ある」情報を掲載する傾向がみられる。中長期的な経営方針の有無、労働時間の問題の多

寡、人材育成の重視の程度などによって、人材に依拠する傾向が強いか、あるいは、外注・

機械化・省力化などに期待をつなぐ傾向が強くなるかの違いが生じると考えられる。 
また、情報の発信がジョブマッチングに影響することが明らかになった。具体的には、

「女性社員が活躍できる」「管理職に就いている女性社員がいる」という情報は、求職者の

確保や定着率の改善に影響し、「労働時間が、同業他社より長い」という情報は、求職者（新

規学卒採用者）の確保を難しくする一方で、従業員の定着率を改善させる。また、「教育研

修が充実していない」という情報は、求職者の確保を難しくする。 
最後に、中途採用の現業業務正社員での募集職種と応募者にたずねたい事項を整理する。 
製造業は、生産・製造・品質および工程管理などの人材を募集したいと考える企業が多

いが、複数の職種に従事できる人材（例：生産技術と営業、営業と現場管理、営業と総務

などの組み合わせ）を求める企業がみられ、人材不足を背景に、今後、複数の職種に従事

できる人材が求められるようになると考えられる。運輸業は、短中距離運送・配達配送を

中心とする運転職種を募集したいと考える企業が多いほか、倉庫内の作業や事務系の職種

を募集したいと考える企業も比較的多いが、製造業ほど複数職種に従事できる人材を求め

るケースは多くない。建設業は、多くの企業が施工管理系の職種の人材を求め、施工、サ

ービスエンジニア、重機オペレーター、営業などの複数の業務を担えることも期待するケ

ースがみられ、施工管理系の職種では多能工化を志向する企業が多いと考えられる。しか

し、作業系の職種では、特定の職種に専属的に従事することが想定されている。また、建

設業の幅広い職種を反映して、技術系、通信・電気系、土木系、営業系などの職種を募集

したい企業もみられる。 
応募者にたずねたい事項は、性別にかかわらず、職歴・経験年数、資格の有無、意欲、

時間（通勤時間、勤務可能な時間、時間外勤務の可否、勤務可能日など）、子どもに関する

事項、長期勤務の可否（転勤の可否を含む）、希望する待遇などの事項が共通してみられる。

さらに、男性の応募者には、業務遂行に直結する事項（業務に対する関心の有無や業務に

関係する経験の有無など）をたずねたいケースが多いが、女性の応募者には、働き方に関

する事項（家庭環境などの働き続けられる環境が整っているかどうか）をあげる企業が少

なからず見受けられる。  
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第３章 まとめ

本調査は、大阪府内の製造、運輸、建設の各業界の企業を対象に、人材不足の実態・課

題を把握するために実施した。人材の不足感と有効求人数は、バブル期の状況を上回るが、

本調査では、業務別では｢専門的･技術的業務｣（68.5％）、｢現業業務｣（62.1％）、｢営業･

販売業務｣（49.4％）、｢管理企画業務｣（42.4％）の人材が不足し、正社員の総数は、43％
の企業で３年前から増加しており、企業は採用と定着に努力しているものの、67.3％の企

業で正社員が不足していることが明らかになった。特に、｢34 歳以下｣と｢新規学卒採用者｣

の不足割合が高い（それぞれ 75.8％、56.8％）。そして、業況が好調であるほど、人材の

不足感は高まり、事業を阻害する可能性が高まることが想定された。人材不足は、構造的

な問題として、生産年齢人口減少下での労働力確保のあり方を社会全体で考える必要があ

る。企業は、人材の教育や訓練を通じた労働生産性の向上や働き方の見直し、必要に応じ

た機械化・省力化などの多様な取組みに主体的に関わっていくことがますます求められる。 
企業は、生産年齢人口の減少と年齢構成の変化、企業と求職者の間に存在するミスマッ

チ、人材の活躍の多様化といった点をふまえて、具体的な対応策の検討と取組みに深く関

わっていかなければならないが、人材不足を危機と同時に好機ともとらえ、人材不足に対

応する過程を事業の革新につなげていくことが重要になる。企業の関わり方次第で、人材

の確保・定着の状況は変わり得るし、企業や事業に変革をもたらす可能性も高まる。その

ためには、現在直面している人材不足に短期的に対応するだけではなく、中長期的な観点

に基づいて将来の見通しと方針を打ち立て、多面的な取組みを継続する必要がある。 
そのためには、自社を客観視し、自社や事業をめぐる中長期的な観点や多面的な発想を

持つことがポイントになると考えられ、≪人材の採用と確保に関する現状や情報を精査→

企業外部に情報発信→企業と求職者および入職者の間のコミュニケーション≫のサイクル

を確立することが一つの方策だと考えられる。現在、求人と求職の間には、業種や職業に

よって大きな差がみられる。本調査では、人材の採用や確保に関する事項（｢企業概要｣｢採

用･雇用」｢労働環境｣｢教育･処遇｣の４項目群 28 項目）は、全般的に、建設業が、自社の

特徴に該当すると認識し情報を掲載する項目数が多く、人材不足感が高い中で様々な検討

と取組みを行っている。また、項目によっては、情報を掲載している企業に、良い影響（従

業員数の増加、経常利益や売上高の増加）をもたらす可能性のある項目もみられた。しか

し、自社の特徴だと認識する割合が高いにもかかわらず情報を掲載していない割合が高い

項目もいくつかみられる。例えば、30％以上の乖離がみられる項目（作業負担や事故等が

少ない／生活と仕事を両立しやすい／職場の雰囲気や人間関係が良い／非正規社員から正

社員への登用がある／夜間/休日勤務に本人の希望が通りやすい／休日や有給休暇を規定

通り取得できる／離職率が、同業他社より低い／経営が比較的安定している／入社後に資

格を取得できる／若手社員が活躍できる／将来の見通しや方針を策定している）は、求職

者が入社し働く上で重要な情報だといえる。今後は、既存および新たな取組みともに、

PDCA サイクルに基づいて、その効果の検証と改善に取り組むことが求められる。  
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企業アンケート調査票 
 

○秘人材の採用と確保に関するアンケート調査票
問１ 業種について、貴社の総売上高に占める割合が最も高い業種の番号を１つ○で囲んでください。

製造業⇒

１．食料品・飲料 ２．繊維工業 ３．木材・木製品

４．家具・装備品 ５．パルプ・紙・紙加工品 ６．印刷・印刷関連

７．化学 ８．窯業・土石製品 ９．鉄鋼・非鉄金属

．金属製品 ．はん用・生産用・業務用機械器具 ．輸送用機械器具

．電気・情報通信機械器具・電子部品 ．その他製造業

運輸業⇒
．鉄道業 ．道路旅客運送 ．道路貨物運送 ．水運 ．航空運輸

．倉庫 ．運輸附帯サービス ．郵便業 ．その他運輸業

建設業⇒ ．総合工事 ．職別工事 ．設備工事 ．その他建設業

その他※

上記以外

※上記の各業界に該当しない場合、最もあてはまる業種と事業内容を下記にお書きください。

業種： 事業内容：

問２ 資本金と直近期の年間総売上高および経常利益の実績をお書きください。

資本金 百万円

年間総売上高 百万円 経常利益 百万円

問３ 業況（経常利益・売上高）について、それぞれあてはまる番号を１つ○で囲んでください。

大幅増加 増加 横ばい 減少 大幅減少

％以上 ％未満 ％未満増減 ％未満 ％以上

経常利益（３年前と比較） １ ２ ３ ４ ５

売上高（３年前と比較） １ ２ ３ ４ ５

売上高（３年後の見通し） １ ２ ３ ４ ５

問４ 同業種・同規模の他社と比較して、貴社はどのような状況にあるといえますか。それぞれあてはまる

番号を１つ◯で囲んでください。

 同業他社と比較して 
良い やや良い 同程度 やや悪い 悪い 

正社員の定着率 １ ２ ３ ４ ５ 
組織への帰属意識 １ ２ ３ ４ ５ 
製品やサービスの質 １ ２ ３ ４ ５ 

問５ 従業員の採用についてお伺いします。正社員と非正規社員の主な採用枠について、それぞれあてはまる

番号を１つ○で囲んで下さい。

※新規学卒者は、学卒後３年程度までの若者を含みます。

 現在の状況 理想的な状況 

正社員 
１. 新規学卒中心 
２. 中途採用中心 
３. 新規学卒と中途採用の両方 

１. 新規学卒中心 
２. 中途採用中心 
３. 新規学卒と中途採用の両方 

非正規社員 
１. 新規学卒中心 
２. 中途採用中心 
３. 新規学卒と中途採用の両方 

１. 新規学卒中心 
２. 中途採用中心 
３. 新規学卒と中途採用の両方 

企業ＩＤ

（記入不要）大阪府
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問６ 以下の業務別に見たとき、貴社において従業員は不足していると感じますか、過剰であると感じますか。そ

れぞれあてはまる番号を１つ○で囲んで下さい。

非常に不足 不足 適正 過剰 非常に過剰 該当しない

管理･企画業務 １ ２ ３ ４ ５ ６

専門的･技術的業務 １ ２ ３ ４ ５ ６

事務業務 １ ２ ３ ４ ５ ６

営業･販売業務 １ ２ ３ ４ ５ ６

現業業務 １ ２ ３ ４ ５ ６

その他業務 １ ２ ３ ４ ５ ６

問７ 現業業務に従事する人員を「中途採用枠」で「正社員」として募集することになったとします。

（１）上記の設定で貴社がいま一番募集したいと思う職種はどのようなものですか。記入例を参考にして記載して

ください。

採用したいと思う職種？

（２）上記の中途採用枠に以下のＡさんとＢさんが応募してきました。以下のそれぞれのケースについて、貴社に

採用される可能性が高いのはどちらですか。また、採用に至るためにあと１つ知りたい条件を挙げるとすれ

ば何かをお答えください。

ケ
ー
ス
１

Aさん Bさん どちらを採用する？（１つに○）

 女性 
 45歳 
 同業他社で正社員経験あり 
 既婚、子ども２人 

 男性 
 35歳 
 同業他社で正社員経験なし(他
業種以外では経験あり) 

 既婚、子ども２人 

Ａさん・Ｂさん 

採用するためにあと１つ知りたい条件

は？

ケ
ー
ス
２

Aさん Bさん どちらを採用する？（１つに○）

 男性 
 30歳 
 業務に必要な資格なし 
 同業他社で正社員経験あり 
 

 男性 
 30歳 
 業務に必要な資格あり 
 正社員経験なし（短期のアルバ

イト経験あり） 

Ａさん・Ｂさん 

採用するためにあと１つ知りたい条件

は？

ケ
ー
ス
３

Aさん Bさん どちらを採用する？（１つに○）

 女性 
 35歳 
 直近２年間は働いていない 
 既婚、子ども１人 
 同業他社で正社員経験あり 

 女性 
 28歳 
 未婚 
 同業他社で正社員経験なし 

Ａさん・Ｂさん 

採用するためにあと１つ知りたい条件

は？

【記入例】 
生産工程の管理 
短距離の配達業務 
内装の整備 など 
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問８ 人材の採用や確保に関する以下の項目は、（１）貴社の特徴としてあてはまりますか？

（２）その特徴を、貴社の ページや求人票に掲載して、仕事を探している人に発信していますか？３年前

にも掲載していましたか？ のそれぞれについて、あてはまる番号を１つ選んで下さい。

 
（１）貴社の

特徴として

（２）職探し中の人に、

情報として企業の ページ、または求

人票に情報を掲載しているか？

どちらかといえば
掲載している

↓

掲載していない

↓

該当する
該当

しない

年前も

掲載

年前は

非掲載

年前は

掲載

年前も

非掲載

【
企
業
概
要
】

事業の社会的意義を実感できる １ ２ １ ２ ３ ４

経営が比較的安定している １ ２ １ ２ ３ ４

将来の見通しや方針を策定している １ ２ １ ２ ３ ４

立地が比較的良い １ ２ １ ２ ３ ４

企業名が知られている １ ２

【
採
用
・
雇
用
】

入社時に資格や経験がなくてもよい １ ２ １ ２ ３ ４

若手社員が活躍できる １ ２ １ ２ ３ ４

女性社員が活躍できる １ ２ １ ２ ３ ４

管理職に就いている女性社員がいる

（※管理職は一般従業員から報告を受けたり、昇進な

どの決定に関与する人を指す。）

１ ２ １ ２ ３ ４

勤務地に本人の希望が通りやすい １ ２ １ ２ ３ ４

【
労
働
環
境
】

労働時間が、同業他社より短い １ ２ １ ２ ３ ４

労働時間が、同業他社より長い １ ２ １ ２ ３ ４

給与水準が、同業他社より高い １ ２ １ ２ ３ ４

給与水準が、同業他社より低い １ ２ １ ２ ３ ４

離職率が、同業他社より低い １ ２ １ ２ ３ ４

休日や有給休暇を規定通り取得できる １ ２ １ ２ ３ ４

福利厚生が、同業他社より充実している １ ２ １ ２ ３ ４

作業負担や事故等が少ない １ ２ １ ２ ３ ４

夜間 休日勤務に本人の希望が通りやすい １ ２ １ ２ ３ ４

メンタルケアが充実している １ ２ １ ２ ３ ４

職場の雰囲気や人間関係が良い １ ２ １ ２ ３ ４

生活と仕事を両立しやすい １ ２ １ ２ ３ ４

正社員に兼業や副業を認めている １ ２ １ ２ ３ ４

【
教
育
・
処
遇
】

教育研修が充実している １ ２ １ ２ ３ ４

入社後に資格を取得できる １ ２ １ ２ ３ ４

キャリアアップや昇進をしやすい １ ２ １ ２ ３ ４

非正規社員から正社員への登用がある １ ２ １ ２ ３ ４

技能や資格取得への報奨金制度がある １ ２ １ ２ ３ ４
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問９ 貴社の現在の従業員について、「正社員」「非正規社員」の別にお答えください。

（１）正社員：雇用期間の定めなし、 一般正社員と同じ給与規則の役員を含む。

現在

３年前からの変化 従業員の過不足感（現在）

増加

した

変化

なし

減少

した

非常に

不足
不足 適正 過剰

非常に

過剰

正社員総数 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

正
社
員

女性 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

新規学卒採用者 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

歳以下 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

歳以上 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

障がい者 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

外国人労働者※ 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

※外国人労働者：技能実習生を含まない。

（２）非正規社員等：雇用期間の定めあり、パート、アルバイト、嘱託、契約、派遣など。

現在

３年前からの変化 従業員の過不足感（現在）

増加

した

変化

なし

減少

した

非常に

不足
不足 適正 過剰

非常に

過剰

非正規社員等総数 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

非
正
規
社
員
等

女性 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

新規学卒採用者 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

歳以下 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

歳以上 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

障がい者 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

外国人労働者※ 人 １ ２ ３ １ ２ ３ ４ ５

※外国人労働者：技能実習生を含む。

問 貴社の３年前からの変化として、それぞれあてはまる番号を１つ○で囲んでください。

よく 
あてはまる 

やや 
あてはまる 

どちらともい

えない 
あまりあては

まらない 
まったくあて

はまらない 

３
年
前
と
比
較
し
て

人材確保が難しくなった １ ２ ３ ４ ５ 
定着率が下がった １ ２ ３ ４ ５ 
人材確保より外注・機械化・省力化を

重視するようになった
１ ２ ３ ４ ５ 

従業員の就労意欲が低下した １ ２ ３ ４ ５ 
労働災害や心身面の不調が顕在化した １ ２ ３ ４ ５ 
人事労務上のトラブルが増加した １ ２ ３ ４ ５ 

問 ご回答された方についてご記入ください。

貴 社 名

ご 担 当 者
役職： 部署

男 女 年齢 歳 勤続 年

ご 連 絡 先
電話（ ‐ ‐ ）

電子メールアドレス： ＠

調査結果の送信希望 １．調査結果 概要 の送信を希望 ２．調査結果 概要 の送信を希望しない

質問は以上です。お忙しいところ最後までご協力いただきまして誠に有難うございました。
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